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 論文要旨 
 
コンクリート構造物の劣化要因は各種あるが，四方を海に囲まれた我が国では，特に塩害に
よる劣化がコンクリート構造物にとって深刻な問題であるといえる．塩害は，コンクリート内
部に塩化物イオンが浸透し（潜伏期），限界塩分量を超えた段階で水と酸素が供給可能な環境
であれば，コンクリート内部の鉄筋が腐食膨張し（進展期），コンクリート表面にひび割れが
生じ，さらに鉄筋腐食が進行し（加速期），コンクリートの剥落や鋼材の断面欠損によって，
耐力が低下する現象である．塩化物イオン量の調査には，調査対象位置からコアを採取し，化
学分析を行う方法がこれまで行われてきた．ただし，この方法ではコンクリートを局所的では
あるが損傷を与えること，同一箇所での経時的な変化を捉えることができないこと，コア採取
箇所のみでしか塩化物イオン量が把握できず，対象構造物全体の塩化物量を把握することがで
きない等の課題を有している．そこで本研究では，電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術の
精度向上ならびに実用化を目的として，電磁波減衰理論式の整理，電磁波レーダならびにコン
クリート供試体を用いた室内供試体実験，フィールド調査による実構造物での電磁波測定を実
施した．また，実構造物における適用範囲拡大を目的とし，壁面自走ロボットの開発検討を実
施した． 
 
本論文は，１章から１０章で構成され，各章の概要は以下のとおりである． 
 
第１章「序論」では，コンクリート構造物における塩害と電磁波レーダについて整理を行う
とともに，電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術に関する既往の研究事例を整理した．また，
これらに基づき，本研究の目的，意義及び論文の構成を示した． 
 
第２章「電磁波の減衰方程式」では，電磁気学に基づいて電磁波の基本方程式を確認すると
ともに，電磁波の持つ基本特性についてとりまとめた．また，電磁波が媒質中を伝搬するとき
の減衰方程式について整理し，電磁波減衰量を求めるための電気的定数ならびに理論式を明ら
かにした． 
 
第３章「コンクリートにおける電磁波減衰理論」では，既往の研究で確認されている塩化物
イオン量に応じて電磁波が減衰する現象について，そのメカニズムを理論的に整理した．その
結果，コンクリート細孔溶液中の電解質の存在でイオン伝導現象が生じ，電気的定数のひとつ
である導電率の変化が主な原因であると推定した．また，コンクリート中のその他イオンの影
響を確認するため，水溶液を用いた確認実験による検証を行った．その結果，コンクリート中
に多く含まれる水酸化カルシウムの影響は限定的であり，塩化ナトリウムの影響が主体的に作
用することを確認した．さらに，電磁波の入・反射現象について理論方程式を整理し，コンク
 リート表面での電磁波透過・反射量について，比誘電率を用いて推定できることを明らかにし
た． 
 
第４章「電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定方法の提案」では，電磁波測定による振
幅値を用いて，コンクリート中の塩化物イオン量を精度よく推定するための Simulation of 
Attenuation Electromagnetic waves (SAE) の基本方程式の提案を行った．また，電磁波測定
の精度向上を指向し，電磁波レーダの連続測定による振幅値の安定性に関する検討を実施した．
また，本手法の適用範囲を確認するため，コンクリート表面の凹凸の影響，表面被覆の影響，
エポキシ樹脂鉄筋の影響について検証実験を行った．上記より，電磁波レーダによる塩化物イ
オン量の推定手法のデータフローを構築し，「かぶりの平均塩化物イオン量」ならびに「鉄筋
位置の塩化物イオン量」を推定するための手順を示した． 
 
第５章「SAE におけるコンクリートの電気的定数ならびに各種補正係数の検証実験」では，
SAE 基本方程式における電気的定数となるコンクリートの「導電率σ」と「比透磁率μ୰」およ
び「比誘電率ε୰」の設定に関する検討実験を行った．なお，「比誘電率ε୰」については，コンク
リート供試体における実際のかぶり距離と電磁波反射速度を用いて比誘電率を逆算し，比誘電
率の温度・相対湿度の変動傾向を確認した．また，セメント種の違いによる電磁波減衰量の差
異を確認するため，普通ポルトランドセメント，高炉スラグ微粉末，フライアッシュを混和し
たコンクリート供試体で実験を行った．その結果，フライアッシュコンクリートで他のコンク
リートと比較して電磁波減衰量の明確な差異が確認された．次に，SAE 基本方程式において，
補正が必要となる「かぶり深さの違いによる電磁波散乱程度」「温度変化の影響による導電率
変化」「相対湿度変化の影響による導電率変化」の検証実験を行った．その結果，かぶりの深
さによる電磁波散乱程度ならびにコンクリートの温度ならびに相対湿度変化の影響を考慮す
ることによって，SAE で鉄筋反射波の振幅値をシミュレーションすることが可能となり，塩化
物イオン量を推定できることを明らかにした． 
 
第６章「実構造物調査におけるコンクリート深さ方向の与条件設定方法に関する検討」では，
「温度」「相対湿度」については温度解析および湿気移動解析で，「塩化物イオン量の分布」に
ついては実構造物から採取した 132 箇所の塩化物イオン量滴定分析結果を元にして，検討を行
った．その結果，深さ方向のコンクリート内部の温度，相対湿度を変化させた SAE シミュレ
ーションの必要性が確認されるとともに，平均塩化物イオン量を深さ方向に分配するための経
年，部材，平均 Cl－量による塩化物イオン量分配則 Distribution of Chloride ions (DoC)の提案
を行った． 
 
第７章「細孔空隙が電磁波減衰に及ぼす影響評価」では，実構造物より採取したコアにおい
て炭酸化ならびに塩分濃縮現象が確認されたことから，細孔空隙の変化が電磁波減衰に及ぼす
 影響を確認することを目的として，水銀圧入式ポロシメーターによる分析を行った．同分析結
果より，炭酸化が確認された範囲において，103≦D<104 nm の細孔容積が減少することが確
認された．同結果を受けて，炭酸化が進行していると判定される構造物において，表層コンク
リートの導電率を変化させて SAE によるシミュレーションを実施することとした． 
 
第８章「実構造物における実証試験」では，2011 年から 2014 年にかけて実施してきた海洋
コンクリート構造物の調査について，取得したデータについて整理を行うとともに，電磁波を
用いた塩化物イオン量の推定結果と従来手法である現地コア採取の分析結果を比較して，精度
検証を行った．その結果，SAE と DoC を用いることによって，多様な環境下ならびに部材に
おいても，非破壊で塩化物イオン量を推定できることが確認された．また，調査にかかる時間
と費用についても，従来手法と比較することにより，同手法の有効性を確認した． 
 
第９章「適用範囲拡大のための壁面自走ロボットの開発検討」では，電磁波測定手法の調査
範囲を拡大することを目的として，真空吸着パッドを活用した壁面自走ロボット(ALPinist)の
開発検討を実施した．真空吸着パッドについては，元来建築面のタイルでの吸着を対象として
いたものを，コンクリート表層が粗となっている溶脱したコンクリートに対して吸着できるよ
うに改良した．また，ALPinist は電磁波レーダの他に，カメラと小型打音装置を搭載し，目
視調査と打音診断の実施も可能としており，インフラの維持管理に必要なデータを定量的に取
得できるものとした． 
 
第１０章「結論」では，本研究の結論を示すとともに今後の課題を示した． 
  
 Study on Accuracy Improvement and Practical Application for Estimation of Chloride 
Content in Concrete Structures Using Electromagnetic Wave Method 
Abstract 
 
Chloride induced corrosion is one of the cause of deterioration reinforced concrete 
structures. In generally, as one of evaluation method of deteriorated situation caused by 
reinforcement corrosion in the concrete, drawing cores and chemical analysis are carried 
out. It is possible to perceive chloride content in the neighborhood of reinforcing bars. 
However, it is not possible to perceive only chloride ions at the position drawn cores and 
difficult to perceive about any corrosion of reinforcement unless corrosion induced cracks 
appear on the surface. Then, if it is possible to estimate the chloride ions in concrete using 
electromagnetic waves as a non-destructive method, it is possible to perceive the chloride 
ions in concrete without giving any damages. In addition, it is possible that this method 
conveniently evaluate the condition of degradation in respect of the wide area. 
From past studies, it was confirmed that the amplitude value of the electromagnetic waves 
decreases with increasing chloride ions within concrete. It is possible to estimate chloride 
ions by utilizing this characteristic. 
In this report, in order to improve the accuracy of the non-destructive method to estimate 
the chloride content using electromagnetic waves, the construction of theory and 
experiments for verification were carried out. At first, the phenomenon of attenuation of 
electromagnetic wave due to content of chloride ions in concrete was clarified by applying 
the electromagnetism and physicochemical theory. Then, each optimal solution was 
obtained from the results of measurement using radar with specimens of concrete in which 
changed the depth of concrete, temperature of concrete, water content and chloride 
content. 
As the results, it is possible to estimate the attenuation characteristics of electromagnetic 
waves for change of the material properties of concrete and to obtain the estimation 
equation which contribute to improve in accuracy of estimation of chloride ions in concrete 
using electromagnetic wave. 
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第１章 序論 
- 1 - 
 序論 
 
1.1 本研究の背景 
 
コンクリート構造物は，1980 年代初頭まではメンテナンスフリーで半永久的なものとされ
てきた．しかしながら，戦後の高度成長期に大量に施工されたコンクリート構造物の早期劣化
が顕在化するに至って，コンクリート構造物自体は時間経過とともに劣化し，定期的に劣化状
況を把握，劣化状況に応じた補修，補強等のメンテナンスを実施していかなければならない構
造物であることが認識されるようになってきた． 
コンクリート構造物の劣化要因は各種あるが，四方を海に囲まれた我が国では，特に塩害に
よる劣化がコンクリート構造物にとって深刻な問題であるといえる．さらに，塩害は沿岸部だ
けでなく，融雪剤など散布する山間部においても深刻な課題となっている．カナダやアメリカ
北部などでは，すでに融雪剤の被害が深刻化しており，その対策が急務となっている． 
塩害は，コンクリート内部に塩化物イオンが浸透し（潜伏期），限界塩分量を超えた段階で
水と酸素が供給可能な環境であれば，コンクリート内部の鉄筋が腐食膨張し（進展期），コン
クリート表面にひび割れが生じ，さらに鉄筋腐食が進行し（加速期），コンクリートの剥落や
鋼材の断面欠損によって，耐力が低下する現象である．特に，コンクリート表面にひび割れが
生じた後は，劣化の進行が速いことから，早期に劣化状況を把握し，進行の抑制等の対策を講
じる必要がある．そのためには，かぶり部分の塩化物イオン量をできるだけ的確に把握するこ
とが重要となってくる． 
かぶり部分の塩化物イオン量の調査には，調査対象位置からコアを採取し，化学分析を行う
方法がこれまで行われてきた．ただし，この方法ではコンクリートを局所的ではあるが損傷を
与えること，同一箇所での経時的な変化を捉えることができないこと，コア採取箇所のみでし
か塩化物イオン量が把握できず，対象構造物全体の塩化物量を把握することができない等の課
題を有している． 
上述したように，塩害による劣化状況の把握において，構造物に少なからず損傷を与える方
法でしかコンクリート内部の塩化物イオン量を調査することができず，またどの部位に塩化物
イオン量が多く内在しているのか現行の方法では把握できないのが現状である．コンクリート
内部の塩化物イオン量を非破壊で調査することができれば，構造物に損傷を与える方法でしか
コンクリート内部の塩化物イオン量を調査することができず，またどの部位に塩化物イオン量
が多く内在しているのか現行の方法では把握できないのが現状である．コンクリート内部の塩
化物イオン量を非破壊で調査することができれば，構造物に損傷を与えることなく，同一箇所
の時間経過に伴う塩化物イオン量の変化を把握することができるようになる．また，調査個所
の位置情報を組み込めば，点ではなく面的な情報を取得することが可能となってくる．このよ
うな非破壊で塩化物イオン量を調査する方法が確立されれば，塩害による進行の早期発見を行
うことができ，調査時間の短縮や調査面積の拡大などこれまでの方法に比べ飛躍的に向上する
第１章 序論 
- 2 - 
と考えた． 
非破壊による塩化物イオン量の推定については，溝渕ら 1)～13)によって電磁波を用いる方法
が 12 年前に見出されており，これまで室内実験による検討を行ってきている．本研究の特色・
独創的な点は，非破壊でコンクリート中の塩化物イオン量を推定することができ，これまで点
でしか捉えられなかった塩分量を面的に捉えることができる点にある．したがって，本研究結
果から塩害による劣化の早期発見，調査時間の大幅な短縮，面的な評価から，補修などのメン
テナンスの優先度を定めることができるなどコンクリート構造物の維持管理における塩害調
査の効率化が大幅に改善されることとなる． 
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1.2 コンクリート構造物における塩害と電磁波レーダについて 
 
 塩害とは 
コンクリート構造物に生じる塩害とは，塩化物イオンがコンクリート中に浸透，拡散するこ
とにより鋼材の腐食が進行し，腐食生成物の体積膨張によるコンクリートのひび割れや剥離，
鋼材断面の減少などが生じ，構造物の性能を低下させる現象である． 
図- 1.2.1 に塩害による劣化進行過程の概念図，表- 1.2.1 に塩害の各劣化過程の定義を示す．
塩害の鋼材腐食による劣化過程は，潜伏期，進展期，加速期，劣化期に分けられる．それぞれ
の期間において劣化現象が構造物の性能に及ぼす影響が異なるので，劣化過程ごとに適切な診
断，対策が求められる．また，維持管理においては，コンクリート中の鋼材が発錆していない
潜伏期に早期の対策をする必要がある．加えて構造物の状態を正確に把握する必要があり，以
下の点が重要となる． 
 
① 構造物表面への塩化物イオンの供給状況の定量的な把握 
② コンクリート内部の塩化物イオンの浸入・蓄積の状況の定量的な把握および将来予測 
③ コンクリート内部の鋼材の腐食発生の有無の確認および将来予測 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.2.1 塩害による劣化進行過程の概念図 
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表- 1.2.1 塩害の各劣化過程の定義 
劣化過程 定  義 期間を決定する主要因 
潜伏期 
鋼材表面における塩化物イオン濃度が腐食
発生限界濃度※に達するまでの期間 
・塩化物イオンの拡散 
・初期含有塩化物イオン濃度 
進展期 
鋼材の腐食開始から腐食ひび割れ発生まで
の期間 
・鋼材の腐食速度 
加速期 
腐食ひび割れ発生により腐食速度が増大す
る期間 ・ひび割れを有する場合の鋼材
の腐食速度 
劣化期 
腐食量の増加により耐荷力の低下が顕著な
期間 
※標準的にはこの値を 1.2 kg/m3と定めている． 
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 塩化物イオン拡散の予測 
コンクリート中の塩化物イオンの拡散予測の方法のひとつとして，Fick の拡散方程式を適用し
て見かけの拡散係数を求める方法がある．Fick の拡散方程式(1.1)を以下に示す． 
 
ܥሺݔ, ݐሻ ൌ ܥ௢ ቐ1 െ erf ቌ ௫
ଶට஽ೌ೛・௧
ቍቑ     (1.1) 
 
x ： 暴露面から全塩化物イオン量濃度を測定した箇所までの距離(cm) 
t  ： 供用期間(年) 
࡯ሺ࢞, ࢚ሻ ： 距離 x (mm)，供用期間 t (年)において測定された塩化物イオン濃度(kg/m3) 
࡯࢕ ： 表面における全塩化物イオン濃度(kg/m3) 
ࡰࢇ࢖  ： コンクリートの見かけの塩化物イオン拡散係数(cm2/年) 
܍ܚ܎  ： 誤差関数 
 
塩化物イオン濃度とは，コンクリート中の液相における塩化物イオン濃度ではなく，コンク
リートの単位体積あたりの全塩化物量を示す．そのため，コンクリート中の塩素が塩化物イオ
ンの形で移動するメカニズムを正確に表したものではなく，上記の式における塩化物イオンの
拡散係数は「見かけの拡散係数」として考える．また，点検結果から表面における塩化物イオ
ン濃度と見かけの拡散係数を求める場合は，塩化物イオン濃度分布を式(1.1)で回帰分析して求
めてよいとされている．点検結果がない場合は，以下に示す式(1.2)，(1.3)を参照し，見かけの
拡散係数を求めてよいとされている． 
 
普通ポルトランドセメントが使用されている場合 
logଵ଴ܦ ൌ െ3.9ሺܹ/ܥሻଶ ൅ 7.2ሺܹ/ܥሻ െ 2.5       (1.2) 
 
高炉セメントが使用されている場合 
logଵ଴ܦ ൌ െ3.0ሺܹ/ܥሻଶ ൅ 5.4ሺܹ/ܥሻ െ 2.2       (1.3) 
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 飛来塩分量の違いによる鉄筋腐食量 
塩化物イオン量がコンクリート内部に拡散浸透し，鉄筋位置で一定量（標準的に 1.2 kg/m3）
を超えると，鉄筋の腐食が開始する．ここでは，進展期の期間を決定する主要因となる鋼材の
腐食程度を確認するために，飛来塩分量の異なる地点での鉄筋曝露試験を実施した． 
鉄筋曝露試験は，鉄筋を 10 本保持できる曝露試験器と共に設置し，任意の期間置いた後に
適宜鉄筋を回収することとした．鉄筋曝露試験器を設置した地点は，以下に示す３箇所である．  
 
① 法政大学小金井キャンパス（東京都）：海岸から約 22km【地域区分外】 
② 火力発電所（神奈川県）：海岸から約 5m【地域区分 C】 
③ 水力発電所（沖縄県）：海岸から約 3m【地域区分 A】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.2.2 鉄筋曝露試験実施位置と塩害範囲地域区分 14) 
 
以下に，健全鉄筋および設置から 10 か月ほど経過後に回収した各所の鉄筋写真を示す． 
 
 
写真- 1.2.1 左から 健全鉄筋，①設置腐食鉄筋 ②設置腐食鉄筋 ③設置腐食鉄筋 
  
③ ①，②
①
②
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写真- 1.2.2 健全鉄筋と③設置腐食鉄筋の切断面比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真- 1.2.3 ③設置腐食鉄筋の切断面 SEM 画像 
 
自然環境下に曝露した鉄筋の腐食状況を比較すると，鉄筋腐食地域区分と同様に「地域外」
＜「地域 C」＜「地域 A」の順で鉄筋の腐食が進行していた． 
写真- 1.2.3 に，「地域 A」の鉄筋の切断面の SEM 画像を示す．その腐食程度は，わずか 10
ヶ月間の曝露期間にもかかわらず，鉄筋周縁で約 1.0mm の腐食層を形成しており，鉄筋を中
心とした放射状方向で割れが生じていた． 
上記のとおり，塩害環境下における鉄筋腐食スピードは，飛来塩分が届かない内地に比べて
著しく早い．インフラの維持管理において，塩害環境下におけるコンクリート構造物の鉄筋位
置での塩化物イオン量を把握し，早期に対策を講じる重要性が伺える． 
 
  
約 1.0mm 
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 電磁波レーダの測定原理 
電磁波レーダ法は，電磁波が電気的性質の異なる物質との境界面で反射する特性を利用して，
コンクリート構造物内に埋設されている鉄筋，鉄骨，埋設管等の探査として利用されている探
査方法の１つである．電磁波レーダ法は，パルス状の電磁波をコンクリート内へ送信アンテナ
から放射し，放射された電磁波がコンクリートと電気的性質(比誘電率，導電率)の異なる物質
との境界面で反射し，受信アンテナで受信する．電磁波の放射から受信に要した伝搬時間から
反射物体までの距離を計算することで，その埋設の位置を求めることができる．媒質中の電磁
波速度ݒ と反射物体までの距離 D を，以下に示す． 
 
媒質中の電磁波の速度	ݒ 
ݒ＝ ஼√ఌೝ      （1.4） 
ここで，C；真空中での電磁波の速度 3.0×108 [m/s] εr；媒質中の比誘電率 
 
反射物体までの距離 D 
ܦ＝ ௏்ଶ       （1.5） 
ここで，T；電磁波を送信してからの受信するまでの往復伝搬時間 
 
式(1.4)，(1.5)より，媒質中の比誘電率ߝ௥ が分かれば，反射物体までの距離を求めることが
できる．また，反射物体までの距離が既知であれば，媒質中の比誘電率ߝ௥ を逆算して求める
ことができる． 
電磁波レーダによる測定原理の模式図を図- 1.2.3 に，測定画面の例を図- 1.2.4 に示す． 
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図- 1.2.3 電磁波レーダによる測定原理の模式図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.2.4 電磁波レーダによる測定画面の例 
 
図- 1.2.3，図- 1.2.4 より，電磁波レーダを用いて距離測定を行う場合，測定器からの送信波
は走行方向に広がりを持っているため，埋設物があるとその前後でも反射を受信する．その反
射波形を連続的に表示すると同図に示すようになり，測定器が埋設物に近づいてから遠ざかる
までの距離差(D1～D2)によって，測定画面上に山形の波形が表示される．なお，受信波形はコ
ンクリート表面の反射と埋設物の反射の合成波となるため，解読が困難になる場合がある．そ
のため，解析時にはコンクリート表面からの反射を取り除く処理を施すことが多い． 
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 媒質中における比誘電率について 
電磁波測定の計測データにおける変動要因の 1 つである比誘電率は，物質の電気的特性を示
すパラメータであり，これによって物質中の電磁波の伝搬速度が定まる． 
一般的な物質の比誘電率 15)を表- 1.2.2 に示す． 
コンクリートはセメントペースト，骨材，空隙で構成されており，これらの中で比誘電率の
最も高いものは水分を含むセメントペーストで，次は骨材である．電磁波の減衰率は誘電率に
比例するため，水分の無い空隙の場合で比誘電率は 1 と考えられるので，空隙の多いコンクリ
ートほど電磁波の減衰率は小さくなる．しかし，水分で満ちた空隙の場合，水の比誘電率はセ
メントペーストよりも大きいので，コンクリート中の空隙率が大きいほど電磁波の減衰率は大
きくなる． 
なお，本研究で適用する汎用型電磁波レーダでは，アンテナ出力特性ならびに配置を考慮し
て，コンクリート深さに応じた比誘電率テーブルを用いて鉄筋位置を求めている． 
 
表- 1.2.2 物質の比誘電率 15) 
材質 比誘電率 材質 比誘電率 
真空 1 空気 1 
清水 81 海水 81 
清水氷 4 海水氷 6 
雪塊 1.4   
土(乾燥) 2～6 土(湿潤) 10～30 
石灰岩(乾燥) 7 石灰岩(湿潤) 8 
頁岩(湿潤) 7 砂岩(湿潤) 6 
砂(乾燥) 3～6 砂(湿潤) 10～25 
砕石 5～9   
コンクリート(乾燥) 4～12 コンクリート(湿潤) 8～20 
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1.3 関連する既往の研究 
 
 塩化物イオンのコンクリート中への浸透に関する既往の研究 
セメント種類の違いが塩化物イオン浸透に与える影響として，高橋ら 16)はセメント種類の違
いがコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性に及ぼす影響を検討している．その結果を図- 
1.3.1 に示す．図- 1.3.1 より，低熱ポルトランドセメントを用いた場合に塩化物イオンが最も
深くまで浸透した．普通，早強，中庸熱ポルトランドセメントは同程度の深さまで浸透し，高
炉，フライアッシュセメントを用いた場合は浸透深さが浅くなるとしている． 
見かけの拡散係数は図- 1.3.2 に示すとおり，低熱ポルトランドセメントを用いた場合，普通
ポルトランドセメントを用いた場合に比べ，約 3 倍程度に大きくなるとしている．フライアッ
シュセメント B 種を用いると，普通ポルトランドセメントを用いた場合に比べ，見かけの拡散
係数は約 1/2 倍程度であり，高い遮塩性を示す結果になるとしている． 
 
 
図- 1.3.1 セメント種類ごとの塩化物イオン分布図 16) 
 
図- 1.3.2 セメント種類ごとの見かけの拡散係数 16) 
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温度の違いが塩化物イオン浸透と見かけの拡散係数に与える影響として，高橋ら 17)は，温度
の違いがコンクリートへの塩化物イオン浸透性に及ぼす影響を検討している．促進温度は 5，
20，35，50℃，水セメント比はそれぞれ 40，60，80%であった．結果を図- 1.3.3 に示す．促
進温度が高いほど表面塩化物イオン量が多く，深くまで塩化物イオンが浸透しているとしてい
る．また，水セメント比 40%の場合，促進温度によらず 2cm 以上深くまでは塩化物イオンは
浸透しないが，水セメント比 60%，80%の場合，促進温度 35℃，50℃において 2cm 以上の深
さまで塩化物イオンが浸透する結果となったと報告している． 
 
 
 
図- 1.3.3 塩化物イオン量分布 17) 
 
調査時材齢とフライアッシュコンクリートの塩分浸透性状の関係として，高橋 18)らは，実構
造物のフライアッシュコンクリートの塩分浸透性状，塩分浸透の停滞現象について研究を行っ
ている．火力発電所の外洋に面した護岸コンクリートに配合の異なるフライアッシュコンクリ
ートを対象に，材齢 1 年半，3 年半，8 年 9 ヶ月の時点で試料を採取し，電位差滴定法により
塩化物イオン量を測定している．試料を採取した箇所は満潮面より高い飛沫帯であり，海面か
らは異なる高さとなっている(high，middle，low)． 
その結果，海水との距離が最も近い low に着目すると，どちらの配合においても全塩化物イ
オン分布は調査時材齢によらずほぼ同じであったとしている．また middle においては，0~2cm
の分布がやや異なるが，塩化物イオン浸透フロントは 3～5cm でほぼ停滞しているように見え
ると報告している．このような塩化物イオン浸透の停滞現象は，コンクリート標準示方書の耐
久設計における塩害に対する照査に記載されているフィックの拡散則では説明できず，拡散則
とは異なる液状水の湿潤フロントに依存した浸透機構があるとしている． 
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図- 1.3.4 採取したコアの全塩化物イオン量分布 18) 
 
フライアッシュを混和したコンクリートの遮塩性について，佐藤ら 19)は，フライアッシュを
混和したコンクリートおよびモルタルの塩化物イオンの見かけの拡散係数および比抵抗の計
測を通じて，耐久性評価を行っている．フライアッシュを混和したコンクリートの遮塩性に関
して，OPC を使用した実構造物と OPC にフライアッシュを混和した実構造物から採取した試
料の，見かけの拡散係数と表面塩化物イオン量に関して報告している． 
その結果，フライアッシュを混和した実構造物から採取した試料の見かけの拡散係数は，
OPC の構造物に比べて相対的に小さくなる傾向を示すとしている．また，表面塩化物イオン
量はフライアッシュを混和した実構造物の方が相対的に多くなる傾向になったと報告してい
る． 
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図- 1.3.5 見かけの拡散係数の頻度分布 19) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.6 表面塩化物イオン量の頻度分布 19) 
 
また，フライアッシュ混入量と細孔径分布の関係について，佐藤ら 19)は，フライアッシュを
混和したコンクリートおよびモルタルの塩化物イオンの見かけの拡散係数および比抵抗の計
測を通じて，耐久性評価を行っている．物質移動に関する耐久性指標としての検討において，
フライアッシュの添加量と細孔径分布の関係について報告している． 
その結果，フライアッシュの添加量に応じて 0.04μm 近傍の細孔容積が増加し，0.2μm 近傍
で減少する傾向にあるとしている．これはフライアッシュのポゾラン反応に伴い，細孔径分布
が変化し，緻密化したためと報告している． 
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図- 1.3.7 細孔径分布(W/(C+F)＝45%)19) 
 
水酸化カルシウムの溶脱と細孔径分布の関係について，井元ら 20)は，塩化ナトリウム水溶液
中に 4 年間浸漬させたセメントペースト硬化体の溶脱挙動について，純水中に浸漬させた場合
と比較検討を行っている． 
結果として，水酸化カルシウムの溶脱は，純水の場合よりも塩化ナトリウム水溶液の場合の
方が深く進行する結果となったと報告している．これは，C-S-H の溶脱挙動より，純水浸漬の
0～3mm，塩水浸漬の 0～10mm の範囲の溶脱が確認され，細孔径分布において同範囲の 0.1
～0.2μm の空隙量が増加したためと報告している． 
 
  
図- 1.3.8 細孔径分布（左図：純水浸漬 右図：塩水浸漬）20) 
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中性化を受けたコンクリートの塩化物イオン浸透性について，竹田ら 21)は，中性化を受けた
コンクリートを用い，中性化深さと塩化物イオン浸透性の関係性を検討している．供試体は，
材齢 28 日より中性化促進試験を 2，4，6 ヶ月行い，中性化の進行程度に差をつけたコンクリ
ートに対して海水噴霧・乾燥繰り返しを 10 ヶ月行い，塩化物イオンの浸透量の測定を行って
いる． 
その結果，全ての水セメント比において中性化が進行しているコンクリートの表面部の塩化
物イオン量は，中性化していない場合に比べて少なくなっていることを報告している．また，
水セメント比 50，60%の場合，中性化深さが大きいほど表面の塩化物イオン量は少なくなり，
深さ 30mm の塩化物イオン量が多くなる傾向を示したと報告している．これは，中性化フロ
ントの移動に伴い塩化物イオンが再融解したためではないかとしている． 
 
図- 1.3.9  海水噴霧試験前の中性化深さ 21) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.10 海水噴霧試験後の塩化物イオン分布 21) 
 
  
第１章 序論 
- 17 - 
また，細孔分布と塩化物イオン量の関係について，竹田ら 21)は，中性化を受けたコンクリー
トを用い，中性化深さと塩化物イオン浸透性の関係性を検討している．水銀圧入式ポロシメー
ターを使用し，海水噴霧試験前に表面から深さ 10mm までの試料を採取して細孔容積を測定
している．全ての水セメント比において，中性化の進行に従って総細孔容積が減少する結果と
なり，中性化によりコンクリート組織は緻密化したとしている．水セメント比 40%の場合，総
細孔容積によって拡散係数は大きく変わらないが，水セメント比 50%以上の場合，総細孔容積
が小さくなるに従って拡散係数が大きくなる結果となったと報告している．その結果，中性化
が進むことによって表面部の総細孔容積が減少し，塩化物イオンの浸透，見かけの拡散係数に
影響を及ぼすとしている． 
 
 
図- 1.3.11 中性化深さと表面部の総細孔容積の関係 21) 
 
 
図- 1.3.12 表面部の総細孔容積と見かけの拡散係数の関係 21) 
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高炉セメントの塩化物イオン固定化特性に関して，松崎ら 22)は，高炉セメントを用いた際の
塩化物イオン拡散性状を把握するために，自由塩化物イオンと固定塩化物イオンを分離する方
法を用い，拡散現象に対する影響要因である高炉スラグ微粉末の置換率および水結合材比の異
なるモルタル供試体の自由・固定塩化物イオンの定量化を検討している． 
図- 1.3.13 に示す供試体の浸漬面に近い 1 層目(表面から 0～8mm)における置換率と自由・
固定塩化物イオンの関係から，図- 1.3.13 から置換率の増加に伴い全塩分量は減少し，固定塩
化物イオン量は増加する傾向になると報告している．また，図- 1.3.14 に示す供試体の浸漬面
に近い 1 層目(表面から 0～8mm)における水結合材比と自由・固定塩化物イオンの関係から，
水結合材比の増加に伴い固定塩化物イオン量は増加し，自由塩化物イオンはさほど増加しない
結果となったとしている．これは，水結合材比の増加に伴い，イオンを吸着できる空隙表面積
が増加したためとしている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.13 置換率と塩化物イオン量の関係 22) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.14 水結合材比と塩化物イオンの関係 22) 
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高炉セメント B 種を用いたコンクリートの表面塩化物イオンと拡散係数の関係について，審
良ら 23)は，高炉セメント B 種を用いた港湾コンクリートを用いて，塩化物イオン拡散係数と
表面塩化物イオン濃度の関係性を検討している．また，塩化物イオン拡散係数を算出する上で，
海水を用いた場合と濃度 10%の NaCl 溶液を用いた場合で浸漬試験を行い，それぞれ算出され
た拡散係数を土木学会提案式と比較し評価している．その結果，見かけの拡散係数は水セメン
ト比が大きくなるにつれて値が大きくなり，ばらつきも大きくなる傾向を示すとしている．ま
た，自然海水を用いた場合と濃度 10%の NaCl 溶液を用いた場合とで比較すると，濃度 10%
の NaCl 溶液を用いた場合の見かけの拡散係数の方が大きくなる傾向を示し，土木学会提案式
で示す値より大きい値となったとしている．したがって，自然海水より濃い濃度の NaCl 溶液
を用いて浸漬試験を行った際の見かけの拡散係数は，過度に大きい値を示してしまう可能性が
あり，補正係数などを乗じて適切に評価する必要があると報告している． 
 
 
図- 1.3.15 見かけの拡散係数と水セメント比の関係 23) 
 
さらに，図- 1.3.16 から，自然海水暴露試験および 10%NaCl 溶液暴露試験ともに，表面塩
化物イオン濃度は見かけの拡散係数が大きくなるにつれて小さくなる傾向を示したとしてい
る．これは，塩化物イオンが比較的浸透しやすいコンクリートの場合，塩化物イオンが深くま
で浸透し，塩化物イオンが浸透しにくく拡散係数が小さいコンクリートの場合，表面部に塩化
物イオンが固定化，蓄積したと推察している． 
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図- 1.3.16 表面塩化物イオン濃度と見かけの拡散係数の関係 23) 
 
 
 コンクリート中の含水率に関する既往の研究 
藤巻ら 24)は，コンクリート中の含水率を評価するためにスラブ状構造物を対象に含水率測定
を行っている．コンクリートの場合，乾燥条件の違いや使用する材料によって乾燥程度が異な
り，内部の乾燥状態が不均質なものになると考えられる．そこで，藤巻らは打設初期から長期
にわたって含水率を測定し，これらを明らかにするための実験を行った． 
室内実験では，20 ℃，RH.60 %の条件の恒温室でφ20×15 cm の供試体の側面をシールし，
上下面のみを乾燥させるようにした． 
コンクリートの種類による表面からの深さと含水率の変化は，普通ポルトランドセメントを
用いたコンクリートの場合，図- 1.3.17 に示すように打設直後 8 %程度で均質であるのに対し
て，材齢が経過するとともに乾燥が進行し，材齢 28 日では表層 5 mm において含水率 2.5 %
にまで減少・収縮する結果になったと報告している．その後，仕上げ材を施行した場合材齢 56
日で 4 %にまで回復したとしている．早強ポルトランドセメントを用いたコンクリートでは，
普通ポルトランドセメントを用いた場合に比べ，打設直後から水和速度が早く，含水率が材齢
1 日で 6 %にまで減少する結果となったと報告している．また，乾燥の進行に伴い，含水率 3%
まで低下する結果が得られたとしている． 
軽量骨材を用いたコンクリートは普通ポルトランドセメント及び早強ポルトランドセメン
トを用いたコンクリートと同じ傾向を示したが，骨材の吸水率が大きいため高含水率となった
としている． 
上面のみを乾燥させた場合，図- 1.3.18 に示すように 50 mm 程度まで乾燥の影響が出ている
もののそれ以降は乾燥速度が鈍化するとしている． 
現場と実験室での違いによる変化は，現場のほうが実験室よりも水和速度が若干速く，全体
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の含水率の低下が大きいとしている．また，図- 1.3.19 に示すように下面の脱型の影響が実験
室測定よりも大きく，スラブ中央まで影響が及ぶとしている． 
 
図- 1.3.17  含水率分布(上下面乾燥)24)    図- 1.3.18  含水率分布(下面のみ乾燥)24) 
図- 1.3.19 スラブ下面の脱型時期の違いによる含水率分布(上下面乾燥)24) 
 
コンクリートは，若材齢で乾燥を受けた場合水和に必要な水分が散逸し，水和が阻害され，
コンクリート中の細孔は粗いままとなる．また，乾燥による水和の阻害は細孔半径 320Åを境
として小さい径の細孔が減少し，大きい径の細孔は増加するといわれている． 
湯浅ら 25),26)は，乾燥に伴い水和が阻害された状態で形成された細孔構造に起因した吸放湿
性について検討を行っている． 
実験は，10×10×20cm のコンクリート供試体を用い，20℃恒温室に静置後，材齢１日で脱
型した後，10×10cm の断面を乾燥面とし，側面に当る 10×20cm の部分についてエポキシ樹
脂による止水を行った．実験開始は，材齢 1,3,7 日で行い，20℃，R.H.60%恒温室に静置して
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行った．実験条件としては，乾燥開始材齢の違い及び水セメント比の違いとした． 
実験の結果，図- 1.3.20 に示すように無乾燥の試験体に比べて乾燥開始材齢が早いほど，平
衡含水率の変化（吸湿，放湿）は小さいとしている．この傾向は，図- 1.3.21 に示すように水
セメント比が大きいほど顕著である．このことは，相対湿度に対して水分子に満たされる細孔
半径が定まるといわれている毛管凝縮理論と一致する結果であるとしている．  
 
図- 1.3.20  乾燥開始材齢の違いが含水率に及ぼす影響 25) 
図- 1.3.21 乾燥開始材齢と湿気伝導率との関係 25) 
 
森濱ら 27),28),29)は，電磁波を用いてコンクリート内部の含水率を把握するために以下に示す
実験を行った．供試体は， 300× 1500× 2,000mm であり，コンクリート表面から
50,100,150,200,250,300mm の各位置に鉄筋を埋め込んだ．また，乾燥は上部表面のみとし，
他の面はゴム系樹脂を塗布して水分の逸散がないようにした．また，電磁波測定はコンクリー
ト打設後 1,2,4,8,13 週で行った．一方，コンクリートの含水率測定には，φ15×30cm の供試
体を用い，供試体中心部に表面から 5,25,50,75,100,150,200,250,295mm に湿度センサ取り付
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けた．乾燥は，コンクリート上面のみとした．含水率の測定は，コンクリート打設後 1,2,3,4,8,13
週で行った．実験の結果，図- 1.3.22 に示すようにコンクリートの含水率は，材齢が進行する
ほど，コンクリート表面近くでの乾燥が進行し，含水率は低下するとしている．また，コンク
リート上面から 100mm より深い位置では，含水率変化がほとんど変化していないのがわかる．
その他，脱型時期が早いほど含水率の低下は著しいとしている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.22 コンクリートの含水率分布 29) 
 
図- 1.3.22 に示す含水率と測定位置との関係から，図- 1.3.23 に示すようにある一定深さ hs
以降，含水率はほとんど変化しなくなっていることから，コンクリートは飽和状態になってい
るとし，深さ hs までの任意の深さ h と含水率 W との間には，以下の式（1.6）で回帰できる
としている． 
 
W=Ws－a(hs－h)2                 （1.6） 
ここで，Ws はコンクリートの飽和状態における含水率を示すものとする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.23 コンクリート中の含水率分布の模式 29)  
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 電磁波による塩分量推定に関する既往の研究 
電磁波レーダを利用したセメント硬化体中の塩分量推定について，胡桃澤ら 30)は，電磁波レ
ーダの受信波形を周波数解析することにより塩化ナトリウム含有量の推定は可能であること
を示している．また，FDTD 法（Finite-difference time-domain）を用いて，いくつかの条件
下での電磁波の伝播特性について検討している． 
その結果，硬化セメントペースト及びモルタルを透過する電磁波の特性は，それぞれの誘電
率および導電率に依存することを明らかにしている． 
さらに，電磁波レーダの反射波形を周波数解析することにより，硬化体中の塩化ナトリウム
含有量の違いを測定することは可能であることを示している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.24 FDTD 法による試算結果（周波数 1GHz，導電率 0.04）30) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.25 FDTD 法による試算結果（周波数 1GHz，誘電率 5）30) 
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また，電磁波レーダによるコンクリート中の塩分量推定について，胡桃澤ら 31)はコンクリー
トについても受信波形の周波数解析を行うことにより塩化ナトリウム量の違いを明らかにす
ることが可能であるか，また表面からの塩化ナトリウムの含有深さの影響について検討を行っ
ている．その結果，コンクリートから得られた電磁波レーダの受信波形を周波数解析しその周
波数のスペクトルの総和を計算することにより，そこに含まれる塩化ナトリウム量の違いを明
らかにすることができたとしている．また，コンクリートの総和スペクトルは，硬化セメント
ペースト及びモルタルの受信波形の総和スペクトル量よりも高い値を示すとしている．例えば，
1%の塩化ナトリウム量を含む層が 1cm であっても，その塩化ナトリウム含有量の違いを周波
数解析によって測定することが可能であり，表層部分にのみ塩化ナトリウムが含まれている場
合にも本研究で提案した手法が適用できることと示唆している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.26 周波数解析結果（左図：塩化ナトリウム量 1%，右図：塩化ナトリウム量 3%）31) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 1.3.27 塩化ナトリウム含有深さの違いが総和スペクトルに及ぼす影響 31) 
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1.4 本研究の目的 
 
既往の研究より，電磁波を用いた塩化物イオン量の推定（以下，電磁波測定法）についてそ
の可能性が見いだされている．同技術を実構造物に適用するためには，解決すべき課題がいく
つかある．その中の大きな課題のひとつとして，コンクリートを媒質とした場合，電磁波の減
衰は塩化物イオン以外の影響も受けて変化することから，実構造物での測定において一定の精
度が確保しづらいことがあげられる．また，塩化物イオンのコンクリート中の浸透量と電磁波
減衰量を結び付ける理論方程式を設定できていないことから，コアを採取せず電磁波測定のみ
で塩化物イオン量を推定する際の一定の精度を確保できないという課題もある． 
本研究では，実用化にあたっての目標を以下のとおりに定め，併せて挙げる課題に対して研
究を行うことを目的とした． 
 
 
〔実用化にあたっての目標〕 
①汎用型電磁波レーダで塩化物イオン量の推定ができること 
②変化する屋外環境下での調査においても塩化物イオン量の推定ができること 
③多様なコンクリート構造物においても塩化物イオン量の推定ができること 
④鉄筋付近の塩化物イオン量の推定ができ，鉄筋腐食環境下で有るか否かの判断ができるこ
と 
 
〔実用化に際しての主な課題〕 
○理論の構築 
①塩化物イオン量による電磁波減衰現象の解明 
②電磁波減衰に与える電気的定数の変動要因および同関係式の設定 
③電磁波減衰シミュレーションの構築 
○測定手法の確立 
①電磁波測定法による推定精度の向上 
②電磁波測定法の適用範囲の確認 
③電磁波法の実施手順の確立 
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1.5 本論文の構成 
 
本研究では，電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術の精度向上ならびに実用化を目的とし
て，電磁波減衰理論式の整理，電磁波レーダならびにコンクリート供試体を用いた室内供試体
実験，フィールド調査による実構造物での電磁波測定を実施した．また，実構造物における適
用範囲拡大を目的とし，壁面自走ロボットの開発検討を実施した． 
 
本論文は，１章から１０章で構成され，各章の概要は以下のとおりである． 
 
第１章「序論」では，コンクリート構造物における塩害と電磁波レーダについて整理を行う
とともに，電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術に関する既往の研究事例を整理した．また，
これらに基づき，本研究の目的，意義及び論文の構成を示した． 
 
第２章「電磁波の減衰方程式」では，電磁気学に基づいて電磁波の基本方程式を確認すると
ともに，電磁波の持つ基本特性についてとりまとめた．また，電磁波が媒質中を伝搬するとき
の減衰方程式について整理し，電磁波減衰量を求めるための電気的定数ならびに理論式を明ら
かにした． 
 
第３章「コンクリートにおける電磁波減衰理論」では，既往の研究で確認されている塩化物
イオン量に応じて電磁波が減衰する現象について，そのメカニズムを理論的に整理した．その
結果，コンクリート細孔溶液中の電解質の存在でイオン伝導現象が生じ，電気的定数のひとつ
である導電率の変化が主な原因であると推定した．また，コンクリート中のその他イオンの影
響を確認するため，水溶液を用いた確認実験による検証を行った．その結果，コンクリート中
に多く含まれる水酸化カルシウムの影響は限定的であり，塩化ナトリウムの影響が主体的に作
用することを確認した．さらに，電磁波の入・反射現象について理論方程式を整理し，コンク
リート表面での電磁波透過・反射量について，比誘電率を用いて推定できることを明らかにし
た． 
 
第４章「電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定方法の提案」では，電磁波測定による振
幅値を用いて，コンクリート中の塩化物イオン量を精度よく推定するための Simulation of 
Attenuation Electromagnetic waves (SAE) の基本方程式の提案を行った．また，電磁波測定
の精度向上を指向し，電磁波レーダの連続測定による振幅値の安定性に関する検討を実施した．
また，本手法の適用範囲を確認するため，コンクリート表面の凹凸の影響，表面被覆の影響，
エポキシ樹脂鉄筋の影響について検証実験を行った．上記より，電磁波レーダによる塩化物イ
オン量の推定手法のデータフローを構築し，「かぶりの平均塩化物イオン量」ならびに「鉄筋
位置の塩化物イオン量」を推定するための手順を示した． 
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第５章「SAE におけるコンクリートの電気的定数ならびに各種補正係数の検証実験」では，
SAE 基本方程式における電気的定数となるコンクリートの「導電率σ」と「比透磁率μ୰」およ
び「比誘電率ε୰」の設定に関する検討実験を行った．なお，「比誘電率ε୰」については，コンク
リート供試体における実際のかぶり距離と電磁波反射速度を用いて比誘電率を逆算し，比誘電
率の温度・相対湿度の変動傾向を確認した．また，セメント種の違いによる電磁波減衰量の差
異を確認するため，普通ポルトランドセメント，高炉スラグ微粉末，フライアッシュを混和し
たコンクリート供試体で実験を行った．その結果，フライアッシュコンクリートで他のコンク
リートと比較して電磁波減衰量の明確な差異が確認された．次に，SAE 基本方程式において，
補正が必要となる「かぶり深さの違いによる電磁波散乱程度」「温度変化の影響による導電率
変化」「相対湿度変化の影響による導電率変化」の検証実験を行った．その結果，かぶりの深
さによる電磁波散乱程度ならびにコンクリートの温度ならびに相対湿度変化の影響を考慮す
ることによって，SAE で鉄筋反射波の振幅値をシミュレーションすることが可能となり，塩化
物イオン量を推定できることを明らかにした． 
 
第６章「実構造物調査におけるコンクリート深さ方向の与条件設定方法に関する検討」では，
「温度」「相対湿度」については温度解析および湿気移動解析で，「塩化物イオン量の分布」に
ついては実構造物から採取した 132 箇所の塩化物イオン量滴定分析結果を元にして，検討を行
った．その結果，深さ方向のコンクリート内部の温度，相対湿度を変化させた SAE シミュレ
ーションの必要性が確認されるとともに，平均塩化物イオン量を深さ方向に分配するための経
年，部材，平均 Cl－量による塩化物イオン量分配則 Distribution of Chloride ions (DoC)の提案
を行った． 
 
第７章「細孔空隙が電磁波減衰に及ぼす影響評価」では，実構造物より採取したコアにおい
て炭酸化ならびに塩分濃縮現象が確認されたことから，細孔空隙の変化が電磁波減衰に及ぼす
影響を確認することを目的として，水銀圧入式ポロシメーターによる分析を行った．同分析結
果より，炭酸化が確認された範囲において，103≦D<104 nm の細孔容積が減少することが確
認された．同結果を受けて，炭酸化が進行していると判定される構造物において，表層コンク
リートの導電率を変化させて SAE によるシミュレーションを実施することとした． 
 
第８章「実構造物における実証試験」では，2011 年から 2014 年にかけて実施してきた海洋
コンクリート構造物の調査について，取得したデータについて整理を行うとともに，電磁波を
用いた塩化物イオン量の推定結果と従来手法である現地コア採取の分析結果を比較して，精度
検証を行った．その結果，SAE と DoC を用いることによって，多様な環境下ならびに部材に
おいても，非破壊で塩化物イオン量を推定できることが確認された．また，調査にかかる時間
と費用についても，従来手法と比較することにより，同手法の有効性を確認した． 
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第９章「適用範囲拡大のための壁面自走ロボットの開発検討」では，電磁波測定手法の調査
範囲を拡大することを目的として，真空吸着パッドを活用した壁面自走ロボット(ALPinist)の
開発検討を実施した．真空吸着パッドについては，元来建築面のタイルでの吸着を対象として
いたものを，コンクリート表層が粗となっている溶脱したコンクリートに対して吸着できるよ
うに改良した．また，ALPinist は電磁波レーダの他に，カメラと小型打音装置を搭載し，目
視調査と打音診断の実施も可能としており，インフラの維持管理に必要なデータを定量的に取
得できるものとした． 
 
第１０章「結論」では，本研究の結論を示すとともに今後の課題を示した． 
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 電磁波の減衰方程式 
 
2.1 概要 
 
コンクリート構造物の非破壊検査は，原理が物理的なものと化学的なものに大別されるが，
中性化などの一部の検査法を除き，物理的な原理をもとに非破壊検査法が多く見受けられる 1)．
一般的には，超音波法，衝撃弾性波法，アコースティックエミッション法など，波の性質を利
用したものが多い．本研究で取り扱う電磁波も基本的には波の特性を有しており，電磁気学に
おいて学問として確立されている．しかし，我々土木技術者において電磁気学は馴染みの少な
い学術分野であり，理論について明確に認識している者は少ないといえる． 
本章では，コンクリート中の塩化物イオン量を推定する理論方程式を構築する第一歩とし，
電磁波に対する基本知識を整理し，マクスウェルの波動方程式(Maxwell’s equation)から導か
れる媒質中の電磁波減衰理論方程式を導くことを主目的とする．また，電磁波が損失媒質中を
進む場合，支配的要因となる媒質の電気的定数とその理論方程式を明らかにする． 
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2.2 電磁波とは 
 
2.2.1 電磁波の分類 
電磁波(electromagnetic wave)とは，電気と磁気の両方の性質を持ち，電界 E と磁界 H が互
いに直交して進む横波の総称である． 
空気中を伝搬する電磁波の速度ܿ は，光と同じ秒速 30 万 km であるから，周波数 f〔Hz〕
に対する波長λ0〔m〕は式(2.1)で示される． 
 
ߣ଴ ൌ ௖௙      (2.1) 
ܿ ൌ 3 ൈ 10଼ሾm/sሿ 
 
一般的に電磁波は，周波数と波長によって分類されることが多く，電波(radio wave)と光波
(optical wave)，Ｘ線(X rays)，ガンマ線(gamma rays)などに分けられる． 
表- 2.2.1 に，電磁波の分類表を示す． 
3,000GHz 以下の電磁波については，電波と呼ばれている．この電波は，周波数に応じてさ
らに表- 2.2.2 の様に分類されている． 
 
表- 2.2.1 電磁波の分類表 
呼称 周波数 波長 
電波 3,000GHz 以下 0.1mm 以上 
赤外線 3THz ~ 380THz 0.78μm ~ 0.1mm 
可視光線 380THz ~ 790THz 0.38μm ~ 0.78μm 
紫外線 790THz ~ 100PHz 3nm ~ 0.38μm 
X 線 100PHz ~ 104PHz 30pm ~ 3nm 
ガンマ線 104PHz 以上 30pm 以下 
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表- 2.2.2 電波の周波数帯による分類と主な利用形態 
周波数 呼称 主な利用形態 
3~30kHz 超長波: VLF (Very-low Frequency) ｵﾒｶﾞ航行 
30~300kHz 長波: LF (Low Frequency) 標準電波/航行用ﾋﾞｰｺﾝ 
300kHz~3MHz 中波: MF (Medium Frequency) 中波ﾗｼﾞｵ放送/船舶通信 
3~30MHz 短波: HF (High Frequency) 
短波放送/船舶･航空機通信/ｱﾏﾁｭｱ無
線 
30~300MHz 超短波: VHF (Very-high Frequency) 
FM 放送･地上波ｱﾅﾛｸﾞ TV 放送/防災･
消防･行政無線 
300 MHz~3GHz 極超短波: UHF (Very-high Frequency) 
携帯電話･地上波ﾃﾞｼﾞﾀﾙ TV 放送
/GPS/無線 LAN 
3~30GHz ﾏｲｸﾛ波: SHF (Super-high Frequency) 
衛星放送･通信/電波天文/気象･船舶
用ﾚｰﾀﾞ/無線 LAN/ ETC 
30~300GHz ﾐﾘ波: EHF (Extremely-high Frequency) 車載ﾚｰﾀﾞ/電波天文 
300GHz~3THz ｻﾌﾞﾐﾘ波 電波天文 
 
 
 
2.2.2 電磁波の基本方程式 
電磁波の基本的な特性については，電磁気学 2)におけるマクスウェルの波動方程式(Maxwell’
s equation)で以下のとおり示されている． 
 
diυܦ ൌ ρ      (2.2) 
rot߃ ൌ െడ஻డ௧      (2.3) 
diυܤ ൌ 0      (2.4) 
rotܪ ൌ i ൅ డ஽డ௧      (2.5) 
 
ここに，D : 電束密度(C/m2), E : 電界(V/m), ρ : 電荷密度(C/m3), B : 磁束密度(T), H : 磁
界(A/m), i : 電流密度(A/m2)，である． 
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式(2.2)～(2.5)より，電磁波の特性について述べる． 
① 電荷があれば，そこから電界が発散する･･････式(2.2) 
② 電荷は存在しないから，磁界の発散はない･･････式(2.4) 
③ 回転する磁界をつくるものは，電流と変化する電界である･･････式(2.5) 
④ 回転する電界をつくるものは，磁流がないので，変化する磁界だけである･･････式(2.3) 
 
以上のことから，電磁波は電界 E，磁界 H が時間的に変化して空間あるいは物質の中を伝搬
する波動であり，電場が磁場を発生させ磁場が電場を発生させるという相互関係を持っている
ことが分かる． 
電磁波伝搬のイメージを図- 2.2.1 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 2.2.1 電磁波伝搬のイメージ 
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2.3 媒質中における電磁波の伝搬 
 
2.3.1 媒質の電波的分類と電気的定数 
電磁波は，完全導体（電気抵抗ゼロの媒質）および完全反磁性体（外部の磁場を打ち消し，
内部に磁束が侵入しない媒質）以外であれば媒質中を伝搬する．電磁波が伝搬する媒質を，電
波的に分類すると以下の 3 種類に分けられる． 
① 抵抗体 
② 誘電体 
③ 磁性体 
また，電波が媒質内部で減衰を受けるか否かによって，以下の 2 種類に分けられる． 
① 無損失媒質 
② 損失媒質 
上記で分類された媒質の電波伝搬に関する電気的定数は，表- 2.3.1 に示すとおり実数あるい
は複素数となる． 
表- 2.3.1 媒質の電気的定数 
定数 真空(空気) 誘電体 磁性体 
無損失 損失 無損失 損失 
誘電率[F/m] ߝ଴ ߝ ߝሶ ߝ ߝሶ 
比誘電率 ߝ௥ ൌ 1 ߝ௥ ൐ 1 ߝሶ௥ ൌ ߝ௥ᇱ െ ݆ߝ௥′′ ߝ௥ ൐ 1 ߝሶ௥ ൌ ߝ௥ᇱ െ ݆ߝ௥′′ 
透磁率[H/m] ߤ଴ ߤ଴ ߤ଴ ߤ ߤሶ  
比透磁率 ߤ௥ ൌ 1 ߤ௥ ൌ 1 ߤ௥ ൌ 1 ߤሶ௥ ൌ ߤ௥ᇱ െ ݆ߤ௥′′ ߤሶ௥ ൌ ߤ௥ᇱ െ ݆ߤ௥′′ 
位相速度[m/s] ܿ ൌ 1ඥߝ଴ߤ଴
 ܸ ൌ ܿ√ߝ௥ 
ܸ ൌ ܿඥߝ௥′
 ܸ ൌ ܿ√ߝ௥ߤ௥ 
ܸ ൌ ܿඥߝ௥′ߤ௥′
 
波長[m] ߣ଴ ൌ ݂ܿ ߣ ൌ
ߣ଴
√ߝ௥ 
ߣ ൌ ߣ଴ඥߝ௥′
 ߣ ൌ ߣ଴√ߝ௥ߤ௥ 
ߣ ൌ ߣ଴ඥߝ௥′ߤ௥′
 
電波特性イン
ピーダンス
[Ω] 
ܼ଴ ൌ ඨߤ଴ߝ଴
ൌ 120π 
ܼ௖ ൌ ܼ଴√ߝ௥ 
ሶܼ௖ ൌ ܼ଴ඥߝሶ௥
 ܼ௖ ൌ ܼ଴ඨߤ௥ߝ௥  ሶܼୡ ൌ ܼ଴ඨ
ߤሶ௥
ߝሶ௥  
減衰定数
[N/m] ߙ ൌ 0 ߙ ൌ 0 ߙ ൌ ܴ௘ሾγሶ ሿ ߙ ൌ 0 ߙ ൌ ܴ௘ሾγሶ ሿ 
位相定数
[N/m] 
ߚ଴
ൌ ߱ඥߝ଴ߤ଴ ߚ ൌ ߱ඥߝ௥ ߚ ൌ ܫ௠ሾγሶ ሿ ߚ ൌ β଴ඥߝ௥ߤ୰ ߚ ൌ ܫ௠ሾγሶ ሿ 
伝搬定数 ߛሶ ൌ ݆ߚ଴ ߛሶ ൌ ݆ߚ ߛሶ ൌ ݆ߚ଴ඥߝ௥ሶൌ ߙ ൅ ݆ߚ ߛሶ ൌ ݆ߚ 
ߛሶ ൌ ݆ߚ଴ඥߝ௥ሶ ߤሶ௥
ൌ ߙ ൅ ݆ߚ 
真空の誘電率：ߝ଴ ൌ 8.85 ൈ 10ିଵଶሾF/mሿ      光速：c ൌ ଵඥఌబఓబ ൌ 2.998 ൈ 10
଼ሾm/sሿ 
真空の透磁率：ߤ଴ ൌ 4π ൈ 10ି଻ሾH/mሿ       角周波数：߱ ൌ 2π݂ሾl/sሿ 
j：虚数単位 ሺj ൌ √െ1ሻ            （記号の上にドットがついているのは複素数
を意味する) 
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媒質に損失がない場合には，電波は減衰を受けずに真空あるいは空気中と同じように伝搬す
る．ただし，伝搬速度 v，波長λなどが真空中とは異なる． 
媒質の電気的材料定数として，誘電率ߝ と透磁率ߤ がある．通常これらの値は次式のように
真空の値に対する比誘電率ߝఊ ，比透磁率ߤఊ が使われる． 
ߝఊ ൌ ఌఌబ     (2.6) 
ߤఊ ൌ ఓఓబ     (2.7) 
 
誘電体は，磁界が加わったときに内部で磁気分極現象が起こる物質であるが，電気的材料定
数からみると，透磁率は次式で示される． 
 
ߤ ൌ ߤ଴   ߤఊ ൌ 1（誘電体）    (2.8) 
 
また，磁性材料は磁界が加わったときに内部で磁気分極現象が起こる物質であるが，ߝఊ =1
であるものはない． 
無損失伝搬中を電磁波が進むと光速ܿ	 より伝搬速度ݒ が遅くなる．この程度は，比誘電率ߝఊ 
が大きいほど，比透磁率ߤఊ	 が大きい程遅くなる． 
これを式で示すと次のようになる． 
ݒ ൌ ௖ඥఌം（誘電体）     (2.9)	
ݒ ൌ ௖ඥఌംఓം（磁性体を含む一般的媒質）   (2.10) 
 
また，これに伴って電波の波長ߣ も小さくなり，真空中の波長ߣ଴	を用いると式(2.11),(2.12)
のようになる． 
ߣ ൌ ఒబඥఌം 	（誘電体）	 	 	 	 	 (2.11) 
ߣ ൌ ఒబඥఌംఓം 	（磁性体を含む一般的媒質）   (2.12)  
 
なお，媒質中の電波特性インピーダンスも式(2.13)のように変わる． 
 
ܼ௖ ൌ ටఓఌ ൌ ܼ଴ට
ఓം
ఌം	 	 	 	 	 (2.13) 
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2.3.2 損失媒質における電磁波の伝搬 
電磁波は，真空あるいは空気中であれば無損失伝搬するが，媒質が電磁波を減衰する特性を
有している場合は，損失しながら伝搬する． 
一般に，材料の電気的性質を示す定数として，誘電率εと透磁率μがあげられる．これらの
値は，実数として扱われる場合が多いが，それは損失がない物質の場合であって，コンクリー
トの様に誘電体に分類される材料では，誘電率，透磁率とも複素数となり，複素誘電率 ε．r，複
素透磁率 μ．rとなる．また，真空中の誘電率 ε0，あるいは透磁率 μ0との比も複素数となり，複
素比誘電率 ε．r，複素比透磁率 μ
．
rと呼ばれ，次式で示される． 
 
ߝሶ௥ ൌ ߝ௥ᇱ െ ݆ߝ௥′′    (2.14)	
ߤሶ௥ ൌ ߤ௥ᇱ െ ݆ߤ′′    (2.15)	
 
ここで，実数部（Real Part）のߝ௥ᇱは比誘電率に該当する項であり，虚数部（Imagimary Part）
のߝ௥′′は誘電損失に起因する項である．すなわち，損失媒質を電磁波が伝搬すると，これら虚
数部の項によって電磁波は減衰を受けることになる．この電磁波減衰を受けることは，電波エ
ネルギーが熱エネルギーに変換される 3)ことを意味する． 
表- 2.3.2 に，3 種類の電波吸収材料に対する複素比誘電率の虚数項と複素比透磁率について
の区分を示す． 
ここで，磁性電波吸収材料とは加えられた磁界によって電波吸収が起こるものであり，複素
比透磁率の虚数部ߤ′′が零でないものが磁性電波吸収材料である．この際，複素比誘電率の虚数
部ߝ′′が零であっても，零でなくてもかまわない．すなわち，磁性損失とともに，導電損失ある
いは誘電損失をもつ材料も存在する． 
一方，導電性電波吸収材料と誘電性電波吸収材料はいずれも， ߤ௥ᇱ ൌ 1， ߤᇱᇱ ൌ 0 である．電
気的材料定数には，直流回路を扱う際によく使われる抵抗率 ρ〔Ω･m〕がある．この抵抗率 ρ
は，導電電流の流れにくさを示す定数で，直流回路におけるオームの法則の定数である．そこ
で，高い周波数においても，導電電流だけが流れると仮定すると，複素比誘電率の虚数部ߝ′′は
抵抗率 ρあるいは導電率 σを用いて，式(2.16)のように表される． 
 
表- 2.3.2 材料定数からみた電波吸収材料の区別 
材料 ߝ௥′′の条件 ߤ௥ᇱ，ߤ௥′′の条件 
導電性電波吸収材料 ߝ௥ᇱᇱ＝ 1ωε଴ρ ߤ௥ᇱ＝1， 
ߤ௥ᇱᇱ ൌ 0 
誘電性電波吸収材料 ߝ௥ᇱᇱ ് 1߱ߝ଴ߩ 
磁性電波吸収材料 ߝ௥
ᇱᇱ＝0， 
またはߝ௥ᇱᇱ ് 0 
ߤ௥ᇱ ് 1， 
ߤ௥ᇱᇱ ് 0 
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ߝ௥ᇱᇱ ൌ ଵఠఌబఘ ൌ
ఙ
ఠఌబ    (2.16)	
 
適用する周波数が変化し，角周波数߱ሺൌ 2ߨ݂)が変わったとしても，式(2.16)の関係を近似的
に満足する材料を導電性電波吸収材料という． 
これに対し，誘電体に損失体などが混合されたコンクリートのような材料は，式(2.16)を満
足しない．その理由を電気回路モデルで示すと，混合媒質では図- 2.3.1の(a)に示すように抵抗
体が誘電体中に分散した形となるためである． 
そのため，その等価回路は複雑となり，図- 2.3.1の(b)に示すようになると考えられる．それ
により，直流では電流がほとんど流れないため抵抗率ρは非常に大きいが，高い周波数になる
とコンデンサの静電容量に電流が流れるので，抵抗にも電流が流れ，電波損失が大きく現れる
こととなる．したがって，直流の抵抗率を使って求めた式(2.16)で示す関係は，このような媒
質では満足しない結果となる． 
図- 2.3.2に，普通コンクリートにおけるSHF(Super-high Frequency)帯に該当する9.4GHz
で測定された複素比誘電率を示す4)．なお，同試験は，複素誘電率の観測精度向上のため，粗
骨材を抜いたモルタルで試験が行われている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 2.3.1 混合媒質と等価回路 
 
  
誘電体 
抵抗体 
(a) (b)
抵抗(Resistor) 
コンデンサ(Capacitor) 
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図- 2.3.2 打設後 1～3 週間の複素比誘電率の変化 4) 
 
図中の複素比誘電率の推移は，28日間の水中養生後，1～3週間の間に測定されたものであり，
モルタル内部に含まれている水分の減少に伴う誘電率の減少を示したものである． 
以上のことから，損失媒質内における電磁波の減衰は，複素比誘電率を用いて説明すること
ができる．ただし，コンクリートのような誘電性電波吸収材料では，用いる電磁波の周波数帯
やコンクリート中の水分の影響を受けてその値は変化することとなる． 
 
2.3.3 電磁波の減衰方程式 
電磁波が単一角周波数ωで正弦振動をしている場合，1 次元波動方程式として仮定すると，
ベクトル波動方程式を用いて式(2.17)と式(2.18)が導かれる．なお，ここでは時間因子として交
流理論と同じ複素記号法を用いている． 
 
ߘଶܧ ൅ ݇ଶܧ ൌ 0    (2.17) 
ߘଶܪ ൅ ݇ଶܪ ൌ 0    (2.18) 
 (݇ଶ ൌ ߱ଶߝߤ െ ݆߱ߤߪ) 
 
ここで，݇ は伝搬定数と呼ばれており，σは導電率(S/m)を示す．一般に伝搬定数݇ が複素
数である場合には，実数部と虚数部に分けて，次式で表される． 
 
݇ ൌ ඥ߱ଶߝߤ െ ݆߱ߤߪ ൌ ߚ െ ݆ߙ		ሺߙ ൐ 0, ߚ ൐ 0ሻ   (2.19) 
 
また式(2.19)における αと βは，次のようになる． 
 
 
 
 
ε′ 
ε′′ 
1 
2 
0 4 5 6 7 9 8 
乾燥 
εሶ௥ ൌ ε௥′െjε௥′′ 
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ߙ ൌ ߱ටఌఓଶ ቊට1 ൅
ఙమ
ఠమఌమ െ 1ቋ
ଵ ଶ⁄
    (2.20) 
ߚ ൌ ߱ටఌఓଶ ቊට1 ൅
ఙమ
ఠమఌమ ൅ 1ቋ
ଵ ଶ⁄
    (2.21) 
 
 
こで，x 方向に偏波をもつ平面波が，z 方向に伝搬しているとき，ߙ とߚ の項で表すと． 
 
ܧ ൌ ݔොܧ଴ ݁ݔ݌ሺെ݆݇ݖሻ ൌ ܧ଴ ݁ݔ݌ሺെߙݖ െ ݆ߚݖሻ   (2.22) 
 
式(2.19)で示される伝搬定数݇ の虚数部ߚ は位相定数であるが，実数部ߙ は減衰定数と呼ば
れ，電磁波が伝搬するにつれて次第に減衰していくことを示す項となる．すなわち，電界の大
きさ|E|は，式(2.23)の減衰方程式で示され，z 方向に電磁波が進むにつれて，指数関数的に
減少することとなる．したがって，この減衰定数ߙ が大きいほど，短い伝搬距離で波は減衰し
てしまうことになる． 
 
|ܧ| ൌ |ܧ଴| ݁ݔ݌ሺെߙݖሻ    (2.23) 
 
なお，電磁波は，周波数によって媒質の電気的性質が変化する特性を有している．導電電流
と変位電流の比で示される ߪ ߱ߝ⁄  の大きさによって，減衰定数および位相定数は式(2.24)に
よる誘電性媒質(lowloss)と，式(2.25)による良導電性媒質(good conductor)に分けられる． 
 
 
ߪ ߱ߝ⁄ ≪ 1 (lowloss) 
ߙ ≅ ቀఙଶቁට
ఓ
ఌ ，ߚ ≅ ߱√ߤߝ    (2.24) 
ߪ ߱ߝ⁄ ≫ 1 (good conductor) 
ߙ ≅ ටఠఙఓଶ ，ߚ ≅ ට
ఠఙఓ
ଶ     (2.25) 
 
ここで，表- 2.3.1 に示すとおり，電磁波が損失媒質の場合は比誘電率ならびに比透磁率は，
それぞれ複素誘電率ならびに複素透磁率が適用される． 
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2.4 まとめ 
 
本章では，電磁波の理論方程式ならびに減衰理論について，電磁気学の観点で整理を行った． 
(1) 電磁波は，空気中は無損失で伝搬する． 
(2) 電磁波が伝搬する媒質を電波的に分類すると，①抵抗体，②誘電体，③磁性体の 3 種
類に分けられる． 
(3) コンクリートは誘電体に分類され，電気的定数である誘電率，透磁率は複素数となり，
複素誘電率 ε．r，複素透磁率 μ
．
r で表される．また，これら数値は，電磁波の周波数によっ
て変化する． 
(4) 9.4GHz で測定されたモルタルの複素比誘電率実験結果によると，モルタル中の水分
の逸散に伴い複素誘電率は小さくなる． 
(5) 電磁波の減衰方程式は指数関数で表され，減衰定数ߙ が大きいほど短い伝搬距離で電
磁波は大きく減衰する．なお，減衰定数ߙ は，媒質の電気的定数（ε，μ，σ）や電磁
波の角速度（ω）で決定される． 
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 コンクリートにおける電磁波減衰理論 
 
3.1 概要 
 
既往の研究では，コンクリート中の塩化物イオン量の増加に伴い，電磁波レーダで取得され
る反射強度が小さくなる現象については確認されているが，その他イオンが電磁波減衰に与え
る影響については不明であった．本章では，何故イオンの影響によって電磁波が減衰するのか
について，物理化学の理論を用いて検討を行った．また，イオンの影響については，コンクリ
ート中に含まれる元素とその量を蛍光 X 線分析器によって確認し，同結果より類推される細孔
溶液中に存在する可能性のある水酸化物イオン（OH－）と塩化物イオン（Cl－）について，伝
導度の測定を行い，検討を行った． 
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3.2 陰イオンによる電磁波減衰現象 
 
3.2.1 コンクリートの電磁波減衰特性 
式(2.23)の減衰方程式より，電磁波の減衰は媒質の電気的性質より定まる減衰定数αと媒質
中を進む距離 z によることとなる． 
なお，本研究で取り扱う電磁波の周波数帯は，厚さ 10 cm 程度のコンクリートかぶりへの適
用を考えており，汎用電磁波レーダで用いられている，極超短波 UHF(Ultra-high Frequency)
の周波数帯に該当する 1.0 GHz を最頻周波数帯とした 0.5～2.3 GHz 帯のパルス波を適用する
こととした．コンクリートの比誘電率εを一般的な 4～12 の範囲とし，1.0 GHz の電磁波を用
いて計測を行った場合，ߪ⁄	߱ߝ は 1 より小さな値となる．したがって，鉄筋かぶり領域の塩化
物イオン量を推定するために 1.0 GHz の電磁波を用いて単一角周波数߱を求めると，コンクリ
ートは誘電体(lowloss)となり，減衰定数ߙは式(2.24)が適用される． 
ここで，コンクリートの透磁率は電界が一定であることから変化しないので，コンクリート
を媒質とした場合の電磁波減衰特性は，「導電率ߪ」と「誘電率ߝ」の変化によって定まること
となる． 
 
3.2.2 塩害環境下における電気的定数の変化要因 
コンクリート構造物は，建設される場所によって環境が異なる．また，その環境も一定では
なく，時間や季節によって異なる気温や降水状況によって，コンクリートの「温度」と「含水
率」は変化する． 
塩害環境下におかれるコンクリート構造物において，飛沫塩分の影響を受ける海洋構造物，
融雪剤の影響をうける道路工作物，海砂を用いた構造物では，塩化物イオン量の含有進行過程
状況がそれぞれ異なることとなる． 
塩分濃度による比誘電率は，真水が 80.16±0.05(20℃)に対し海水の比誘電率が一般的に 81
と言われていることから大きな変化はないと考えられる．一方，両者の導電率は大きく異なり，
例えば，超純水で 5×10-6 S/m，水道水で 1×10-2 S/m，海水で 5 S/m 程度の値が一般的に示さ
れている． 
 
  
第３章 コンクリートにおける電磁波減衰理論 
- 49 - 
3.3 コンクリート中のその他陰イオンによる影響 
 
3.3.1 陰イオンが導電率に及ぼす影響 
表- 3.3.1 に，pauling の電気陰性度を示す．電気陰性度とは，陰イオン状態の安定度から求
められた量であり，その値が大きい原子は電子を引きつけやすく，値が小さい原子は電子を放
出しやすい性質を持ち，その値は 0 から 4 の範囲といわれている． 
表- 3.3.1 より，周期表の右の元素は左の元素より大きく，上の元素は下の元素よりも大きい．
すなわち，周期表の右上に行くほど電気陰性度は大きくなる傾向にあり，周期表におけるハロ
ゲン（17 族）に属す塩素(Cl)は，-1 価のイオンになりやすい元素であるといえる．次に，海水
に含まれている主要なイオン成分の一覧とその溶質(％)を，表- 3.3.2 に示す． 
 
表- 3.3.1 pauling の電気陰性度 1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表- 3.3.2 海水中に含まれる主要イオン割合 2) 
成分 割合(％) 
Cl- 55.05 
Na+ 30.61 
SO42- 7.68 
Mg2+ 3.69 
Ca2+ 1.16 
K+ 1.10 
HCO3- 0.41 
Br- 0.19 
H3BO3 0.07 
Sr2+ 0.03 
  
H Li Be B C N O F
2.1 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0
Na Mg Al Si P S Cl
0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.5 3.0
K Ca Sr Ti V Cr Mn Fe Co Ni Cu Zn Ga Ge As Se Br
0.8 1.0 1.3 1.5 1.6 1.6 1.5 1.8 1.8 1.8 1.9 1.6 1.6 1.8 2.0 2.4 2.8
Rb Sr Y Zr Nb Mo Tc Ru Rh Pd Ag Cd In Sn Sb Te I
0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 1.9 2.2 2.2 2.2 1.9 1.7 1.7 1.8 1.9 2.1 2.5
Cs Ba La－Lu Hf Ta W Re Os Ir Pt Au Hg Tl Pb Bi Po At
0.7 0.9 1.1－1.2 1.3 1.5 1.7 1.9 2.2 2.2 2.2 2.4 1.9 1.8 1.8 1.9 2.0 2.2
Er Ra Ac Th Pa U Np－No
0.7 0.9 1.1 1.3 1.5 1.7 1.3
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表- 3.3.2 より，海水の主要なイオンとして，塩化物イオン(Cl-)およびナトリウムイオン(Na+)
が挙げられ，その 2 つのイオンで全量の約 85％を占めている． 
海水の導電率が超純水や水道水と比較して高い原因は，陰イオンによるイオン伝導現象が生
じたことによるものである．NaCl などの電解質の物質を溶かした水溶液は，水によって電離
した陰イオンが水中を移動し，電気伝導性を持つ（図- 3.3.1 参照）．ここで，海水における陰
イオンとは，その割合から主に Cl-がその役割を担っていることが容易に推測される．すなわ
ち，「導電率σ」は，水溶液中の陰イオンの増加に伴って，その値は大きくなるといえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 3.3.1 イオン伝導 
 
3.3.2 コンクリート細孔溶液中の陰イオン 
コンクリート中の細孔溶液は，塩化物イオン以外の陰イオンの存在も考えられる． 
式(3.1)～式(3.4)は，セメントの代表的な水和反応を示すものであり，それにより様々な化学
物質が生成される． 
 
2ሺܥܱܽሻଷܱܵ݅ଶ ൅ 6ܪଶܱ → ሺܥܱܽሻଷሺܱܵ݅ଶሻଶሺܪଶܱሻଷ ൅ 3ܥܽሺܱܪሻଶ (3.1) 
 
2ሺܥܱܽሻଶܱܵ݅ଶ ൅ 4ܪଶܱ → ሺܥܱܽሻଷሺܱܵ݅ଶሻଶሺܪଶܱሻଷ ൅ ܥܽሺܱܪሻଶ ሺ3.2) 
 
ܥܽሺܱܪሻଶ ൅ ܥܱଶ → ܥܽܥܱଷ ൅ ܪଶܱ    ሺ3.3ሻ	
	
ሺܥܱܽሻଷሺܱܵ݅ଶሻଶሺܪଶܱሻଷ ൅ 3ܥܱଶ → 3ܥܽܥܱଷ ൅ 2ܱܵ݅ଶ ൅ 3ܪଶܱ	 ሺ3.4ሻ	
 
  
H2O H2O
H2O
H2O
H2O H2O
e‐
イオン
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図- 3.3.2 蛍光 X 線分析器による硬化コンクリート(材齢 6 ヶ月)表面の元素分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 3.3.3 イオン結合物質の溶解過程模式図 
 
図- 3.3.2 に，蛍光 X 線分析器（マグネシウム(Mg，Z=12)以上の元素が検出対象）を用いて
計測した材齢 6 ヶ月の普通コンクリート（W/C=50％）の元素割合を示す． 
図- 3.3.2 より，カルシウム(Ca)は他の元素に比べて割合が非常に高く，計測表面積の約 50%
を占める結果となった．酸素(O)と水素(H)については計測対象外であったが，普通ポルトラン
ドセメントの化学成分のうち最も大きな割合(約 64％)3)を占めるのが酸化カルシウム(CaO)で
あること，また水和反応によってセメント量の約 1/3 の量の水酸化カルシウム(Ca(OH)2)が生
成されることを併せて考えると，コンクリート中の水酸化カルシウム(Ca(OH)2)含有量が多く
なる． 
水酸化カルシウム(Ca(OH)2)は強塩基に分類され，電離度（＝電離した電解質の物質量／溶
解した電解質の物質量）は高く，カルシウムイオン(Ca+)と水酸化物イオン(OH－)に電離しやす
い特性を有する．なお，塩化ナトリウム(NaCl)も同様に強塩基に分類され，ナトリウムイオン
(Na+)と塩化物イオン(Cl－)に電離されやすい． 
一方，結晶が水に溶けるためには，溶解という現象が必要となる．図- 3.3.3 に，塩化ナトリ
ウムの溶解過程を示す．結晶は，イオンがイオン結合にて格子状に整列した安定的な状態であ
る．そのため，結晶を崩すためには外部から格子エネルギーを供給する必要がある．一方，自
由イオンが水和される過程では，新たな分子間力が生成する安定化の過程であり，発熱反応に
より水和エネルギーが発生する． 
K, 7973
Ca, 503246
Fe, 7633
1
10
100
1,000
10,000
100,000
1,000,000
P S Cl K Ca Ti Cr Mn Fe Co Ni Cu Zn As Se Rb Sr Zr Mo Ag Cd Sn Sb Ba Hg Pb
pp
m
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Cl    Na      Cl
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溶媒 100g に溶ける溶質の最大質量（g 数）を溶解度 1)といい，その値は溶質によって異なり，
温度依存性も溶質によってその特性は異なる(図- 3.3.4 参照)． 
液温 25℃においては，塩化ナトリウム（NaCl）の溶解度は約 35.8g であるのに対し，水酸
化カルシウム（Ca(OH)2）の溶解度は約 0.16g1)と約 1/230 の値となっている．すなわち，コン
クリート中の水酸化カルシウム(Ca(OH)2)の量が多くても，細孔溶液中においては直ぐに飽和
状態となり，電離する水酸化物イオン(OH－)量は少なく，かつその値もほぼ一定量となる． 
一方，塩化ナトリウム（NaCl）については，溶解度ならびに電離度は共に大きいことから，
細孔溶液中の塩化物イオン(Cl－)量は，塩化ナトリウム（NaCl）量に比例して増加する傾向に
ある． 
以上のことから，細孔溶液中の陰イオンの増減は，セメントの水和反応に伴う水酸化カルシ
ウム(Ca(OH)2)の影響は小さく，主に飛来塩分量などによる塩化ナトリウム(NaCl)が細孔溶液
中に浸入し，電離した塩化物イオン(Cl－)量によって変動するものと思われる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 3.3.4 コンクリート中の主な物質の溶解度 
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3.4 水酸化カルシウムと塩化ナトリウムを使った検証実験 
 
3.4.1 水溶液濃度と導電率の検証実験 
塩化ナトリウム(NaCl) 水溶液と水酸化カルシウム(Ca(OH)2) 水溶液の濃度の違いによる，
電磁波減衰に影響を与える「導電率ߪ」の変化量を確認するために，導電率確認実験を行った．
実験要因と水準の一覧を表- 3.4.1 に示す．なお，当初実験では両水溶液とも 0.1％単位での実
験水準としていたが，水酸化カルシウム(Ca(OH)2) 水溶液の導電率が，濃度 0.0~0.3％の区間
において急変したため，同区間の詳細なデータの推移を確認するために水準を追加した． 
1.0％の水酸化カルシウム(Ca(OH)2) 水溶液の導電率の値を 1 とする導電率比で整理した実
験結果を図- 3.4.1 に示す．塩化ナトリウム(NaCl) 水溶液は，濃度の上昇に伴い導電率が比例
して上昇することが確認され，濃度 1％では導電率比は 2.2 となった．一方，水酸化カルシウ
ム(Ca(OH)2) 水溶液は，濃度の上昇に伴い導電率比が非線形に変化し，0.6％で導電率比は 0.99
となり，それ以降はほぼ一定値を示した． 
図- 3.3.2 で示すように，コンクリート中の水酸化カルシウム(Ca(OH)2) の生成量は多く，全
体に占める割合は数十パーセントに達する値となる．したがって，細孔溶液中に溶解したとし
てもすでに飽和状態であり，その導電率は一定値となっており，電磁波減衰に与える影響は少
ないと考えられる． 
以上のことから，細孔溶液中の陰イオンの増減は，セメントの水和反応に伴う水酸化カルシ
ウム(Ca(OH)2) の影響は小さく，主に飛来塩分量などによる塩化ナトリウム(NaCl) が細孔溶
液中に浸入し，電離した塩化物イオン(Cl－) 量によって変動するものと考えられる． 
 
表- 3.4.1 導電率確認実験の要因と水準 
水溶液 濃度(%)水準 備考 
NaCl 
0.0，0.1，0.2，0.3，0.4，0.5，0.6，
0.7，0.8，0.9，1.0 (11 水準) 
水温： 
20.2~20.4℃ 
Ca(OH)2 
0.0，0.05，0.1，0.15，0.2，0.25，0.3，
0.4，0.5，0.6，0.7，0.8，0.9，1.0 (14
水準) 
水温： 
20.2~20.4℃ 
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図- 3.4.1 導電率確認実験の測定結果 
 
  
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
導
電
率
比
濃度 (%)
NaCl
Ca(OH)2
第３章 コンクリートにおける電磁波減衰理論 
- 55 - 
3.4.2 塩化ナトリウム水溶液での電磁波減衰式との整合性確認 
塩化物イオンの混入による電磁波減衰がどのように確認されるか，塩化ナトリウム水溶液を
媒質とした実験を行った．電磁波の測定に電磁波レーダ(1.0GHz)を用い，深さ 5 cm のアクリ
ルボックスに表- 3.4.2 に示す 4 水準の塩化ナトリウム水溶液を満たし，下端の鉄板で全反射さ
れた電磁波レーダの反射波を確認した． 
電磁波レーダによる測定結果をとりまとめたものを図- 3.4.2 に示す． 
図- 3.4.2 から，塩化ナトリウム濃度が高くなるにつれ，振幅値が小さくなる傾向が確認され
た．これは，電磁波の伝搬媒質中に塩化物イオンが多く存在するほど，電磁波減衰量が大きく
なり，それが電磁波レーダの出力比を表す振幅値に変化をもたらせたものと思われる． 
 
表- 3.4.2 塩化ナトリウム水溶液の水準 
要因 水準 
塩化ナトリウム濃度
（％） 
0 0.25 0.5 1.0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 3.4.2 NaCl 濃度と電磁波減衰量の確認実験結果 
 
 
 
  
出力比 
NaCl
水溶液(%) 0 0.25 0.5 1
振幅値 494 182 70 -24
電磁波
減衰量 Ed
0 312 424 518
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図- 3.4.3 減衰方程式によるシミュレーション結果 
 
次に，電磁波減衰量を確認するため，実験で使用する塩化ナトリウム(NaCl)水溶液の導電率
ߪを電気電導度計を用いて計測し，計測値および式(2.24)から減衰定数を求め，式(2.23)の電磁
波減衰方程式を用いてシミュレーションを行った．なお，シミュレーションの条件として電磁
波の周波数を 1.0 GHz とし，z 方向の振幅の減衰状態を再現した．シミュレーション結果より
求めた塩化ナトリウム水溶液の電磁波伝搬距離と初期電界 E の減衰量の関係を図- 3.4.3 に示
す． 
初期電界を 100 V/A と仮定した場合の伝搬距離 10 cm における電磁波減衰程度は，NaCl 濃
度 0%では約 3%の減衰量であるのに対して，NaCl 濃度 0.25%で約 44%，NaCl 濃度 0.5%で約
63%，NaCl 濃度 1.0%で約 85%という結果となった． 
次に，図- 3.4.2 の電磁波レーダでの実験による取得値と図- 3.4.3 のシミュレーション(伝搬
距離 z = 0.1m 地点)による取得値との関係を図- 3.4.4 に示す． 
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図- 3.4.4 より，NaCl 濃度毎の電磁波減衰量(Ed)とシミュレーションによる電磁波減衰量(E)
の相関係数は 0.99 となり，両者の増減関係はほぼ一致する結果となった． 
以上のことから，塩化ナトリウム(NaCl)の増加に伴い，水溶液中の塩化物イオン(Cl－)量も
増加し，陰イオンのイオン伝導現象による導電率σの上昇で電磁波減衰量が大きくなり，電磁
波レーダでその傾向が精度良く確認することができた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 3.4.4 シミュレーションと実験結果の比較(Z=0.1m) 
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3.5 電磁波の入射と反射 
 
3.5.1 塩分量推定における電磁波伝搬経路 
実構造物において，電磁波を用いてコンクリート中の塩分量を推定する場合，フィールドで
の作業効率や汎用性を考えると，ハンディタイプの電磁波レーダを用いることが望ましい．ま
た，前述のとおりコンクリート中の塩分量を推定するための電磁波周波数は，3～20 cm 程度
の鉄筋かぶりを想定し，GHz 帯の周波数帯が適用される． 
上記の条件に該当する市販の電磁波レーダは，コンクリートに密接させて電磁波を放射する
のではなく，出力アンテナより空気中に放射する方式を取っている． 
一方，電磁波の減衰量を確認するために電界強度 E の大きさを観測するためには，レーダの
発信アンテナよりパルス波で放射された電磁波を，同レーダの受信アンテナで電力 P に変換し
た値を取得しなくてはならない．コンクリート構造物の塩害を考えた場合，コンクリート表面
から浸入した塩化物イオン(Cl－)が，細孔溶液中を拡散した後にコンクリート内部の鉄筋に到達
し，鉄筋腐食進展に伴い耐久性の低下を生じる． 
したがって，コンクリート構造物の健全性を確認するための計測範囲は，鉄筋かぶりの領域
で十分であり，電磁波レーダから発信された電磁波を，コンクリート表面から入射され，鉄筋
からの反射波を以て受信アンテナで電力変換する伝搬経路をとることとなる(図- 3.5.1 参照)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 3.5.1 コンクリート中の塩分量推定における電磁波伝搬経路の模式図 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
鉄筋 
空気 
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3.5.2 空気とコンクリート境界面での電磁波の透過 
電磁波は，空気中から他の媒質に入射するとともに，異なる媒質との境界面では反射が起こ
り，一部が透過する．ここでは，空気中からコンクリートに対して垂直に入射する場合，境界
面での反射と透過の算出方法について述べる． 
ここで，図- 3.5.2 に示すように，電磁波がコンクリート面に対して垂直入射した場合を考え
る．図中の媒質Ⅰから媒質Ⅱに入射した場合の電磁波の電界 E および磁界 H は，それぞれ式
(3.5)～式(3.10)で示される． 
 
① 入射波の電界E
．
i，磁界H
．
i（媒質Ⅰ） 
ܧሶ௜ ൌ ܣሶ݁௝௪௧ି௥భሶ ௭    (3.5) 
ܪሶ௜ ൌ ஺ሶ௓ሶ೎భ ݁
௝௪௧ି௥భሶ ௭    (3.6) 
② 反射波の電界E
．
r，磁界H
．
r（媒質Ⅰ） 
ܧሶ௥ ൌ ܤሶ ݁௝௪௧ା௥భሶ ௭    (3.7) 
ܪሶ௥ ൌ ି஻ሶ௓ሶ೎భ ݁
௝௪௧ା௥భሶ ௭    (3.8) 
③ 透過波の電界E
．
t，磁界H
．
t（媒質Ⅱ） 
ܧሶ௧ ൌ ܥሶ݁௝௪௧ି௥మሶ ௭    (3.9) 
ܪሶ௧ ൌ ஼ሶ௓ሶ೎మ ݁
௝௪௧ି௥మሶ ௭     (3.10) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 3.5.2 電磁波の垂直入射 
  
媒質Ⅰ 
伝搬定数 γ．1 
特性ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ Z．c1 
E．i
入射波 
H．i	E．r
反射波 
H．r
媒質Ⅱ 
伝搬定数 γ．2 
特性ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ Z．c2 
E．t
透過波
H．t	
0
z
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次に，境界面（z = 0）における反射係数 S．を求める．反射係数は，入射波に対する反射波の
電界強度の比で表され，式(3.11)のように与えられる． 
 
ሶܵ ൌ ாሶೝாሶ ೔ ൌ
௓ሶ೎మି௓ሶ೎భ
௓ሶ೎మା௓ሶ೎భ    (3.11) 
 
ここで，γ．1，γ．2およびZ．c1，Z．c2は，それぞれ媒質Ⅰ，媒質Ⅱの伝搬定数および電波特性インピ
ーダンスであり，式(3.12),(3.13)で示される．	
 
ߛሶଵ ൌ ߙଵ ൅ ݆ߚଵ ൌ ݆ߚඥߝሶ௥ଵߤሶ௥ଵ  
ሶܼ௖ଵ ൌ ܼ଴ටఓሶ ೝభఌሶ ೝభ     (3.12) 
ߛሶଶ ൌ ߙଶଵ ൅ ݆ߚଶ ൌ ݆ߚඥߝሶ௥ଶߤሶ௥ଶ  
ሶܼ௖ଶ ൌ ܼ଴ටఓሶ ೝమఌሶ ೝమ     (3.13) 
 
次に，z=0における透過係数T．	 は式ሺ3.14ሻのように表される． 
 
ሶܶ ൌ ாሶ೟ாሶ ೔ ൌ
ଶ௓ሶ೎మ
௓ሶ೎మା௓ሶ೎భ    (3.14) 
 
また，反射係数と透過係数の関係は，式(3.15)で表される． 
 
ሶܶ ൌ ሶܵ ൅ 1    (3.15) 
 
以上より，媒質の違いが生じる境界面においては，電波特性インピーダンス Z．c1，Z
．
c2の違い
によって電波は反射される．なお，空気中からコンクリート（比誘電率ߝሶ௥ଶ ，比透磁率ߤሶ௥ଶ ）
に電波が垂直入射する場合は，媒質Ⅰを空気に置き換える（Z_0=377(Ω)）ことによって，反
射係数ならびに透過係数を算出することが可能となる． 
ちなみに比誘電率が 6 となるコンクリートの場合，透過係数 T．は 0.58 となり，1 の入射波
に対して 0.42 の反射波が生じることとなる．また，比誘電率が大きくなるにつれ，透過係数
は減少（比誘電率 12 で透過係数は 0.45）し，表面含水率の大きいコンクリートは，電磁波が
透過しづらくなることになる． 
さらに，鉄筋からの反射波がコンクリート中から空気中に放出される境界面においても媒質
が逆条件となる入射と反射の関係が成立し，最終的には空気中への透過波が電磁波レーダの受
信アンテナに到達することとなる．  
媒質Ⅰ 
媒質Ⅱ 
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3.5.3 鉄筋での反射について 
鉄筋は，主に金属元素で構成されていることから，電磁波が金属中に入射されると，金属中
に振動電界が生じる． 
この電界の影響を受けて，自由電子は加速され集団的な挙動を取ることとなり，電子はマイ
ナスの電荷を持っていることから，電位の高い方に引き寄せられる． 
その結果，電位の高い方にマイナスの電荷が移動し，逆に電位の低い側にプラスの電荷が移
動して鉄筋内部で電気分極現象が生じることとなる．すなわち，鉄筋に電磁波の電界が進入し
ようとすると、逆向きの電気分極現象によって電界を遮蔽して，電磁波は金属中に透過できな
いこととなる． 
以上のことから，金属面からの反射係数は，S
．
 = -1となり，T．	= 0となって透過波は零となり，
電磁波は全反射されることとなる． 
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3.6 まとめ 
 
本章では，コンクリートを媒質とした場合の電磁波減衰現象について整理を行った． 
(1) 誘電体を透過する電磁波は，減衰定数ߙの式(2.24)より，媒質の電気的定数「導電率ߪ」
「誘電率ߝ」「透磁率ߤ」の影響を受けることとなる．ただし，コンクリートの「透磁率ߤ」
は一定値であり，電磁波の減衰に影響はない． 
(2) 「導電率ߪ」「誘電率ߝ」は，温度依存性がある．また，コンクリート内部の含水率の
影響も受けて「導電率ߪ」「誘電率ߝ」は変化するものと考えられる． 
(3) 海水により「導電率ߪ」は変化するが，「誘電率ߝ」は大きく変化しないと考えられる． 
(4) 塩化物イオンの影響を受けて電磁波が減衰する現象は，イオン伝導により「導電率ߪ」
が上昇しているためと考えられる． 
(5) コンクリート中の水酸化カルシウムは溶解度が低いため，細孔溶液中では飽和状態と
なり，導電率の変化への影響は小さいことが推定される．一方，塩化ナトリウムについて
は，溶解度が高く，塩化物イオン量の増加に伴い導電率に大きな影響を与えると考えられ
る． 
(6) 電磁波は，空気中から他の媒質に入射するとともに，異なる媒質との境界面では反射
が起こり，一部が透過する．また，金属に対しては，電磁波が金属中に入射されるときに
発生する振動電界の影響で，全反射現象が生じる． 
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 電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定手法の提案 
 
4.1 概要 
 
本章では，電磁波減衰シミュレーションを用いた塩化物イオン量の推定手法を提案する．本
シミュレーションでは，実用化を目的として汎用型電磁波レーダで測定が可能であることを条
件として，電磁波の入射・反射現象を考慮した．また，既往の研究 1)によるとコンクリートの
温度・湿度の変化によって電気化学的特性値が変化することが報告されている．よって，シミ
ュレーションでは，コンクリートの温度，湿度変化の影響が評価できる式形とした． 
本手法は，汎用電磁波レーダからの振幅値を元に塩化物イオン量を算出する．ここでいう振
幅値とは，電磁波レーダでの鉄筋からの反射強度を示す値であり，単位を持たない値となる．
また，振幅値を取得する際は，深度補正が加えられていない「－２浅」，表面反射波の影響を
除去した「固定表面波処理」の設定とした．電磁波レーダから取得する振幅値の概要を図- 4.1.1
に示す． 
当初，恒温恒湿室内の同一供試体の電磁波測定において，複数回取得した振幅値のばらつき
が大きい結果となった．そこで，繰り返し電磁波測定を行うと共に，経時的なデータの推移に
ついて検証を行い，起動時間から一定時間過ぎるまでにレーダの取得振幅値が安定しないこと
が確認された．また，電磁波法の適用範囲については，実構造物を想定して「かぶり」，「表面
粗度」，「コンクリート表面被覆」，「エポキシ樹脂塗装鉄筋」に対して実験を行い測定限界や取
得振幅値の変動影響について確認を行った． 
上記を踏まえ，本章では電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定手法について，実構造物
を想定した作業フローならびに解析手順の提案を行う． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 4.1.1 電磁波レーダ振幅値  
振幅値 
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4.2 電磁波減衰シミュレーション(SAE)の基本方程式 
 
4.2.1 SAE の基本方程式 
電磁波の減衰理論を適用して，コンクリート中の塩化物イオン量を推定するためのシミュレ
ーション構築を行った．同シミュレーション名を SAE(Simulation of Attenuation 
Electromagnetic waves)とし，その基本方程式を式(4.1)に示す． 
SAE の基本方程式は，マクスウェルの波動方程式から導かれる減衰方程式を基本形とし，誘
電体(lowloss)となるコンクリート構造物を透過媒質としたものである．また基本方程式は，塩
化物イオンの含有量を考慮したコンクリートの導電率を用いて，実構造物での電磁波測定を想
定して電磁波の伝搬経路過程にある空気とコンクリート境界での入反射および鉄筋反射波の
散乱を考慮した合成透過散乱係数を用いている．さらに，電磁波測定時の温度や相対湿度変化
による電磁波減衰特性について補正係数を考慮した式とすることにより，塩化物イオン量の推
定精度向上を図っている． 
SAE による解析は，コンクリート表面より内部方向への一次元とし，解析最小単位は任意に
設定でき，各層に基本パラメータを振り分けることができるようにした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 4.2.1 SAE(Simulation of Attenuation Electromagnetic waves)の基本方程式 
  
 
|ܧݓ| ൌ ߞ ∙ |ܧݓ଴| ∙ exp ቎െሼߦ௧ ∙ ߢ௪ ∙ ߪୡା௔௡௜௢௡ሽ ∙ ඨߤ௥ߤ଴ߝ௥ߝ଴ ∙
ݖ
2቏ 
(4.1) 
ここで， 
|ܧݓ| ：出力振幅値 
|ܧݓ଴| ：入力振幅値 
ߞ ：合成透過散乱係数 
ߦ௧ ：コンクリート温度より求まる導電率補正係数 
ߢ௪ ：コンクリート相対湿度より求まる導電率補正係数 
ߪୡା௔௡௜௢௡ ：塩化物イオン量の影響を考慮したコンクリート導電率(S/m) 
ߤ௥ ：コンクリートの比透磁率( = 1) 
ߤ଴ ：真空の透磁率(H/m：4π×10-7) 
ε௥ ：コンクリート比誘電率 
ε଴ ：真空の誘電率(F/m：8.85×10-12) 
ݖ ：損失媒質中の伝搬距離(m) 
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4.2.2 SAE で用いる電気的定数などの設定方法 
|ܧݓ଴|の電磁波レーダ入力振幅値は，電磁波レーダ機器の固有出力値を温湿度一定条件の基
準供試体で求めて，その値を用いることとした．SAE に用いるコンクリートの「電気的定数」，
「補正係数」および「関係式」は，図- 4.2.2 のフローチャートに示すとおりであり，供試体実
験結果を主たる根拠として設定した． 
なお，個別の電気的定数や補正係数の設定ならびに推定精度の検証については，第５章にて
述べる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 4.2.2 SAE 基本方程式の設定手順  
基準供試体による電磁波レーダ固有|ܧݓ଴|の測定 
かぶりと振幅値の関係による ߞ の設定 
温度変化と振幅値の関係による ߦ௧ の設定
コンクリートの比誘電率ߝ௥ の設定 
コンクリートの導電率 ߪୡ の設定 
相対湿度変化と振幅値の関係による ߢ௪ の設定
塩化物イオン量と振幅値の関係による ߪୡା௔௡௜௢௡ の設定 
※「5.2.1」参照
※「5.2.2」参照
※「5.3.1」参照
※「5.3.2」参照
※「5.3.3」参照
※「5.4.1」参照 
電気的定数 
補正係数 
関係式 
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4.3 経時変化測定による振幅値の安定性に関する検討 
 
4.3.1 目的 
電磁波レーダは，本体下面に発信部と受信部の２つのアンテナを持っている．アンテナの大
きさの微細な変化で周波数特性等が変化することから，電源投入直後と一定時間以降で環境温
度との慣れおよびアンプの初期特性により振幅値が変化するものと考えた． 
供試体測定で電磁波減衰量を把握するにあたって，まずは正確かつ安定的なデータを取得す
る必要があることから，本実験を実施した． 
 
4.3.2 実験概要 
本検討では，測定器の起動後から 30 分経過時までは 1 分毎に，30 分～60 分経過時は 5 分
毎に測定を行い，経時変化に伴う振幅値の変動を検証した．また，振幅値を安定させるために
必要な暖機運転時間を定めた．本試験で使用した供試体の概要を図- 4.3.1 に，実験の要因と水
準を表- 4.3.1 に示す． 
使用材料を表- 4.3.2 に，配合を表- 4.3.3 に示す．なお，鉄筋は D16 を用いた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 4.3.1 供試体概要 
 
表- 4.3.1 要因と水準 
要因 水準 
セメント種類 高炉セメントB種 
かぶり(mm) 50   70   100 
水セメント比(%) 50 
塩化物イオン含有量(kg/m3) 0   2.4 
起動時間(分)：測定頻度(回/分) 1～30分  ：1回/1分 30～60分 ：1回/5分 
  
 
100mm 
50mm 70mm 
20
0m
m
 
800mm
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表- 4.3.2 使用材料 
項目 記号 摘要 
水 W 上水道水 
セメント C 太平洋セメント社製，高炉セメントB種，密度：3.04 g/cm3
細骨材 S 大井川水系陸砂，密度：2.59 g/cm3 
粗骨材 G 青梅産硬質砂岩砕石，Gmax：20 mm，密度：2.66 g/cm3 
AE剤 － ポゾリス物産製「マイクロエア202」 
AE減衰剤 － ポゾリス物産製「No.70」 
 
表- 4.3.3 配合 
スランプ 
（cm） 
空気量 
（％） 
s/a 
（％） 
単位量（kg/m3） AE 剤 
(ml/c) 
AE 減水剤
(ml) W C S G 
12 4.5 43 160 320 769 1045 0.005 250 
 
4.3.3 実験結果 
各供試体における測定器起動後の経過時間に伴う振幅値の推移を図- 4.3.2 および図- 4.3.3
に示す．図- 4.3.2 および図- 4.3.3 より，測定機器を起動させてから測定値は大きく変動し，起
動時間の経過とともに徐々に一定の値に収束する傾向を示した．そこで，測定器起動後 1～10
分，10～20 分，20～30 分，30～60 分の区間に分け，正規分布，標準偏差，変動係数を算出
し，比較することとした． 
塩化物イオン含有量 0 kg/m3供試体における,各かぶりの振幅値の正規分布を図- 4.3.4 に，
時間経過に伴う標準偏差及び変動係数を表- 4.3.4 に示す．塩化物イオン含有量 2.4 kg/m3供試
体における,各かぶりの振幅値の正規分布を図- 4.3.5 に，時間経過に伴う標準偏差及び変動係
数を表- 4.3.5 に示す．両供試体ともに時間経過に伴い，変動係数は小さくなる傾向を示した． 
以上の結果より，変動係数 2.0%以下を測定値誤差の許容範囲と考え，電磁波測定を行う際
には測定機器に 20 分以上の起動時間を設け，測定を開始することとした．これにより，電磁
波測定での取得振幅値の安定性を図り，正確な実験データを取得することが可能となった． 
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図- 4.3.2 測定器起動後 経過時間に伴う振幅値の推移(Cl－ 0kg/m3) 
 
図- 4.3.3 測定器起動後 経過時間に伴う振幅値の推移(Cl－ 2.4kg/m3) 
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図- 4.3.4 正規分布図(Cl－=0kg/m3) 
 
表- 4.3.4 時間経過に伴う振幅値の標準偏差，変動係数の推移(Cl－=0kg/m3) 
かぶり(mm) 経過時間(min) 0→10 10→20 20→30 30→60
平均値 639 658 660 658
標準偏差 5.80 4.45 2.28 2.81
変動係数 0.91% 0.68% 0.35% 0.43%
平均値 378 366 361 361
標準偏差 3.43 2.80 2.00 1.80
変動係数 0.91% 0.76% 0.56% 0.50%
平均値 232 235 231 229
標準偏差 2.80 1.97 1.40 3.58
変動係数 1.20% 0.84% 0.61% 1.56%
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図- 4.3.5 正規分布図(Cl－=2.4kg/m3) 
 
表- 4.3.5 時間経過に伴う振幅値の標準偏差，変動係数の推移(Cl－=2.4kg/m3) 
かぶり(mm) 経過時間(min) 0→10 10→20 20→30 30→60
平均値 605 619 585 598
標準偏差 12.97 7.66 7.04 3.73
変動係数 2.14% 1.24% 1.20% 0.62%
平均値 283 265 280 267
標準偏差 17.34 7.97 2.52 5.34
変動係数 6.14% 3.01% 0.90% 2.00%
平均値 151 150 149 156
標準偏差 9.49 2.86 1.56 1.38
変動係数 6.27% 1.91% 1.05% 0.89%
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4.4 振幅値測定の適用範囲に関する検証実験 
 
本節では，振幅値測定の適用範囲を確認することを目的とし，実構造物での取得データでの
考察もしくは検証実験を行った．検討項目として，「かぶり」，「表面粗度」，「コンクリート表
面被覆」，「エポキシ樹脂塗装鉄筋」を実施した． 
 
4.4.1 適用かぶり 
実構造物調査にて取得した振幅値とかぶりの関係を図- 4.4.1 に示す．図- 4.4.1 より，かぶり
が深くなるほど電磁波の振幅値は減少している．その減少は，電磁波減衰方程式による伝搬距
離の増加にともなう指数関数的減少と相似しているように見受けられる． 
かぶり 40 mm 以浅では，振幅値にばらつきがみられる．これは図- 4.4.2 のように電磁波レ
ーダのアンテナからの電波放射特性により，かぶり 50 mm より浅い範囲での電波の受信強度
が弱く，安定した振幅値を得ることができないことによるものである．また，コンクリート表
面での反射の影響が大きい領域であることから，鉄筋反射波単体の評価が難しいと考えられる． 
一方，かぶり 180 mm 以深では，振幅値が 0 以下の値を示した．これは，かぶりが深くなる
ことで電磁波の伝搬距離が長くなるのにともない，電磁波の減衰量も大きくなり，反射による
電磁界の強度が小さくなったためと考えられる．なお，電磁波レーダの振幅値を取得する画面
においても，かぶり 180 mm 以深ではほとんど確認できない状態となる（図- 4.4.3 参照）． 
上記の結果より，本研究で用いる電磁波レーダでの振幅値測定範囲は，かぶりにして約 50
～180 mm の範囲と設定した．ただし，この範囲は電磁波レーダの機種，同一機種における固
有差により範囲は変わることを留意する必要がある． 
 
 
図- 4.4.1 かぶりと振幅値の関係 
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図- 4.4.2 アンテナからの電波放出特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 4.4.3 かぶりの違いによる振幅値の違い（上段：取得設定，下段：非取得設定） 
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4.4.2 表面粗度の違いによる影響評価 
外壁に施された凸起が，電磁波の反射・散乱および透過に影響を及ぼすという報告がされて
いる 2),3)．本実験では，建設より年月が経ったコンクリート表面で見られる凹凸による電磁波
の散乱現象を確認することを目的として，供試体による比較検討を行った．なお，作成した供
試体表面の凹凸については，キーエンス社製のレーザ変位計(LK-080)を用いて，各面における
中心位置から 30 mm 四方の範囲において x，y，z 軸の座標を取得し，算術平均粗さにより表
面粗度の定量化を行い，かぶり 50 mm の鉄筋に対する電磁波測定時の振幅値を測定した． 
供試体の概要を写真- 4.4.1 に，要因と水準を表- 4.4.1 に示す．また，表面粗度の測定結果を
図- 4.4.4 と図- 4.4.5 に，粗度の凹凸算術平均粗さを表- 4.3.1 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真- 4.4.1 供試体概要 
 
表- 4.4.1 要因と水準 
要因 水準 
供試体寸法(mm) 150×300×100 
セメント種類 普通ポルトランド 
かぶり(mm) 50 
水セメント比(%) 50 
塩化物イオン含有量(kg/m3) 0 
粗度 3ケース 
  
① ② ③
Y 
X 
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図- 4.4.4 各面 30 mm 四方における平均高さ（x 軸方向） 
 
図- 4.4.5 各面 30 mm 四方における平均高さ（y 軸方向） 
 
表- 4.4.2 各粗度面における算術平均粗さ 
粗度分類 軸方向 算術平均粗さ 
無し ①
x 0.082 
y 0.031 
粗い ②
x 0.135 
y 0.245 
非常に粗い ③
x 0.346 
y 0.529 
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図- 4.4.6 に，各粗度ケースにおける振幅値確認結果を示す．図- 4.4.6 より，粗度が粗くなる
につれ，振幅値が小さくなる傾向が確認された．平滑な粗度ケース 1 に対し，粗度ケース 2 で
39，粗度ケース 3 で 55 の振幅値が減少する結果となった．これは，コンクリート表面の凹凸
により，電磁波の散乱現象が大きくなったためと推察される． 
実構造物で確認された調査コンクリート面は，風化などによる表面セメントペースト分の消
失によって，骨材の一部が表面に露出している状況が確認されている．また，その凹凸の程度
を図- 4.4.6 に示した供試体ケースで表すと，ケース 1 とケース 2 の中間程度であった． 
以上より，実構造物調査において表面に骨材が出る程度の凹凸が確認される場合，その程度
に応じて電磁波レーダで取得される振幅値に20もしくは40を加算して評価する必要があると
考えられる． 
 
 
図- 4.4.6 表面粗度の違いによる振幅値の傾向 
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4.4.3 コンクリート表面被覆による影響評価 
エポキシ樹脂塗装を施したコンクリートで電磁波計測を行った場合，非金属とコンクリー
ト境界の反射で電磁波の位相が逆転し，計測される振幅値に誤差を与える可能性が考えられ
る．本試験では，表面被覆を施した鉄筋コンクリート供試体を用いて電磁波計測を行い，コ
ンクリート表面にエポキシ樹脂塗装が電磁波計測値に与える影響を確認した．なお，測定対
象のかぶりは 42 mm とした． 
エポキシ樹脂塗装は日本道路協会の道路橋の塩害対策指針における施工要領に従い，供試
体表面に施している．表- 4.4.3 に塗装剤仕様を示すとともに，表- 4.4.4 に供試体の寸法，材
料，配合条件を示す． 
 
表- 4.4.3 塗装剤仕様 
塗装剤名 標準使用量(g/m3) 目標膜圧(μm) 
KC エポプライマー 100 - 
KC エポパテ 300 - 
KC エポ中塗り 260 60 
KC フロン上塗り 120 30 
 
表- 4.4.4 供試体概要 
要因 水準 
供試体寸法(mm) 150×300×100 
セメント種 N 
水セメント比(%) 50 60 
粗骨材 青梅砕石 
細骨材 鬼怒川産川砂 
AE 減水剤 ポゾリス 78S 
AE 剤 マイクロエア 202 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真- 4.4.2 エポキシ樹脂塗装供試体 
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図- 4.4.7 に各層ごとの電磁波計測値（振幅値）を示す．塗装前の振幅値は 619 であり，上塗
り後は 625 となった．両者の差は 6 であり，1％程度の誤差であったことから，エポキシ塗装
による電磁波減衰の影響はないと考えられる．ただし，塗膜が厚い場合や表面被覆材が母材コ
ンクリートと剥離している場合は，正確な振幅値が取得できない場合があると思われることか
ら，この点については今後さらに検討していく必要がある． 
 
 
図- 4.4.7 表面塗装剤による振幅値の影響 
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4.4.4 エポキシ樹脂塗装鉄筋による影響評価 
海洋工作物では，塩害対策としてエポキシ樹脂塗装鉄筋を用いる場合が多い．エポキシ樹脂
塗装鉄筋は防食加工鉄筋であり，フィールド調査を行った水力発電所（沖縄県）の放水口護岸
擁壁においても使用されている． 
本試験では，エポキシ樹脂塗装鉄筋と異形普通鉄筋を埋設した室内供試体を作製し，電磁波
測定を行い，エポキシ樹脂塗装による電磁波の振幅値に及ぼす影響を検討した． 
供試体寸法は，高さ 200mm×幅 200mm×長さ 600mm とした．電磁波の振幅値を比較す
るため，一体の供試体につき D16 のエポキシ樹脂塗装鉄筋および異形普通鉄筋を一本ずつ埋
設した．なお，水セメント比は，フィールド調査で測定を行っている構造物を参考に 50%とし
た．供試体は，打設 7 日後に脱型し，その後 20℃，60％の恒温恒湿室内で気乾養生を行った．
供試体の概要を図- 4.4.8 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 4.4.8 供試体概要図 
 
 
図- 4.4.9 に材齢と振幅値の関係を示す．図- 4.4.9 より，エポキシ樹脂塗装鉄筋のほうが異形
鉄筋よりも振幅値が若干大きくなる傾向を示し，その最大偏差は 10 であった．なお，同供試
体の材齢 730 日の測定結果では，異形鉄筋が 421，エポキシ樹脂塗装鉄筋が 423 とほぼ同値で
あることが確認された． 
以上より，エポキシ樹脂塗装鉄筋においても，十分な反射波を得ることができ，その影響は
ほとんどないと考えられる． 
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図- 4.4.9 異なる鉄筋の振幅値測定結果 
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4.5 電磁波レーダによる塩化物イオン量の推定手法 
 
汎用型電磁波レーダを用いた実構造物での塩化物イオン量の推定手順を，図- 4.5.1 に示す．
本手法は，大きく分けて 2 ステップの手順で行うものとする．最初に，電磁波レーダによる鉄
筋反射波測と温湿度解析のアウトプットデータを用いて，SAE から平均塩化物イオン量を求め
る．次に，求めた平均塩化物イオン量を，DoC を用いてコンクリート深さ方向に分配し，鉄筋
位置での塩化物イオン量を求める． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 4.5.1 電磁波を用いた塩化物イオン量の推定手順  
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図- 4.5.1 における個別項目について以下に概説する． 
 
A) 電磁波レーダ測定：電磁波レーダのアンテナは，本体下面の車輪走行方向に並んで，発
信部と受信部と並んで設置されている．鉄筋からの反射波振幅値を正確に取得するため
には，鉄筋に直行した形で電磁波レーダを走査する必要がある．また，電源投入後 20
分間稼働させた後に測定を開始することによって，ばらつきの少ないデータを取得する
ことが可能となる． 
 
B) 温度解析，湿気移動解析：コンクリート表面から深さ方向の温度分布ならびに湿度分布
を取得することを目的とし，温度解析ならびに湿気移動解析を実施する．解析で取得す
るコンクリート深さ方向の温度と相対湿度データは，1mm 単位とする．解析期間は 1
か月とし，調査開始日から遡って当該地点の気象データ（気温，相対湿度）を気象庁
HP などから入手して，解析を行う．【第６章にて詳述】 
 
C) 比誘電率ε௥ の設定：第５章で実施している室内供試体試験より，温度，相対湿度条件
が異なる時の比誘電率のデータが取得されている．それら比誘電率の温度，相対湿度の
影響による変動傾向を整理し，相対湿度を変数として比誘電率を求める．【第６章にて
詳述】 
 
D) かぶり：相対湿度から求まる比誘電率と電磁波レーダ反射速度（ns）を用いて，正確な
かぶりを求める．かぶりは，鉄筋反射までの距離を示し，SAE における電磁波減衰量に
対して重要なパラメータのひとつである．なお，SAE における距離項 z は，m 単位で
ある． 
 
E) 合成透過散乱係数：電磁波レーダから空気中に電磁波が放射されたのち，コンクリート
表面で透過波と反射波となり，全電磁エネルギーの一部がコンクリート内を伝搬する．
その後，かぶりの深さに応じて鉄筋反射波が散乱し，コンクリート内部から空気中に放
射される際にも，透過波と反射波に分かれることとなる．合成透過散乱係数はこれらの
損失量をひとつの係数として合成したものである．【第５章にて詳述】 
 
F) 電磁波レーダ固有振幅値：これまでの実験により，同一機種の電磁波レーダでも固有差
が確認されている．したがって，基準供試体における合成透過散乱係数を 1 として，電
磁波レーダの振幅値を逆算して設定した．【第５章にて詳述】 
 
G) SAE：電磁波は媒質の減衰定数の影響を受けて，距離減衰する．SAE（Simulation of 
Attenuation Electromagnetic waves）は，同原則を応用し，対象となる媒質（コンク
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リート）の電気的定数（ߪୡା௔௡௜௢௡，ߝ௥）が温度や相対湿度の影響変化を取り込んでいる．
なお，図- 4.5.1 より，SAE における唯一の変数は，コンクリート導電率ߪୡା௔௡௜௢௡であ
り，この導電率と塩化物イオン量の関係式から「かぶりの平均塩化物イオン量(kg/m3)」
が算定される．【第５章にて詳述，第８章にて精度検証】 
 
H) DoC：SAE で求められる平均塩化物イオン量から，鉄筋位置での塩化物イオン量を推定
するために DoC（Distribution of Chloride ions）を用いる．DoC とは，100 試料を越
える塩化物イオン分布もとに，「経過年数」，「部材（壁状，底板）」，「平均塩化物イオン
量」を条件として平均塩化物イオン量のかぶり毎分配率を定めたものである．DoC は，
Fick の拡散方程式と比較して，鉄筋位置での塩化物イオン量を精度よく求めることが可
能である．【第６章にて詳述，第８章にて精度検証】 
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4.6 まとめ 
 
本章では，電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定手法について検討を行い，以下の知見
を得た． 
(1) 電磁波レーダを用いて塩化物イオン量を推定するために，取得値の一つである振幅値
を用いることとし，温度・湿度等の周囲環境の影響を加味できる電磁波減衰シミュレーシ
ョンの SAE（Simulation of Attenuation Electromagnetic waves）を適用することとし
た． 
(2) 電磁波レーダで振幅値を精度よく測定するために，経時変化測定による検証実験結果
より，測定開始前 20 分以上前に電源を入れ，十分に周囲温度に馴染んだ後に測定を開始
することが望ましいことが確認された． 
(3) 過去の実構造物調査で得られた振幅値とかぶりの関係式より，適用範囲を 50 ～180 
mm とした． 
(4) コンクリートの表面粗度の影響を受けて，振幅値が小さくなる傾向が確認された．実
構造物調査において表面に骨材が出る程度の凹凸が確認される場合，その程度に応じて電
磁波レーダで取得される振幅値に 20 もしくは 40 を加算して評価することとした．  
(5) コンクリート表面被覆材の影響を確認するため，供試体実験を行った．その結果，エ
ポキシ樹脂塗装の影響は，塩化物イオン量推定のための振幅値取得において，ほとんど影
響がない変化量であった． 
(6) エポキシ樹脂塗装鉄筋と通常異形鉄筋をコンクリートに埋設し，振幅値測定を実施し
た．その結果，水和反応が十分に進行した後であれば，両者の振幅値に差異は生じないこ
とが確認された． 
(7) 電磁波レーダを用いたコンクリート中の塩化物イオン量推定手法について，その手順
を示した．本手法は，大きく分けて 2 ステップの手順で行う．最初に，電磁波レーダによ
る鉄筋反射波測と温湿度解析のアウトプットデータで，SAE を用いて平均塩化物イオン
量を求めることとし，次に，求めた平均塩化物イオン量を，DoC を用いてコンクリート
深さ方向に分配し，鉄筋位置での塩化物イオン量を求めることとする．なお，詳細な設定
根拠ならびに精度検証については，次章以降で行う． 
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 SAE におけるコンクリートの電気的定数ならびに各種補正係数の検証実験 
 
5.1 概要 
 
第５章では，SAE におけるコンクリートの電気的定数ならびに各種補正係数を決定するため，
供試体を用いた室内実験を行った．なお，電磁波の測定は，表- 5.1.1 に示す仕様の電磁波レー
ダを用いて測定を行った． 
「電磁波伝搬距離」，「温度」および「塩化物イオン量」変化の影響検討に用いた供試体の概
要を図- 5.1.1 に，実験の要因と水準を表- 5.1.2 に示す．また，「相対湿度」変化の影響に用い
た供試体の概要図を図- 5.1.2 に，実験の要因と水準を表- 5.1.3 に示す． 
かぶりの表記は，50mm，70mm，100mm と区分しているが，供試体毎で実かぶりに mm
単位のずれが生じている．したがって，本文中では区分かぶりを，グラフや SAE 解析には実
かぶりを表記することとした． 
 
表- 5.1.1 電磁波レーダ諸元 
項 目 諸 元 
周波数 1GHz 
測定モード 時間測定，距離測定 
鉄筋探査深さ 5～300mm 
かぶり分解能 
表示レンジ 浅：約 1mm 
 深：約 2mm 
水平方向分解能 
深度 75mm 未満にある探査対象物 
：75mm 以上 
深度 75mm 以上にある深査対象物 
：深度以上の間隔 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 5.1.1 供試体概要（電磁波伝搬距離、温度、塩化物イオン量） 
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表- 5.1.2 要因と水準(電磁波伝搬距離，温度，塩化物イオン量) 
要因 水準 
セメント種類 高炉セメントB種 
かぶり(mm) 50   70   100 
水セメント比(%) 50 
塩化物イオン含有量(kg/m3) 0  1.9  3.1  5.6 (滴定結果より) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 5.1.2 供試体概要(相対湿度) 
 
表- 5.1.3 要因と水準(相対湿度)  
要因 水準 
セメント種類 普通 
かぶり(mm) 50 
水セメント比(%) 40 60 
測定環境温湿度(℃，RH%) 20℃，60％ 
  
350mm
10
0m
m
20mm
50mm湿度センサ
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なお，測定は，温度変化の検討項目以外室温 20℃，湿度 60％の恒温恒湿室で行い，電磁波
レーダでの鉄筋からの反射強度となる振幅値（図- 5.1.3 参照）を専用ソフトで取得した． 
また，振幅値取得の際は，最大反射波の値を取得していることから，複素誘電率虚数項によ
る位相差のズレの影響は含まれていない．電磁波測定は水準毎に３回実施し，その平均値を用
いた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 5.1.3 電磁波レーダ振幅値 
 
 
  
 
 
 
図-14 かぶりと振幅値の関係（図-11供試体） 
 
振幅値 
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5.2 電気的定数の設定について 
 
SAE のうち，コンクリートの電気的定数として，「導電率ߪ」と「比透磁率ߤ௥」および「比
誘電率ε௥」が用いられている．なお，「比透磁率ߤ௥」については，コンクリートが表- 5.2.1 の
うち誘電性電波吸収材料に区分されることから 1 とした．以下に，塩化物イオン量を含まない
コンクリートの「導電率ߪ௖」と「比誘電率ε௥」に関する検討を行った． 
 
表- 5.2.1 材料定数からみた電波吸収材料の区別 
材料 ߝ௥′′の条件 μ௥ᇱ，μ௥′′の条件 
導電性電波吸収材料 ߝ௥ᇱᇱ＝ 1߱ߝ଴ߩ ߤ௥ᇱ＝1， 
ߤ௥ᇱᇱ ൌ 0 
誘電性電波吸収材料 ߝ௥ᇱᇱ ് 1߱ߝ଴ߩ 
磁性電波吸収材料 ߝ௥
ᇱᇱ＝0， 
またはߝ௥ᇱᇱ ് 0 
ߤ௥ᇱ ് 1， 
ߤ௥ᇱᇱ ് 0 
 
5.2.1 コンクリートの導電率 σC の設定 
コンクリートの「導電率ߪୡ」は，一般に湿潤状態で 10-1~10-2 S/m，乾燥状態で 10-2 ~10-3 S/m
とされている．また，岩井ら 1)の論文によると電磁波の周波数 1.0 GHz の条件で 0.1 S/m とし
ている． 
本研究では，コンクリート供試体による実測値とコンクリート導電率を変化させた SAE の
結果より，0.08 S/m を用いることとした．一方，既往の研究 2)によるとセメント種の違いで電
気抵抗率が異なるという報告がなされていることから，電磁波測定における振幅値も変化する
ことが予想された．図- 5.2.1 に，普通ポルトランドセメント（以下，N），高炉セメント B 種
（以下，BB）およびフライアッシュセメント B 種（以下，FB）を用いたコンクリート供試体
（W/C 50％，Cl－ 1.2 kg/m3）に対し，電磁波測定結果から，セメント種およびかぶりと振幅
値の関係を示す．図- 5.2.1 より，かぶり 50 mm，70 mm，100 mm において N と BB はほぼ
同じ振幅値であった．一方，FB はいずれのかぶりにおいても，N と BB より大きな振幅値と
なることが確認された．これは，FB の電磁波減衰率が，N と BB と比べて小さいことを示す
ものである． 
次に，写真- 5.2.1 に示す供試体（10×10×40 mm，W/C 50 ％，Cl－ 0.0，2.0 kg/m3）で，
供試体下面に敷いた鉄板の反射波を電磁波レーダで取得する試験を行った．図- 5.2.2 に，フラ
イアッシュの混合率を 0 ％，20 ％，40 ％と変えた供試体の経時的な振幅値の推移を示す． 
図- 5.2.2 より，材齢 28 日経過後，フライアッシュ混和率の違いにより振幅値の値に差異が
認められた．これは，フライアッシュ供試体を用いたコンクリート供試体では，水和反応があ
る程度進行した後に，減衰定数が小さくなることを示すものである．また，塩化物イオン量が
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含まれている供試体の方が，フライアッシュの混合の有無による振幅値の差異が大きくなる傾
向が確認されたが，材齢が 1 年になるころにはフライアッシュ混合率による振幅値の違いはほ
とんどなく，普通コンクリートはフライアッシュコンクリートの約 0.7 倍となっていた．なお，
図- 5.2.2 の振幅値の値が，その他の実験に比べて大きい値を示しているのは，電磁波反射材が
鉄筋ではなく鉄板による全反射であったことに起因するものと考えられる． 
 
 
図- 5.2.1 セメント種の違いによる鉄筋反射振幅値 
 
 
写真- 5.2.1 フライアッシュ混合率による振幅値試験概要 
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図- 5.2.2 フライアッシュ混合率の違いによる鉄板反射振幅値 
 
一方，塩化物イオンを含んでいないコンクリートにおいても電磁波の減衰現象を確認してい
る．これはフライアッシュがアルカリ環境下でその形状が崩れることにより，物理的・化学的
な吸着機能が向上し，コンクリート細孔溶液中の各種イオン量を減少させ導電率が低下したも
のと考えられる．図- 5.2.3 に，筆者らが撮影したフライアッシュおよび材齢 2 年を経過したフ
ライアッシュコンクリートの SEM 画像を示す．図- 5.2.3 より，材齢 2 年のフライアッシュコ
ンクリートでは，フライアッシュが持つ球形状が崩れ，微細な凹凸が確認された． 
以上より，フライアッシュコンクリートで SAE のシミュレーションを実施する場合，N と
BB で用いる値に対してコンクリートの「導電率ߪ」の値を大きく評価することとした． 
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図- 5.2.3 フライアッシュ(上)と材齢２年のフライアッシュコンクリート(下)の SEM 画像 
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5.2.2 コンクリートの比誘電率 εr の設定 
「比誘電率ߝ௥」は，電磁波レーダを用いて，鉄筋位置とかぶりが既知である供試体から求め
た．図- 5.2.4 は，図- 5.1.2 に示す供試体を用いて得られた相対湿度と比誘電率の関係を示した
ものである．なお，岩井ら 1)の論文によると比誘電率ߝ௥ は比較的乾燥したコンクリートで 6
とされており，図- 5.2.4 の実験結果の相対湿度 80 ％以下においてもほぼ同じ値を示す結果が
得られた．図- 5.2.4 より，水セメント比の違いによる比誘電率に顕著な違いは確認されなかっ
た．また，今回行った実験の範囲では，比誘電率が 6~7 の間で変化し，相対湿度の低下と共に
小さくなる傾向が確認された．よって，1.0 GHz の周波数では，比誘電率変動幅はおおよそ 1
であり，一般的に乾燥状態のコンクリートでいわれている比誘電率 4.0~12.0 という変動幅に
対して狭い範囲であった．以上より，コンクリート供試体を用いる SAE シミュレーションに
おいては，供試体の既知のかぶりを用いて比誘電率ߝ௥を算定することとした． 
図- 5.2.5 に，筆者らがこれまで実施した配合，かぶり，測定環境が異なる供試体において，
電磁波レーダを用いて算出した比誘電率のヒストグラムを示す．図- 5.2.5 より，コンクリート
供試体の比誘電率は，最多度数を 6.5~7.0 とした正規分布を示し，概ね 5.5~8.0 の間で分布す
ることが確認された． 
 
 
図- 5.2.4 相対湿度と比誘電率の関係（図- 5.1.2 供試体） 
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図- 5.2.5 各種環境下での供試体比誘電率のヒストグラム 
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5.3 SAE 補正係数の設定について 
 
SAE の補正係数として，「合成透過散乱係数ߞ」と「コンクリート温度より求まる導電率補正
係数ߦ௧」および「コンクリート相対湿度より求まる導電率補正係数ߢ௪」がある． 
上記補正係数は，コンクリート供試体での実験結果と SAE 基本式との数値的整合性が取れ
る個々の補正係数求め，それらを包括する近似式を求めることで設定した． 
 
5.3.1 合成透過散乱係数 ζ の設定 
図- 5.1.1 に示す供試体のうち，かぶりの異なる鉄筋直上での電磁波測定を行った．図- 5.3.1
に測定結果から得られたかぶりと振幅値の関係を示す． 
図- 5.3.1から，式(2.23) に示すように電界の大きさ|E|は伝搬距離z に比例して減少してお
り，本検討のかぶり区間（50~100 mm）ではほぼ線形で減少する傾向を確認することができ
た． 
以上の結果から，コンクリート中を電磁波が伝搬する際の，その距離の増加に伴う電磁波減
衰程度を確認することができた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 5.3.1 かぶりと振幅値の関係（図- 5.1.1 供試体） 
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次に，図- 5.3.1 のうち，かぶり 70 mm の供試体で「出力振幅値|ܧw|」を測定し，先に検討
した電気的定数を用いて「入力振幅値|ܧݓ଴|」を逆算して求めた． 
その「入力振幅値|ܧݓ଴|」を SAE で電磁波レーダ機の固有値として用い，かぶり 50，70，
100 mm の電磁波測定時の振幅値に合致する「散乱係数」を図- 5.3.2 に示す．なお，「散乱係
数」を求める際には，既知のかぶりから求めたコンクリートの比誘電率を用いて，式(3.12)～
(3.14)より「気中→コンクリート表面」および「コンクリート内部→気中」の透過波を求める
「合成透過係数」を別途設定している． 
図- 5.3.2 より，得られた散乱係数は，かぶりの増加と共に減少傾向を示した．これは，電磁
波の伝搬において距離減衰則およびコンクリート表面での入反射現象以外によって生じてい
るものであり，かぶり深さに応じて鉄筋反射波の散乱が多くなることによるものと考える． 
そこで，「散乱係数」と「合成透過係数」を掛け合わせた「合成透過散乱係数ߞ」を次式に示
すように求めた． 
 
ߞ ൌ ൬ଷ଻଻∗ඥଵ/ఌೝାଷ଻଻ଷ଻଻∗ඥଵ/ఌೝିଷ଻଻ ൅ 1൰ 	
ଶ ∗ ሺെ2.7 ൈ 10ିଷ ∗ ݀ ൅ 1.1769ሻ (5.1) 
ここで，ߝ௥：コンクリートの比誘電率 ݀：かぶり(mm) 
 
図- 5.3.3 は，式(5.1)による「合成透過散乱係数ߞ」を用いた SAE 推定振幅値と実測の振幅値
の関係を表したものである．その結果，SAE 推定振幅値の誤差は最大で 1.5%，振幅値で 6 で
あった．なお，かぶりが不明な実構造物で調査を実施する際は，実験によって得られた温度お
よび相対湿度と誘電率との関係を適用して，誘電率を算定した． 
 
図- 5.3.2 かぶりと散乱係数（図- 5.1.1 供試体） 
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図- 5.3.3 誘電率から求めた合成透過散乱係数による SAE 振幅値と実測振幅値 
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5.3.2 温度変化と振幅値の関係による ξtの設定 
図- 5.1.1 に示す供試体を用い，温度環境が異なる電磁波測定を行った． 
異なる温度環境での測定を実施する方法として，供試体を 5℃，10℃，20℃，30℃の各恒温
室に３日間置いてコンクリート供試体温度を一定にした後測定を行った．また，電磁波レーダ
も同様に測定前に任意の時間恒温室内に置き，測定温度環境と同一温度での測定ができるよう
に配慮した． 
図- 5.3.4にかぶり50, 70, 100 mmで得られた温度と振幅値の関係を示す．図- 5.3.4から，温
度の上昇に伴い振幅値が減少する傾向を確認した．これは，電磁波の減衰定数α	 が比誘電率ߝ௥	
と導電率σ	 の影響を受けて変化することおよび比誘電率ߝ௥	 と導電率σ	 が温度依存性を有して
いると推察される．	
 
 
図- 5.3.4 温度と振幅値の関係（図- 5.1.1 供試体） 
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図- 5.1.1 に示す供試体のかぶり 50，70，100 mm の電磁波測定時の振幅値より，式(5.1)の
合成透過散乱係数を考慮した「コンクリート温度より求まる導電率補正係数ߦ௧」を図- 5.3.5 に
示す．図- 5.3.5 より，温度の上昇により導電率補正係数は増加する傾向が確認された．また，
かぶりの違いによる明瞭な差は確認されなかった．なお，かぶりについては，適用した供試体
の鉄筋位置を mm 単位で測定し SAE 基本方程式に代入した．図- 5.3.5 で確認された「コンク
リート温度より求まる導電率補正係数ߦ௧」とコンクリート温度の関係式を式(5.2)に示す．なお，
相関係数は 0.96 であった． 
 
ߦ௧ ൌ 	1.0442 ൈ 10ିଶ ∗ ݐ	 ൅ 	0.77431 (5.2) 
ここで，ݐ：コンクリートの温度（℃） 
 
図- 5.3.6 は，式(5.2)の「コンクリート温度より求まる導電率補正係数ߦ௧」を用いた SAE 推
定振幅値と実測の振幅値の関係を表したものである．実測値との誤差は最大で 6.2％，振幅値
で 22 であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 5.3.5 コンクリート温度と温度補正係数（図- 5.1.1 供試体：かぶり実測値） 
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図- 5.3.6 温度補正係数式による SAE 振幅値と実測振幅値 
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5.3.3 相対湿度変化と振幅値の関係による κ の設定 
供試体の打込み２週間後から振幅値の測定（かぶり70 mm）および供試体の質量測定を開始
し，乾燥に伴うコンクリート中の水分逸散率との関係について検討を行った．水分逸散率と電
磁波の振幅値の関係を図- 5.3.7に示す．ここで水分逸散率(%)とは，「（測定開始時の供試体質
量－測定時の供試体質量）／測定開始時の供試体質量×100」により求められる値である． 
図- 5.3.7より，水分逸散率の上昇に伴い，振幅値が増加する傾向となった．すなわち，コン
クリートが乾燥すると，電磁波の減衰定数α は小さくなることとなる．一般に，コンクリート
の比誘電率は乾燥状態で4～12，湿潤状態で8～20の範囲で変化するといわれており，既往の研
究による図- 2.3.3の結果においても，コンクリートの乾燥に伴い誘電率は小さくなる結果が示
されている． 
しかし，誘電率は式(2.24)から減衰定数α	 の逆数となっていることから，コンクリートが乾
燥することによって，減衰定数α	 は大きくなることとなる．そこで，電磁波減衰に影響を与え
る導電率σ	 を考慮に入れて考察を行った．コンクリートの乾燥に伴い，細孔溶液は減少し，導
電率σ	 は小さくなると推察される．一般にコンクリートの導電率σ	 は，湿潤状態で10-1~10-2 
S/m，乾燥状態で10-2 ～10-3 S/mとされている3),4)．一方，コンクリートの比誘電率ߝ௥	は，湿潤
状態で20～12，乾燥状態で12～4とされている．上記数値を用いて，コンクリートの減衰定数
α	 を式(2.24)から試算した結果を表- 5.3.1に示す．表- 5.3.1より，導電率の低下に伴い減衰定
数は減少し，比誘電率の低下に伴い減衰定数は増加することが確認された．しかし，その影響
度は，導電率ならびに比誘電率の変動範囲から，導電率の影響度が大きくなると考えられる．
すなわち，コンクリートは乾燥に伴い減衰率α	 が小さくなり，鉄筋から反射してくる振幅値は，
図- 5.3.7の実験結果で示されたとおり大きくなると考えられる． 
 
図- 5.3.7 水分逸散率と振幅値の関係（かぶり 70 mm）  
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表- 5.3.1 コンクリート減衰定数 αの試算 
状態 導電率 σ 比誘電率 εr 減衰定数 α 
湿潤 
0.1 20 4.213 
0.01 20 0.421 
0.1 12 5.439 
0.01 12 0.544 
乾燥 
0.01 12 0.544 
0.001 12 0.054 
0.01 4 0.942 
0.001 4 0.094 
※ε0ൌ8.9*E‐12 
 
 
図- 5.3.8 相対湿度と振幅値の関係（図- 5.1.2 供試体） 
 
図- 5.3.8は，図- 5.1.2に示すかぶり50 mmの供試体を型枠脱型後に気温20℃相対湿度60％の
恒温恒湿室に置いて，電磁波測定を継時的に行い，得られた振幅値と相対湿度の関係を示した
ものである． 
なお，相対湿度は，コンクリート表面より20 mm，50 mmの位置に埋設した相対湿度計の計
測値とコンクリート表面の相対湿度を60 ％と仮定した場合のコンクリート表面から鉄筋位置
までの平均相対湿度を用いた．図- 5.3.8より，型枠脱型後は水和反応の促進によってコンクリ
ート内部の相対湿度は低下し，それに伴い振幅値が上昇する傾向が確認された．これは，図- 
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5.3.7の実験結果と同様の傾向を示しているといえる． 
また，W/C 40 ％の振幅値とW/C 60％の振幅値では，若干ではあるがW/C 40％の方が小さ
い振幅値となる傾向が確認された．これは，W/C 60％の方がコンクリート中の平均細孔径が
大きく，電磁波を透過しやすい空隙が多いことから，電磁波の減衰程度が小さくなったためと
推察される．しかし，両者の違いはその他の電磁波減衰要因である温度や距離に比べて小さい
ことから，水セメント比の違いによる電磁波の減衰程度を無視しても推定精度に影響を及ぼさ
ないと判断した． 
次に，図- 5.3.8の相対湿度の確認範囲外であった相対湿度75％以下および90％以上における
振幅値について考察を述べる．図- 5.1.1に示す供試体は，約3年間気温20℃相対湿度60％の恒
温恒湿室に保管してあり，コンクリート中の相対湿度もほぼ室内相対湿度（60％）と同等にな
っていると推定される．この供試体を用いて，かぶり50 mmの振幅値を測定したところ約550
であった．図- 5.3.8の実験結果において，相対湿度60％の箇所にこの振幅値をプロット（★）
すると，湿度75％以下の振幅値は，ほぼ一定値で推移すると考えられる． 
図- 5.3.9は，図- 5.3.7に示す関係において材齢730日（2年）での電磁波測定結果を加えたも
のである．図- 5.3.9から，コンクリートの乾燥がある一定期間以上進行すると，振幅値はほぼ
同様な値となり，湿度75％以下の振幅値はほぼ一定値となると考えられる．一方，相対湿度90％
以上の振幅値については，野田ら5)の実験結果より相対含水率90％以上の比誘電率が一定であ
るとの報告がなされている．したがって，相対湿度90％以上の振幅値についても，今回実験範
囲を超える領域についてはほぼ一定の値となるものと推察される． 
 
図- 5.3.9 長期に渡る振幅値の推移（かぶり 70mm）  
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図- 5.1.2 に示す供試体で相対湿度の変化に応じた電磁波測定振幅値より，式(5.1)と式(5.2)
を考慮して定めた「コンクリート相対湿度より求まる導電率補正係数ߢ௪」を図- 5.3.10 に示す．
図- 5.3.10 より，相対湿度の上昇により導電率補正係数は増加する傾向が確認された．また，
水セメント比による明瞭な差異は確認されなかった．図- 5.3.10 における「コンクリート相対
湿度より求まる導電率補正係数ߢ௪」と相対湿度との関係式を式(5.3)に示す．なお，相関係数は
0.92 であった． 
 
ߢ௪ ൌ 	7.1782 ൈ 10ିସ ∗ ܴܪଶ 	െ 	7.9521 ൈ 10ିଶ ∗ ܴܪ ൅ 3.1872 
（60≦ܴܪ≦90） (5.3) 
ここで，ܴܪ：コンクリートの相対湿度（％） 
 
図- 5.3.11 は，式(5.3)の「コンクリート相対湿度より求まる導電率補正係数ߢ௪」を用いた SAE
推定振幅値と実測の振幅値の関係を示したものである．供試体のかぶりが 50 mm と一定であ
ることから振幅値の変動範囲は限られるが，実測値との誤差は最大で 8.6％，振幅値で 33 であ
った．なお，相対湿度が 60％未満および 90％より大きい範囲の「コンクリート相対湿度より
求まる導電率補正係数ߢ௪」は，式(5.3)から求まる両極値の値を採用し，一定値として取り扱う
こととした． 
 
 
図- 5.3.10 コンクリート相対湿度と電磁波補正係数（図- 5.1.2 供試体） 
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図- 5.3.11 相対湿度導電率補正係数による SAE 振幅値と実測振幅値 
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5.4 コンクリート導電率ߪ௖ା௔௡௜௢௡の設定と SAE 推定精度の検証 
 
5.4.1 塩化物イオン量と振幅値の関係によるߪ௖ା௔௡௜௢௡ の設定 
図- 5.1.1に示す供試体のうち，気温20℃，相対湿度60％の条件で，0，1.9，3.1，5.6 (kg/m3) 
の塩化物イオン量が浸透した供試体に対して電磁波測定を行った．なお，塩化物イオン含有量
は，電磁波測定時点での塩分滴定試験（JIS A 1154）結果を用いている．かぶり50，70，100mm
における塩化物イオン含有量と電磁波の振幅値の関係を図- 5.4.1に示す． 
図- 5.4.1より，塩化物イオン含有量の増加に伴い，各供試体とも振幅値は減少する傾向を示
した．なお，かぶりの異なる供試体の振幅値は，電磁波伝搬距離が長くなるにつれ検出される
振幅値は小さくなり，塩化物イオン含有量の増加に伴う減少量もほぼ同じであった．図- 3.4.1
の導電率測定結果と同様に，コンクリートにおいても塩化ナトリウムが溶解し細孔溶液中に塩
化物イオンが拡散して導電率が増加することにより，鉄筋反射波となる振幅値が減少する傾向，
すなわち電磁波の減衰定数αが大きくなるといえる． 
これは，筆者らのこれまでの研究報告6)～12)でも確認していたものと同様の現象であるが，今
回の実験では電磁波減衰に影響を与えると考えられた供試体の温湿度および測定器となる電
磁波レーダ自体の温度条件が一定になるよう配慮することにより，塩化物イオン量の影響によ
る電磁波減衰程度をより精度よく抽出できる結果となった． 
以上の結果から，電磁波減衰要因を適切に評価することによって，電磁波を用いたコンクリ
ート中の塩化物イオン量推定の精度向上が図れるものと考える． 
 
 
図- 5.4.1 塩化物イオン含有量と振幅値の関係（図- 5.1.1 供試体） 
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図- 5.4.1 から，SAE コンクリートの電気的定数ならびに補正係数を用いて出力振幅値が合
致する「塩化物イオン量の影響を考慮したコンクリート導電率ߪ௖ା௔௡௜௢௡」を求めた結果を，図- 
5.4.2 に示す．図- 5.4.2 より，塩化物イオン量による導電率は，塩化物イオン量が 0 kg/m3に
おいて，0.08 に近い値を示した．また，塩化物イオン含有量が多くなるにつれ，導電率は上昇
することが確認された．その上昇傾向については，式(5.4)で表される． 
 
ߪ௖ା௔௡௜௢௡ ൌ 	0.0062 ∗ ܥ݈ି ൅ 	0.0802 (5.4) 
ここで，ߪ௖ା௔௡௜௢௡：導電率（S/m），ܥ݈ି：塩化物イオン量推定値（kg/m3） 
 
室内供試体において，塩化物イオンの影響を最も大きく受けたときの導電率ߪ௔௡௜௢௡（S/m）
は 0.13 S/m であった．骨材とセメントペーストの比が約 3:7 であること，水和が十分に進行
したセメントペースト中の空隙が約 7％であることから，コンクリート中で細孔溶液が存在す
る割合は約 2％であるといえる．一方，海水の導電率は 5.0 S/m であることを考えると，今回
供試体で確認された塩化物イオン量の影響を受けて増加した導電率ߪ௔௡௜௢௡（S/m）の上昇量約
0.05 S/m は，海水に対して 1％の導電率上量率となる．この値は，細孔溶液の存在割合に対し
て小さい値となるが，コンクリートの含水率や塩化物イオン量が未飽和状態であることを勘案
すると，妥当な範囲の導電率変化幅であると考える． 
図- 5.4.3 には，塩化物イオンが含有された供試体が温度変化を生じた場合の導電率ߪ௖ା௔௡௜௢௡
を示す．図- 5.4.3 より，導電率ߪ௖ା௔௡௜௢௡は，SAE の「コンクリート温度より求まる導電率補正
係数ߦ௧」が作用していることから，温度依存性は確認されず，図- 5.4.2 に示す塩化物イオン量
3.1 kg/m3の際に得られる導電率ߪ௖ା௔௡௜௢௡とほぼ同様な値を示す結果が確認された． 
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図- 5.4.2 塩化物イオン量と導電率の関係（図- 5.1.1 供試体） 
 
図- 5.4.3 温度とイオン導電率の関係 
（図- 5.1.2 供試体のうち塩化物イオン 3.1kg/m3含有のもの） 
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5.4.2 振幅値による塩化物イオン量の推定精度の検証 
SAE 推定による振幅値と供試体の電磁波測定で取得した実測振幅値を図- 5.4.4 に示す．図- 
5.4.4 の近似直線式より，傾きが 1.09 であり相関係数が 0.99 と精度良いシミュレーション結
果を得ることができた．また，SAE シミュレーションの残差のヒストグラムを図- 5.4.5 に示
す．図- 5.4.5 より，誤差は 0 値を中心にほぼ正規分布になっていることが確認された． 
次に，SAE を用いた塩化物イオン量の推定結果と供試体の塩化物イオン量の関係を図- 5.4.6
に示す．図- 5.4.6 の近似直線式より，傾きは 0.708 と実測値に比べて少なめの評価となるもの
の相関係数は 0.84 と良好な結果を得た．  
以上より，電磁波を用いて塩化物イオン量を推定する場合は，電磁波レーダ固有の入力振幅
値を求め，距離・温度・相対湿度を基本パラメータとして SAE で条件設定し，得られたイオ
ン導電率ߪ௔௡௜௢௡（S/m）を求め塩化物イオン量を推定することが可能と思われる． 
 
 
 
図- 5.4.4 SAE 振幅値と実測振幅値の散布図 
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図- 5.4.5 SAE シミュレーション残差のヒストグラム 
 
 
図- 5.4.6 SAE による推定塩化物イオン量と実測値 
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5.5 まとめ 
 
本章では，電磁波を用いた塩分量推定技術の精度向上に向け，第４章で構築した SAE に用
いる電気的定数ならびに各種補正係数を確認するためのコンクリート供試体での検証実験を
行い，以下の知見を得た． 
(1) SAE 構成式の電気的定数のうち導電率は，塩化物イオン量が含まれないコンクリート
供試体において 0.08 S/m が最も式に適合する結果となった．また，塩化物イオン量が含
まれている供試体において普通コンクリートの振幅値は，フライアッシュコンクリートに
比べて約 0.7 倍となっていた．これは，細孔溶液中のイオンが，水和の進行したフライア
ッシュの物理的・化学的な吸着作用によって減少し，導電率が小さくなったことによるも
のと考えられる． 
(2) SAE 構成式の電気的定数のうち比誘電率は，電磁波レーダの補正により既知の鉄筋位
置に合致する値を求めた．結果，今回室内実験範囲となる相対湿度 75～90％において，
比誘電率の値は概ね 5.5～8.0 の間で分布することを確認した． 
(3) SAE 構成式の補正係数等について，下式のとおり設定した． 
ߞ ൌ ൬ଷ଻଻∗ඥଵ/ఌೝାଷ଻଻ଷ଻଻∗ඥଵ/ఌೝିଷ଻଻ ൅ 1൰ 	
ଶ ∗ ሺെ2.7 ൈ 10ିଷ ∗ ݀ ൅ 1.1769ሻ (5.1) 
ߞ：合成透過散乱係数，ߝ௥：コンクリートの比誘電率，݀：かぶり(mm) 
ߦ௧ ൌ 	1.0442 ൈ 10ିଶ ∗ ݐ	 ൅ 	0.77431	 (5.2)	
ߦ௧：温度によるコンクリート導電率補正係数，ݐ：コンクリートの温度（℃） 
ߢ௪ ൌ 	7.1782 ൈ 10ିସ ∗ ܴܪଶ 	െ 	7.9521 ൈ 10ିଶ ∗ ܴܪ ൅ 3.1872（60≦ܴܪ≦90） (5.3) 
ߢ௪：相対湿度によるコンクリート導電率補正係数，ܴ ܪ：コンクリートの相対湿度（％） 
(4) 室内コンクリート供試体実験より求まる導電率と塩化物イオン量の関係式は，下式に
より推定を行うこととした． 
ߪ௖ା௔௡௜௢௡ ൌ 	0.0062 ∗ ܥ݈ି ൅ 	0.0802 (5.4) 
ߪ௖ା௔௡௜௢௡：導電率（S/m），ܥ݈ି：塩化物イオン量推定値（kg/m3） 
(5) 選定した補正係数による SAE を適用することにより，かぶり，温度，湿度の変化に
対して，振幅値の推定値は相関係数が 0.99，塩化物イオン量の相関係数が 0.84 となり，
良好な推定を行えることが確認された． 
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 実構造物調査における与条件の設定方法に関する検討 
 
6.1 概要 
 
第５章で示した SAE の電気的定数ならびに補正係数の検討は，基本的にかぶり部分の電気
的定数が一律となるよう，室内供試体を周囲環境に置いたうえで電磁波測定を実施している．
しかし，実構造物調査では一定環境下になく，温度・湿度の変化によりコンクリート内部の状
況は日々変化しているものと考えられる．古賀らの研究 1)によると，屋外に曝露したコンクリ
ートの含水率をセラミックセンサおよび高周波容量式含水率測定装置を使用して約２年間の
モニタリングを実施したところ，表層において吸水・乾燥の影響を受けやすい範囲があること
が確認されている． 
本章では，第４章に示した電磁波を用いた塩化物イオン量の推定手順のうち，実構造物への
適用に必要となる，コンクリートの温度解析，湿度解析，比誘電率の設定について検討を行っ
た．また，SAE で推定できる塩化物イオン量は，かぶり部分の平均塩化物イオン量である．本
研究の目的は，鉄筋位置の塩化物イオン量を求めることとしていることから，平均塩化物イオ
ン量をコンクリート深さ方法に分配する必要がある．コンクリート内の塩化物イオン量分布の
推定は一般的に，誤差関数を基本式とした Fick の拡散方程式が用いられている．しかし，コ
アを採取して分析を行わないと Fick の拡散方程式で必要となる拡散係数を得ることができな
いこと，さらに Fick の拡散方程式はその式形から，かぶりの手前で塩化物イオン量が 0 kg/m3
と評価される場合が多く見受けられることが課題として考えられる．そこで，現場調査で採取
した 132 箇所のコアの塩化物イオン量分析結果を用いて，平均塩化物イオン量を深さ方向に分
配する DoC（Distribution of Chloride ions）の検討を行った． 
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6.2 温湿度解析 
 
電磁波測定時のコンクリート深さ方向の温度分布および相対湿度分布を推定することを目
的とし，温度解析ならびに湿気移動解析を適用することとした．以下に，温湿度解析を実施す
るにあたっての与条件と調査地点および調査時期の違いが，振幅値に与える差異について確認
する． 
 
6.2.1 解析方法 
部材長さ 8.0m×8.0m 部材厚さ 0.5m のスラブを対象モデルとし，コンクリート表面から測
定範囲である深さ 17cm までは 1mm 層間隔でメッシュを作成した．解析対象の 1/4 モデルを
図- 6.2.1 に示す． 
表- 6.2.1に示すように，コンクリートの熱物性はマスコンクリートのひび割れ制御指針2008
の一般的な値の範囲から設定した． 
外気温湿度の変化によるコンクリート内部温湿度への影響を確認するため，コンクリート内
部の初期温度 20℃，初期湿度を 100%とし，外気温度 30℃，外気湿度 90%一定条件下におけ
る解析シミュレーションを行った． 
 
 
 
図- 6.2.1 解析対象 1/4 モデル 
4.0m 
0.5m 
第６章 実構造物調査における与条件の設定方法に関する検討 
- 117 - 
 
表- 6.2.1 コンクリートの材料特性値 
項目 値 
熱伝導率(W/m2℃) 2.7 
密度(kg/m3) 2400 
初期温度(℃) 20 
初期湿度(%) 100 
 
 
図- 6.2.2 深さ 150mm 地点におけるコンクリート内部の温湿度変化 
 
図- 6.2.2にコンクリート表面から深さ 150mm地点におけるコンクリート内部の温湿度変化
の推移を示す．温度は 30 日以降から温度上昇勾配が緩やかになり，外気温度との差異が 1 割
未満となる．一方，湿度は外気湿度に伴う影響は温度にくらべて小さいことが確認できた． 
よって，調査日を含めた前 1 ヶ月間の気象データ（温度，相対湿度）をもとに温湿度解析を
行って，深さ 1mm 単位の温湿度分布を求めることとした． 
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コンクリートの初期蒸気圧は，鍵本ら 1)による大型コンクリート円柱の湿度計測結果を参考
に，表面から 10mm 間隔で与えることとした． 
2013 年 8 月 20～23 日に実施した沖縄県での調査を例にして，コンクリート内部の初期蒸気
圧設定値を図- 6.2.3 に示す．なお，初期温度は調査日より 1 ヶ月前(2013 年 7 月 20 日)の外気
温度を入力している．なお，蒸気圧ܲ は下記の式で計算した． 
 
 ܲ ൌ ሺܴܪ/100ሻ ൈ ܨሺܶሻ (6.1) 
ここで，ܴܪ は相対湿度(%) 
 
また，ܨሺܶሻ は，温度ܶ (℃)での飽和蒸気圧(mmHg)で次式によって定義される． 
 
 ܨሺܶሻ ൌ 4.581 ൈ 10଻.ହ்/ሺଶଷ଻.ଷା்ሻ (6.2) 
 
 
図- 6.2.3 コンクリート内部の初期蒸気圧設定値 
 
 
  
表面からの
距離(mm)
初期温度
(℃)
相対湿度
(％)
初期蒸気圧
(mmHg)
 0 - 10 28.6 72.0 21.13
 11 - 20 28.6 72.0 21.13
 21- 30 28.6 72.0 21.13
 31 - 40 28.6 73.0 21.43
 41 - 50 28.6 74.0 21.72
 51 - 60 28.6 80.0 23.48
 61 - 70 28.6 81.4 23.89
 71 - 80 28.6 82.8 24.30
 81 - 90 28.6 84.2 24.72
 91 - 100 28.6 85.6 25.13
 101 - 110 28.6 87.0 25.54
 111 - 120 28.6 87.7 25.74
 121 - 130 28.6 88.4 25.95
 131 - 140 28.6 89.1 26.15
 141 - 150 28.6 89.8 26.36
 151 - 160 28.6 90.5 26.56
 161 - 170 28.6 91.2 26.77
 171 - 500 28.6 92.6 27.18
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6.2.2 解析結果と考察 
図- 6.2.4 に沖縄県火力発電所調査時（8 月下旬）と神奈川県火力発電所調査時（11 月下旬）
の温度分布を，図- 6.2.5 に同湿度分布を示す． 
図- 6.2.4より，表層より17cmの深さまでを1mmメッシュとしてモデル作成をしているが，
沖縄県と神奈川県の温度分布は，コンクリート温度自体は異なるものの，表層から深部までほ
ぼ一様の値を示している．これは，17cm までの深さであれば，1 ヵ月間の解析期間の間にほ
ぼ外気温に追従して，コンクリートの温度が変化していることを示している． 
一方の湿度分布については，図- 6.2.5 から，明確な差異が出てくるのはコンクリート表面よ
り 3cm 程度の範囲であり，それ以深については沖縄県ならびに神奈川県でほぼ同じ湿度分布
となった． 
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図- 6.2.4 温度分布(左：沖縄県調査時(8 月下旬)，右：神奈川県調査時(11 月下旬))
 
図- 6.2.5 湿度分布(左：沖縄県調査時(8 月下旬)，右：神奈川県調査時(11 月下旬)) 
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次に，解析開始から調査当日までの経時変化を図- 6.2.6～図- 6.2.9 に，経過日数 0，10，20，
30 日での温湿度分布を図- 6.2.10 と図- 6.2.11 に示す． 
図- 6.2.6，図- 6.2.7 および図- 6.2.10 より，温度分布は外気温度の変化量に比例して，コン
クリート温度の位相差が大きくなる結果となった．また，温度分布の特徴として，深さ 170mm
までが一様に変化する傾向が確認された．沖縄県火力発電所と神奈川県火力発電所のコンクリ
ート内部の温度差は，外気温度とほぼ同様の傾向が確認された． 
一方，図- 6.2.8，図- 6.2.9 および図- 6.2.11 より，コンクリート内部の湿度変化は表層のみ
が外気相対湿度に追従するような動きを示し，90mm 以深になるとほぼ初期設定値が変わらな
い傾向となった．神奈川県火力発電所の調査日が冬季であったことから，外気相対湿度は最低
で 40％程度まで低下しており，沖縄県火力発電所のコンクリート内部湿度と大きな違いが確
認された． 
参考までに，沖縄県火力発電所での SAE による塩分量推定において，コンクリート温度分
布と相対湿度分布を神奈川県火力発電所コンクリートの値に置き換えた場合，コンクリート導
電率ߪୡା௔௡௜௢௡で 0.024 S/m，推定塩化物イオン量で 3.55 kg/m3の違いが生じる．したがって，
電磁波を用いて振幅値を測定する場合，コンクリート内部の温度・相対湿度を精度よく推定す
ることが重要である． 
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図- 6.2.6 コンクリート内部の温度変化(沖縄県火力発電所:8 月下旬) 
 
図- 6.2.7 コンクリート内部の温度変化(神奈川県火力発電所:11 月下旬) 
5.0
10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
0 5 10 15 20 25 30 35
外
気
温
度
(℃
)
経過日数(日)
0mm 10mm
20mm 30mm
40mm 50mm
60mm 70mm
80mm 90mm
100mm 110mm
120mm 130mm
140mm 150mm
160mm 170mm
外気温度
5.0
10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
0 5 10 15 20 25 30 35
外
気
温
度
(℃
)
経過日数(日)
0mm 10mm
20mm 30mm
40mm 50mm
60mm 70mm
80mm 90mm
100mm 110mm
120mm 130mm
140mm 150mm
160mm 170mm
外気温度
第６章 実構造物調査における与条件の設定方法に関する検討 
- 123 - 
 
図- 6.2.8 コンクリート内部の湿度変化(沖縄県火力発電所:8 月下旬) 
 
図- 6.2.9 コンクリート内部の湿度変化(神奈川県火力発電所:11 月下旬) 
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図- 6.2.10 経過日数 0，10，20，30 日の温度変化(左図：沖縄県，右図：神奈川県) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 6.2.11 経過日数 0，10，20，30 日の湿度変化(左図：沖縄県，右図：神奈川県) 
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図- 6.2.12 および図- 6.2.13 に，調査該当日のコンクリート深さ方向の温湿度変化を示す．図
- 6.2.12 および図- 6.2.13 より，温度は深さ方向で一律であること，相対湿度はコンクリート表
層より 90mm 以浅の変化であったことが確認された． 
なお，実構造物調査時に深さ 100mm 周辺の相対湿度を観測したところ，いずれの地点も
90％前後の値を示していることを確認している．したがって，同解析モデルについてはある程
度の妥当性はあるものと考える． 
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図- 6.2.12 コンクリート内部の深さ毎の温湿度変化(2013 沖縄県火力発電所:8 月下旬) 
 
図- 6.2.13 コンクリート内部の深さ毎の温湿度変化(2013 神奈川県火力発電所:11 月下旬) 
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6.3 比誘電率の設定について 
 
図- 6.3.1 は，第５章で用いたコンクリート供試体において，周囲環境温度の変化測定時の電
磁波レーダと既知のかぶりを利用して比誘電率を算出した結果である．図- 6.3.1 より，比誘電
率ߝఊに明確な温度依存性は見られなかった．なお，塩化物イオン量の添加に伴い，比誘電率が
１程度増加する結果を確認している．これは，海水と真水の比誘電率に変化がないことを考え
ると，練り混ぜ時に添加した塩化ナトリウムの影響が含まれたためではないかと思われる．し
たがって，塩化物イオンが含まれる場合の比誘電率の増加については，本研究では考慮しない
こととした． 
次に，図- 6.3.2 に相対湿度と比誘電率の関係を示す．図- 6.3.2 より，相対湿度の増加に伴い
比誘電率は増加することが確認された．また，W/C 40％と W/C 60％において明確な違いは確
認されなかった．式(6.3)は，W/C 40，60％の比誘電率と相対湿度の関係より求めた近似式で
ある．実構造物調査の実施においては，SAE を適用するために温湿度解析を実施することから，
コンクリート表面から１mm 単位での相対湿度が既知の値となる．この相対湿度データを式
(6.3)に代入して，コンクリート中の比誘電率を１mm 単位で設定することとする． 
なお，適用範囲外の比誘電率については，「5.3.3 相対湿度変化と振幅値の関係による κ௪の
設定」に示した室内実験結果および既往の研究の考えを流用して，式(6.3)の両極値を適用する
こととした． 
 
 ߝఊ ൌ 1.5488 ൈ 10െ3 ൈ ܴܪ2 െ 0.20822 ൈ ܴܪ൅ 12.84 (6.3) 
ここで，ܴܪ は相対湿度(%)，ただし，75 ≦ ܴܪ < 90 に適用する． 
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図- 6.3.1 温度と比誘電率の関係 
 
 
図- 6.3.2 相対湿度と比誘電率の関係 
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6.4 深さ方向の塩化物イオン量分配則（DoC）に関する検討 
 
6.4.1 概要 
SAE によって推定できる塩化物イオン量は，かぶり部分の平均塩化物イオン量となる．した
がって，鉄筋位置の塩化物イオン量を求めるためには，平均塩化物イオン量を深さ方向に分配
する必要がある．一般的には，誤差関数を基本式とした Fick の拡散方程式が用いられている
が，非破壊の調査では Fick の拡散方程式を成立するために必要となる拡散係数を得ることが
できないこと，さらに Fick の拡散方程式はその式形から，かぶりの手前で塩化物イオン量が 0 
kg/m3と評価される場合が多く見受けられるという課題がある．そこで，現場調査で取得した
コアの塩化物イオン量分析結果を用いて，塩化物イオン量分配則となる DoC（Distribution of 
Chloride ions）の検討を行った． 
 
6.4.2 塩化物イオン量の分布 
実構造物から取得したコア 132 本の塩分滴定結果を用いて，深さ方向の塩化物イオン量を図
- 6.4.1 に整理した．図- 6.4.1 より，塩化物イオン量は，表層から深部へ移動するに従い浸透量
は概ね小さくなる傾向が確認された．ただし，表層数 cm に限って見ると，中性化によるフリ
ーデル氏塩の分解による塩化物イオンの移動・濃縮が確認されるコアもあることから，塩化物
イオン量の深さ方向の分布は数パターン存在するものと考えられる．また，量的な違いも大き
く，対象を全データとして分配則を作成した場合，推定精度が悪くなるものと思われる． 
 
図- 6.4.1 実構造物の平均塩化物イオン量分布  
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6.4.3 条件別で見た塩化物イオン量の分布傾向 
実構造物の塩化物イオン量の深さ方向の分布傾向を，「供用年数」「部材（スラブ，壁状）」「平
均 Cl－量」と区分した．区分の条件を，表- 6.4.1 に示す．なお，ここでいうスラブとは，調査
対象面がスラブ上面の場合を意味し，直接的な雨がかりによってコンクリート中への水分の浸
透がある部材を指す．一方，壁状とは，壁や桁等を意味し，雨がかりがない箇所もしくは雨が
かりがあったとしても水分が表面を流れ落ちる部材を指す． 
スラブと壁状部材におけるコンクリート表面からの距離と塩化物イオン量との関係を，図- 
6.4.2，図- 6.4.3 に示す．また，コンクリート表面からの距離に対する塩化物イオン量分布を図
- 6.4.4，図- 6.4.5 に示す． 
図- 6.4.2 および図- 6.4.3 より，経年に伴い塩化物イオン浸透量は増加するが，その量はスラ
ブ部材よりも壁状部材の方が多く浸透していることが確認された．なお，かぶり 12cm 以深の
浸透量については，両者に明確な違いはなく，ほぼ一定値で深さ方向に分布していることが確
認された． 
図- 6.4.4 および図- 6.4.5 より，区分条件によって Fick の拡散方程式に合致しない塩化物イ
オン量分布が確認された．供用年数 20 年未満の平均値グラフをスラブ部材と壁状部材で比較
すると，スラブ部材は表面から深部に至って塩化物イオン量が徐々に少なくなっているが，壁
状部材は塩化物イオンの移動・濃縮現象が確認された．これは，スラブ部材が壁状部材に比較
して降雨によって含水率が上昇する機会が多いこと，すなわち水分浸透量が多いことにより，
細孔空隙に存在する水分が炭酸ガスの経路を埋めて，中性化の進行が遅くなることが要因の一
つとして考えられる．しかし，供用年数が 20 年以上となった場合，部材による明確な違いは
確認されなかった． 
 
表- 6.4.1 塩化物イオン量の分布傾向確認のための区分条件 
項目 区 分 
部材 スラブ 壁状 
供用年数 
10 年 
未満 
20 年 
未満 
20 年 
以上 
10 年
未満 
20 年 
未満 
20 年 
以上 
平均 Cl－
(kg/m3) 
－ 0～2 2 以上 0～4 4 以上 － 0～2 2 以上 0～4 4 以上
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図- 6.4.2 スラブ部材における平均塩化物イオン量分布 
 
 
図- 6.4.3 壁状部材における平均塩化物イオン量分布 
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図- 6.4.4 スラブ部材における平均塩化物イオン量の分布割合 
 
 
図- 6.4.5 壁状部材における平均塩化物イオン量の分布割合 
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6.4.4 考察 
平均塩化物イオン量を用いて，鉄筋位置での塩化物イオン量を求めるために，実構造物での
塩分浸透傾向を使用して分配則 DoC を作成した．DoC の塩化物イオン量分配の基本テーブル
表を表- 6.4.2 および表- 6.4.3 に示す．なお，基本テーブル表において，深部のコアが採取でき
ていない区分もあった．同箇所については，他の区分を参考として深さ方向に減少となるよう，
推定値を入力した．また，基本テーブル表で用いた塩化物イオン量の深さ方向の分配割合を表
- 6.4.4 および表- 6.4.5 に示す． 
DoC は，調査対象構造物の「部材」，「供用年数」，「平均塩化物イオン量」を条件として，該
当する基本テーブル表の値を用いることによって，中性化による複合劣化の影響などを考慮し
た塩化物イオン量の浸透状況を推定できるものである． 
具体的には，電磁波レーダで得られた測点でのかぶりの範囲において，構造物が該当する
DoC の塩化物イオン量テーブルの値を引用して，分布割合に変換する．次に，SAE によって
推定される平均塩化物イオン量を，DoC から求めた分布割合を用いて深さ方向に分配し，鉄筋
位置での塩化物イオン量を推定する手順となる． 
これにより，調査対象コンクリートの表面塩化物イオン量と拡散係数が不明であったとして
も，完全非破壊で鉄筋位置における塩化物イオン量に換算して推定することが可能となるもの
と考える．また，Fick の拡散方程式の課題のひとつである，かぶりの手前で塩化物イオン量が
0 kg/m3となる現象も回避できる． 
しかし，分配則 DoC は，対象となるデータ数が未だ少なく，例えば供用年数が 10 年単位と
なっていることからも分かるとおり，厳密な値を求めるものとはなっていない．今後は，調査
で得られる塩化物イオン量分布データの蓄積により，塩化物イオン量分布割合シミュレーショ
ンなどを構築し，鉄筋位置での塩化物イオン量の推定精度を向上させることが望まれる． 
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表- 6.4.2 スラブ部材：経年ごとの塩化物イオン量の分布 
0～2(kg/m3) 2(kg/m3)以上 0～4(kg/m3) 4(kg/m3)以上
0.5 1.76 4.99 12.75 2.86 7.76
1.5 0.59 3.47 8.24 3.29 13.23
2.5 0.27 1.13 6.43 2.51 11.05
3.5 0.22 0.38 1.74 2.14 8.39
4.5 - 0.20 0.50 1.57 7.02
5.5 - 0.15 0.23 1.33 5.06
6.5 - 0.10 0.23 1.05 4.25
7.5 - 0.12 0.22 0.85 3.84
8.5 - 0.09 0.22 0.85 3.28
9.5 - 0.07 0.21 0.81 3.09
10.5 - 0.06 0.21 0.68 2.67
11.5 - 0.05 0.20 0.66 2.41
12.5 - 0.05 0.20 0.50 2.41
13.5 - 0.04 0.20 0.50 2.10
14.5 - - - 0.50 2.10
15.5 - - - 0.50 1.80
16.5 - - - 0.50 1.80
合計（kg/m3) 2.84 10.90 31.58 21.10 82.26
表面からの
距離(cm) 10年未満
20年未満 20年以上
各試料の平均塩化物イオン量(kg/m3)
 
 
表- 6.4.3 壁状部材：経年ごとの塩化物イオン量の分布 
0～2(kg/m3) 2(kg/m3)以上 0～4(kg/m3) 4(kg/m3)以上
0.5 0.40 1.69 3.40 4.04 16.32
1.5 0.06 2.61 4.58 3.73 17.15
2.5 0.03 2.54 5.71 2.90 14.11
3.5 0.03 2.12 5.33 2.38 10.97
4.5 0.03 1.74 4.74 1.74 8.15
5.5 0.03 1.58 4.09 1.26 5.84
6.5 0.03 1.26 2.96 0.78 4.26
7.5 0.02 1.03 2.77 0.57 2.80
8.5 0.01 0.84 2.32 0.57 1.99
9.5 0.01 0.82 1.97 0.45 1.36
10.5 - 0.77 1.41 0.45 1.16
11.5 - 0.62 1.19 0.42 0.92
12.5 - 0.52 1.05 0.42 0.80
13.5 - 0.46 0.92 0.36 0.75
14.5 - 0.37 0.70 0.34 0.75
15.5 - 0.33 0.66 0.32 0.70
16.5 - 0.30 0.66 0.30 0.70
合計（kg/m3) 0.65 19.60 44.46 21.03 88.73
表面からの
距離(cm) 10年未満
20年未満 20年以上
各試料の平均塩化物イオン量(kg/m3)
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表- 6.4.4 スラブ部材：経年ごとの塩化物イオン量の分布割合 
0～2(kg/m3) 2(kg/m3)以上 0～4(kg/m3) 4(kg/m3)以上
0.5 62.0% 45.8% 40.4% 13.6% 9.4%
1.5 20.8% 31.8% 26.1% 15.6% 16.1%
2.5 9.5% 10.4% 20.4% 11.9% 13.4%
3.5 7.7% 3.5% 5.5% 10.1% 10.2%
4.5 - 1.8% 1.6% 7.4% 8.5%
5.5 - 1.4% 0.7% 6.3% 6.2%
6.5 - 0.9% 0.7% 5.0% 5.2%
7.5 - 1.1% 0.7% 4.0% 4.7%
8.5 - 0.8% 0.7% 4.0% 4.0%
9.5 - 0.6% 0.7% 3.8% 3.8%
10.5 - 0.6% 0.7% 3.2% 3.2%
11.5 - 0.5% 0.6% 3.1% 2.9%
12.5 - 0.5% 0.6% 2.4% 2.9%
13.5 - 0.00 0.01 2.4% 2.6%
14.5 - - - 2.4% 2.6%
15.5 - - - 2.4% 2.2%
16.5 - - - 2.4% 2.2%
表面からの
距離(cm) 10年未満
20年未満 20年以上
各試料の平均塩化物イオン量(kg/m3)
 
 
表- 6.4.5 壁状部材：経年ごとの塩化物イオン量の分布割合 
0～2(kg/m3) 2(kg/m3)以上 0～4(kg/m3) 4(kg/m3)以上
0.5 61.5% 8.6% 7.6% 19.2% 18.4%
1.5 9.2% 13.3% 10.3% 17.7% 19.3%
2.5 4.6% 13.0% 12.8% 13.8% 15.9%
3.5 4.6% 10.8% 12.0% 11.3% 12.4%
4.5 4.6% 8.9% 10.7% 8.3% 9.2%
5.5 4.6% 8.1% 9.2% 6.0% 6.6%
6.5 4.6% 6.4% 6.7% 3.7% 4.8%
7.5 3.1% 5.3% 6.2% 2.7% 3.2%
8.5 1.5% 4.3% 5.2% 2.7% 2.2%
9.5 1.5% 4.2% 4.4% 2.1% 1.5%
10.5 - 3.9% 3.2% 2.1% 1.3%
11.5 - 3.2% 2.7% 2.0% 1.0%
12.5 - 2.7% 2.4% 2.0% 0.9%
13.5 - 2.3% 2.1% 1.7% 0.8%
14.5 - 1.9% 1.6% 1.6% 0.8%
15.5 - 1.7% 1.5% 1.5% 0.8%
16.5 - 1.5% 1.5% 1.4% 0.8%
表面からの
距離(cm) 10年未満
20年未満 20年以上
各試料の平均塩化物イオン量(kg/m3)
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6.5 まとめ 
 
本章では，実構造物調査における与条件の設定方法に関する検討として，以下に示す知見を
得た． 
(1) 実構造物環境でのコンクリート内部の温湿度分布を推定するために，温湿度解析の適
用を提案した．なお，解析期間は 1 か月とすることにより，外気温湿度を反映した結果を
得ることができると考えられる． 
(2) 温度分布は外気温度の変化量に比例して，コンクリート温度の位相差が大きくなる傾
向が見受けられた．また，温度分布の特徴として，1 か月の解析によって深さ 170mm ま
での領域では一様に温度変化する傾向が確認された． 
(3) コンクリート内部の湿度変化は，表層のみが外気相対湿度に追従するような動きを示
し，90mm 以深になるとほぼ初期設定値と変わらない傾向となった． 
(4) 沖縄県火力発電所での SAE による塩分量推定において，コンクリート温度分布と相
対湿度分布を神奈川県火力発電所コンクリートの調査時の値に置き換えた場合，コンクリ
ート導電率ߪୡା௔௡௜௢௡で 0.024 S/m，推定塩化物イオン量で 3.55 kg/m3の違いが生じること
となる．したがって，電磁波を用いて振幅値を測定する場合，調査時点でのコンクリート
内部の温度・相対湿度を反映することが重要であるといえる． 
(5) コンクリート供試体において，周囲環境温度の変化測定時の電磁波レーダと既知のか
ぶりを利用した比誘電率を算出したところ，比誘電率に明確な温度依存性はなかった． 
(6) コンクリート供試体において，相対湿度の増加に伴い比誘電率は増加することが確認
され，相対湿度から比誘電率を求める式を設定した． 
ߝఊ ൌ 0.0015488 ∗ ܴܪ2 െ 0.20822 ∗ ܴܪ൅ 12.84  
ここで，ܴܪ は相対湿度(%)，但し 60≦ ߝఊ ≦90 に適用 
(7) 電磁波測定による SAE で求まる平均塩化物イオン量を元に，鉄筋位置での塩化物イ
オン量を求めるために実構造物での塩分浸透量を条件別平均モデルとして適用すること
とした．塩化物イオン量の分配則を DoC とし，以後調査によってさらなる塩化物イオン
量分布データが蓄積されることにより，分配則がより実モデルに近づくことが可能である
と考える． 
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 細孔空隙が電磁波減衰に及ぼす影響評価 
 
7.1 概要 
 
第６章の DoC の検討において，建設後 20 年未満のスラブ部材と壁状部材で，表層付近の塩
化物イオン浸透量に違いが確認された．両者の違いは，炭酸化によって塩化物イオン量の固定
能力が低下してコンクリートに塩分が濃縮する 1)ことによるものである．本現象は，コンクリ
ートの炭酸化によって，塩分浸透を助長することになるとも考えられるが，一方で炭酸化によ
って細孔が充填されて組織が緻密化することにより圧縮強度の上昇や物質移動が抑制される
ことが報告されている 2)．また，実環境のコンクリート構造物は，主として乾燥の影響でシリ
ケートアニオン鎖の縮重合に伴う層状構造が形成され，C-S-H が収縮することより硬化セメン
トペーストの細孔径分布が粗大化することも報告されている 3)． 
上記現象は何れもコンクリートの細孔空隙が変化したことによるものであるが，電磁波伝搬
現象において，細孔空隙が電磁波減衰へ与える影響については明らかにされていない．そこで
本章では，電磁波減衰と細孔空隙の関係を整理するとともに，経年劣化を受けた実構造物より
コアを採取し，深さ方向 1 cm 毎で細孔空隙の分析を行い，塩害と炭酸化の複合劣化が電磁波
測定に及ぼす影響の可能性について考察を行った． 
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7.2 コンクリートの細孔空隙と電気的性質の関係について 
 
コンクリートは，セメント，水，骨材，空気が混合された建設材料であり，その構造は粗骨
材間の空隙をモルタルが，細骨材間の空隙をセメントペーストが充填する構造となっている．
セメント粒子は，水と接した後に反応を始め，時間の経過に伴い析出された水和物で周辺の水
隙を埋めて，毛細管空隙（水隙）を形成していく．セメントには数種類の水硬性化合物が含ま
れるが，種類によって水隙を埋めていく形態と速度が異なる．アルミネート系の水和物はシリ
ケート系水和物に比べ溶解度が高く，結晶性の良い大きな水和物を形成し，水隙をおおまかに
分割し，反応速度が速いことも伴って，水和初期の強度発現に寄与する．一方，シリケート系
水和物の場合には溶解度が低く，セメント粒子付近に結晶性の悪い水和物を生成し，空隙サイ
ズの小さいゲル空隙（水隙）を生成する．この水和物は主に硬化体長期強度発現に寄与する．
なお，この水和物は，析出すべき空間がなければ反応は進まず，未反応のまま長期間残ること
となる 4)．図- 7.2.1 に示すとおり，セメントペースト部分の構造はセメントの水和に伴って生
成した水和物が時間の経過とともに，セメント粒子間の空隙（水隙）を埋めていき，次第に液
相部が減少し，これに替わって固相部の相対比が増大していく．セメント粒子およびセメント
の水和物で埋めることができなかった空隙は，主にそのサイズによっての図- 7.2.2 ように分類
される 6)．ちなみに，空隙は，練り混ぜの際に取り込まれるエントラップドエアおよび AE 剤
などを使用した場合に連行導入されるエントレインドエア，水で満たされた水隙に分類される．
さらに水隙は，毛細管空隙および C-S-H 水和物の層間に相当するゲル空隙に分類される．な
お，図- 7.2.2 に併記した毛細管空隙の範囲については諸説あるが，本章では 10 nm～1×104 nm
の領域に着目してデータの分析を行うこととした． 
一般的に，コンクリートは高い抵抗性を有しており，それはコンクリート中の電解液のアル
カリ性に起因する電気化学的効果によるものとされている．湿潤状態のコンクリートは，基本
的に約 100Ω/m までの電気抵抗率をもつ電解液として挙動し，気中で乾燥されたコンクリート
は約104Ω/mの抵抗率を有する．なお，絶乾状態のコンクリートの抵抗率は約109Ω/mとなり，
コンクリートが絶縁体となることとなる．水が除去された後のコンクリートの電気的抵抗率の
大幅な上昇は，電流が電解液によって，すなわち蒸発性の水の中にあるイオンによって，湿潤
状態のコンクリートの中を伝導される．しかし，毛細管が分断されている場合は，骨材の抵抗
率が大きいことから，電流はゲル水の中を通ることとなる．したがって，水の体積や，空隙水
の中に存在するイオン濃度が少しでも上昇すると，セメントペーストの電気抵抗率が低下する
といわれている 7)． 
以上より，細孔構造が変わることにより空隙水の存在可能量も変わり，空隙水は原則毛細管
によって連続性が保たれることにより，電解液の量的変化でコンクリートの電気的性質が変化
することが考えられる． 
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図- 7.2.1 水和の各段階におけるセメントペーストの体積割合の模式図 5) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 7.2.2 コンクリート空隙の名称 6)に一部加筆 
  
毛細管空隙 ゲル空隙 
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7.3 試験方法 
 
本検討では，現場から採取したコアを 10 mm ずつカットし，各層における塩化物イオン量
および細孔径分布の測定を行った．細孔径分布の測定に関して，2012 年度及び 2013 年度で異
なる分析機器を使用していることから，分析結果についても若干特性が異なるものとなってい
る．本検討の各コアの分析に使用した分析機器を表- 7.3.1 に示す． 
 
表- 7.3.1 各コアの採取箇所及び使用分析機器 
コア 採取年度 地点 採取箇所 塩化物イオン量測定機器
細孔径分布
測定機器
A 側面
B 天端①
C 天端②
D 放水口①
E 放水口②
F 放水口③
G 護岸A
H 護岸B
I 火力発電所(神奈川)
海上デッキ
A-1
J 側面上
K 側面下
L 天端①
M 旧護岸
N 旧躯体陸側
O 旧躯体海側
平沼産業
株式会社製
電位差滴定
自動装置
COM-1750 株式会社
島津製作所製
オートポアⅣ
9520
マウンテック
株式会社製
水銀圧入式
ポロシメータ
PASCAL series
2012
年度
2013
年度
火力発電所
(沖縄)
水力発電所
(沖縄)
火力発電所
(長崎)
事業所
(福岡)
火力発電所
(長崎)
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7.3.1 塩化物イオン量の測定 
電磁波によるコンクリート中の塩化物イオン量推定手法の推定精度の検討，また塩化物イオ
ン量分布，見かけの拡散係数の経年変化を把握するため，実構造物から試料を採取した．本研
究の塩化物イオン量測定は，電位差滴定法を用いて行った．本検討で使用する分析機器は平沼
産業株式会社製の「電位差滴定自動装置 COM-1750」を使用した．手順を以下に示す．また，
COM-1750 の試験装置の概要を写真- 7.3.1 に示すとともに，仕様を表- 7.3.2 に示す． 
 
手順① コアドリルを用いてφ75 mm のコア採取を行う． 
手順② 採取したコアにフェノールフタレイン溶液を噴霧し，中性化深さを測定する． 
手順③ カッターを用い，コアをコンクリート表面から 10 mm ずつ切断する． 
手順④ JIS A 1154 付属書「硬化コンクリート中に含まれる塩化物イオン分析用試料の採取
方法」に準拠し，分析用試料を作製する． 
手順⑤ JIS A1154「硬化コンクリート中に含まれる塩化物イオンの試験方法」に準拠し，
電位差滴定法により全塩化物イオン量を求める． 
 
 
写真- 7.3.1 電位差自動滴定装置 COM-1750 
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表- 7.3.2 COM-1750 の仕様 
主制御部 PC-1750　システムマネージャ
マルチ滴定機能 タイトステーションを最大4台まで接続することにより、同時に4種類までの測定が可能
滴定の種類 電位差滴定、分極滴定、光度滴定、電導度滴定 （※それぞれの測定ユニットによる）
制御方式 マイクロコンピュータによる滴加量待ち時間制御方式
滴定様式
検索滴定、 変曲点検出、 設定点検出、変曲点／設定点検出、交点検出（F,B,V1,V2)
＜その他の機能＞精密分注、石油製品中和価モード（1,2）、pHスタット、pKa測定、 計算
終点検出方式 二次微分による自動検出（スムージング機能あり）、設定点検出、交点検出
終点検出数 検索滴定：最大5終点、コンディション連結時：最大5終点
表示器 17インチTFTカラー液晶表示器
表示内容
滴定条件、滴加毎データ、滴定結果、滴定曲線、微分曲線、滴定結果一覧、統計計算結果，
各種条件設定表示、Windows(R)関連表示など
滴定結果の記憶
滴定結果と滴定条件をペアで内蔵のハードディスクに保存（1フォルダあたり約250組）
ハードディスク、外部メモリ間でのデータの複写、移動が可能
設定操作方法 ウインドウ表示によるマウス入力、キー入力併用方式
サンプル情報 サンプルＮｏ.：2桁、ＩＤコード：16桁英数文字
マスタファイル 滴定実行ファイル：50ファイル
コンディションファイル
滴定条件のまとめファイル：50ファイル 
（メソッド、コンスタントパラメータ、制御モードファイルから構成）
コンディションファイルの連結 9ファイル（ただし、滴定ファイルの連結は5ファイルまで）
滴定制御モードファイル
標準ファイル：50ファイル、石油製品中和価ファイル：50ファイル 
メ－カ設定モード（0～11）、ブランクモード（12～19）、 ユーザ設定モード（20～49）
コンスタントパラメータ
濃度計算定数の設定パラメータのファイル：50ファイル
K,L（定数）、F（ファクタ）、MまたはN（モル濃度または規定度），
B（ブランクmL）、S（試料量、T（温度）
サンプルファイル 99ファイル（サンプルNo.、IDコ－ド、マスタファイル及び試料量）
自動入力機能
滴定結果をコンスタントパラメータ（ブランク、ファクタなど）に自動的にセットする機能．
自動入力先のコンディションファイルを任意に指定可能
計算機能 濃度計算、統計計算、pH自動補正計算
分岐機能 滴定前の電位を測定後、最大3コンディションまで分岐
GLP対応機能 ビュレット精度チェック、電極チェック、ビュレット使用頻度の表示・印字，電極メンテナンスの表示・印字、試薬残量表示と警報
外部入出力
RS-232C：1ポート（天秤またはコンピュータ接続用）
※天秤とコンピュータを同時に接続使用する場合はオプションのAQI-603中継BOXが必要となります．
LAN：1ポート，USB：（詳細は構成のパソコン仕様による）
電源 AC100 50/60Hz 220VA
大きさ・重さ 700W×700D×400H（mm）　約19.0ｋｇ  
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7.3.2 細孔径分布の測定 
本検討では，水銀圧入法によって細孔径分布の測定を行った．試料は，コアから粒径 2.5~5.0 
mm のモルタル片を取り出し，コンクリート表面から 10 cm の深さまでの試料の測定を行った．
2012 年度は，試料を 1 週間凍結乾燥させ，分析機器はマウンテック株式会社の「水銀圧入式
ポロシメータ PASCAL series (PASCAL140, PASCAL440)」を使用した．2013 年度は，試料
を真空ポンプにより 24 時間抜気乾燥させ，分析機器は株式会社島津製作所の「オートポアⅣ
9520」を使用した．「水銀圧入式ポロシメータ PASCAL series」及び「オートポアⅣ9520」
の試験装置の概要を写真- 7.3.2 および写真- 7.3.3 に示すとともに，仕様を表- 7.3.3 および表- 
7.3.4 示す．なお，細孔直径の測定範囲は，PASCAL series で 3.6 nm ≦ D≦ 6×105 nm，オート
ポアⅣ9520 で 3 nm ≦ D≦ 5×105 nm となる．すなわち，測定可能な最小細孔直径は，図- 7.2.2
より毛細管空隙のそれとほぼ一致することとなる． 
 
 
写真- 7.3.2 水銀圧入式ポロシメータ PASCAL series 
 
表- 7.3.3 PASCAL series の仕様 
PASCAL 140 PASCAL 440
細孔容積分解能
圧力レンジ 0.1～400 kpa 0.1～400 Mpa
細孔測定範囲(半径) 300,000～1,900nm 7,500～1.8nm
粒度測定範囲(直径) 3,000～15μm 40～0.015μm
収録データ数 2,500
寸法
重量 55kg 68kg
電源
0.1mm
112～130V, 110～405VA,50～60Hz
40×67×85(WDH)cm
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写真- 7.3.3 オートポアⅣ9520 
 
表- 7.3.4 オートポアⅣ9520 の仕様 
測定方式
細孔直径 測定範囲
圧力 測定範囲
低圧部： 69 Pa（0.01psi）
高圧部： 大気圧～34 MPa（5,000psia），689 Pa（0.1psi）34～414 MPa（5,000～60,000psia），2,070 Pa（0.3psi）
圧力測定 制度
測定 ステージ数
圧入量分解能
圧入量 測定精度
試料セルの種類
測定データ点数
高圧示差測定
圧入平衡判定件
演算物性
大きさ・重さ
所要電源
本体：100/120/220/240VAC±10％、50/60Hz、500VA（真空ポンプを除く）
コンピュータ：100VAC±10％、50/60Hz、500VA
試料セルの圧入体積の±1%
幅543×奥行780×高さ1430mm、250kg（コンピュータ関係を除く）
全細孔容積、全細孔比表面積、平均細孔直径、メディアン細孔直径、密度、 
気孔率、 粒度分布、細孔屈曲度、圧縮率、浸透率、フラクタル次元他多数
低圧部 ±1.0%FS，高圧部 ±1.0%FS
低圧部 4，高圧部 2
0.1mm3以下
18種類
可
最大2,500点
圧力測定 分解能
0～345 kPa（50psia），大気圧～414 MPa（60,000psia）
約500～0.003μm（30Å）
水銀圧入方式
時間判定 0～10,000sec，圧入速度判定 0～1,000.000mm3/g/sec
連続スキャンモード 
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7.4 実験データの整理 
 
ポロシメータにより取得した「細孔容積」，「平均細孔径」，「総細孔表面積」の値を，以下に
整理した． 
 
7.4.1 各コアの累積細孔容積 
各コアの累積細孔容積の測定結果を Appendix 2 に示す．以下に，累積細孔容積の整理例を
示す．分布や程度は地点や採取部位にもよるが，表層付近（0-1，1-2cm）の累積細孔容積が深
部のものと異なる傾向となっており，採取したコア全般において減少傾向が確認された． 
 
図- 7.4.1 累積細孔容積(コア A) 
 
図- 7.4.2 累積細孔容積(コア K) 
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7.4.2 各層の塩化物イオン量と細孔容積との比較 
各コアの塩化物イオン量と細孔容積との比較および中性化深さを Appendix 2 に示す．細孔
容積は，総細孔容積及び，細孔直径 D の範囲を 105 nm≦ D，104≦D＜105 nm，103≦D＜104 
nm，102≦D＜103 nm，10≦D＜102 nm，1≦D＜10 nm に分け，それぞれの範囲の細孔容積
との比較を示す．ここで示す中性化深さとは，フェノールフタレイン 1％溶液による測定であ
る．福島ら 8)の研究によると，フェノールフタレイン 1％溶液の示す中性化深さは，CaCO3と
Ca(OH)2が混在する部分炭酸化領域にあり，CaCo3が存在しなくなる炭酸化フロントは深さの
約半分に相当することが示されている．よって，炭酸化領域については，中性化深さならびに
塩化物イオンの濃縮深さより推察することとした． 
各層の塩化物イオン量と細孔容積の比較例として，中性化の進行が確認されていないコア C
を図- 7.4.3 に，約 1cm の中性化進行が確認されているコア F を図- 7.4.4 に示す．図- 7.4.3 お
よび図- 7.4.4 の深度方向分布より，総細孔容積では両者に中性化進行の有無による明確な違い
は確認されなかったが，104 nm より小さい細孔径においては中性化進行の有無による細孔容
積の違いが確認された．ただし，細孔容積の変化は，一様な変化とはなっておらず，例えば 102
≦D＜103 nm では中性化範囲において増加，100≦D＜101 nm では中性化範囲において減少し
ていることが確認された． 
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図- 7.4.3 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア C) 
(103≦D＜104nm) 
(104≦D＜105 nm) (105nm≦D) 
(102≦D＜103nm) 
(10≦D＜102nm)  (1≦D＜10nm) 
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図- 7.4.4 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア F) 
(103≦D＜104nm) 
(104≦D＜105 nm) (105nm≦D) 
(102≦D＜103nm) 
(10≦D＜102nm)      中性化深さ  (1≦D＜10nm)      中性化深さ 
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7.4.3 各層の塩化物イオン量と平均細孔径との比較 
各コアの塩化物イオン量と平均細孔径の比較を Appendix 2 に示す．図- 7.4.5 に，平均細孔
径の整理例を示す．平均細孔径は，炭酸化領域において大きくなる傾向が確認された．なお，
2012 年に実施した平均細孔径の分析結果（コア A～I）は，フリーズドライの影響か機器側の
固有特性か不明であるが，エラー値や平均細孔径のばらつきが大きいものとなっていた．2013
年の分析結果（コア J～O）より，炭酸化範囲の平均細孔径は，コンクリート内部に比べて，2
～4 倍の細孔径となることが確認された．これは炭酸化によって，主として 104 nm 以下の径
の細孔容積が少なくなったことが要因として考えられる． 
   
       コア D(2012)               コア G(2012) 
   
       コア J(2013)                コア K(2013) 
   
       コア M(2013)                コア N(2013) 
図- 7.4.5 塩化物イオン量と平均細孔径の比較  
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7.4.4 各層の塩化物イオン量と総細孔表面積との比較 
各コアの塩化物イオン量と総細孔表面積との比較を Appendix 2 に示す．図- 7.4.6 に，総細
孔表面積の整理例を示す．各コアの総細孔表面積は，コンクリート表層よりも内部の方が大き
くなる傾向が確認された． 
また，炭酸化範囲の総細孔表面積は，それ以外の範囲と比べておおよそ 0.5 倍の表面積とな
っていた．これは平均細孔径との比較と同様に，炭酸化によって主として 104 nm 以下の径の
細孔容積が少なくなったことが要因として考えられる． 
   
       コア A(2012)               コア B(2012) 
 
       コア C(2012) 
   
       コア D(2012)               コア E(2012) 
図- 7.4.6 塩化物イオン量と総細孔表面積の比較  
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7.5 考察 
 
7.5.1 各コアの塩化物イオン量と各種データとの相関係数 
各コアの塩化物イオン量と総細孔容積，区分細孔容積，平均細孔径及び総細孔表面積との相
関係数を算出した．相関係数を表- 7.5.1 に示すとともに，各コアの塩化物イオン量と各種デー
タとの散布図を Appendix 2 に示す．なお，平均細孔径との相関係数に関しては，異常値が含
まれるコアに関しては算出を行っていない． 
表- 7.5.1 より，相関係数が 0.7 以上のものに着目すると，中性化が確認されているコアとそ
うでないコアで正負の違いが確認された． 
中性化が確認されなかったコアの代表として，コア C の塩化物イオン量と 1≦D<10 nm の
細孔容積の関係を図- 7.5.1 に，中性化が進行しているコアの代表として，コア M の塩化物イ
オン量と 1≦D<10 nm の細孔容積の関係を図- 7.5.2 に示す．図- 7.5.1 および図- 7.5.2 より，
中性化の進行している領域において細孔容積が変化する可能性が示唆された． 
 
図- 7.5.1 塩化物イオン量と細孔容積(1≦D<10)の比較(コア C) 
 
 
図- 7.5.2 塩化物イオン量と細孔容積(1≦D<10)の比較(コア M) 
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表- 7.5.1 塩化物イオン量と各種データとの相関係数 
A B C D E F G H I
神奈川
火力発電所
側面 天端① 天端② 放水口① 放水口② 放水口③ 護岸A 護岸B 海上デッキA-1
J K L M N O
側面上 側面下 天端① 旧護岸 旧海側 旧陸側
ポロシデータ数
最大塩化物イオン量
(kg/m3)
中性化深さ(cm) 0 0 0 2.49 1.1 1.02
5.3610.7812.9622.0917.1123.83
10 10 10 10 10 10
0
7
最大塩化物イオン量
(kg/m3)
15.6 7.84 15.39 3.8 7.79 4.38 2.08 2.99 5.67
0.7
10
0.48
6
1.14
10
0.47
8
0.35
6
中性化深さ(cm)
ポロシデータ数
0
10
0
5
0
10
g
h
i
コア
採取年度
採取箇所
コア
採取年度
採取箇所
a
b
c
d
e
f
総細孔容積
平均細孔径
総細孔表面積
細孔容積
1≦D＜10
細孔容積
10≦D＜102
細孔容積
102≦D＜103
細孔容積
103≦D＜104
細孔容積
104≦D＜105
細孔容積
105≦D
2012
福岡
火力発電所
a
b
c
d
e
f
g
h
i
0.788
細孔容積
102≦D＜103
細孔容積
10≦D＜102
細孔容積
1≦D＜10
総細孔容積
沖縄
火力発電所
沖縄
水力発電所
長崎
火力発電所
総細孔表面積
平均細孔径
細孔容積
105≦D
細孔容積
104≦D＜105
細孔容積
103≦D＜104
-0.523 -0.878
-0.924 -0.876
-0.443 0.937
-0.578 -0.960 -0.884
-0.594
0.0310.016
0.303 0.620
-0.959 -0.285 -0.677 -0.268 0.761 -0.398 -0.340
-0.766 -0.882
0.1160.6630.516
0.487 -0.212 0.030
-0.283
-0.688-0.454-0.240
-0.732
長崎
火力発電所
0.559 -0.491
0.750 0.375 -0.396
-0.233 0.923
0.039
0.660 0.888 0.390 0.467
0.073 0.517 -0.557 -0.299 -0.774 -0.309
0.266 0.405 0.143 -0.279
-0.501 -0.534
-0.430 0.176 -0.630 0.055 0.638
-0.039 -0.677 0.492 0.368 0.878
-0.457 -0.695 0.165 0.425
-0.110
-0.104 0.890 0.328 -0.174
-0.0390.4310.1780.111-0.209-0.248
0.241 -0.573 -0.369
0.924
-0.1810.7820.134-0.890-0.871-0.724
0.100 -0.618 0.312 0.204 0.655
0.5030.455-0.368-0.771-0.862
0.345 0.161
0.512-0.921-0.819-0.831
2013
-0.944
0.810-0.5010.3740.2540.913
-0.655 0.241 -0.032
0.2250.0730.751
0.379
0.4990.3080.104
0.841 0.880
-0.893-0.946
-0.922
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7.5.2 細孔容積の比較 
竹田らの研究 9)によると，炭酸化の進行に伴い 1～104 nm における細孔容積が変化すること
が報告されている．本分析項目において実施する細孔容積の区分は，竹田らの研究を参考にし
て 1,3,5,7,10,30,50,70,100,300,500,700,1000,3000,5000,7000,10000 nm とした．各コアの整
理結果を Appendix 2に示す． 
表- 7.5.2 は，第６章で設定した DoC 区分によるコンクリート表層部付近の塩化物イオン量
浸透パターンを一覧表にしたものである．表- 7.5.2 より，20 年未満のスラブと壁状部材にお
いて同経過年にも係わらず，塩分浸透パターンが異なっていることが確認できる．供用年数 20
年未満のスラブおよび壁状部材の 1～105 nmの範囲における細孔容積を図- 7.5.3～図- 7.5.6に
示す．図- 7.5.3～図- 7.5.6 より，壁状部材において，スラブ部材と比較して表層の細孔容積分
布に違いがあることが確認され，竹田らの研究と同様の現象を確認することができた．よって，
DoC 区分を用いたとしても，ある程度の精度で炭酸化の進行有無を判断できるものと考える． 
Appendix 2の図-16～30 より，全てのコアの細孔径容積分布を確認すると炭酸化の進行によ
り 1≦D<10 nm および 103≦D<104 nm の細孔容積が減少し，102≦D<103 nm の細孔容積が増
加する傾向が確認された．なお，10≦D<102 nm の細孔容積については，炭酸化の影響を受け
て増加するコアと減少するコアと変化しないコアが確認された． 
以上より，実構造物より採取したコアを表層から 1 cm 単位でスライスして水銀圧入式ポロ
シメータを用いて細孔空隙を確認した結果，炭酸化の影響を受けて 104 nm 以下の細孔空隙が
変化することが確認された．また，炭酸化によって微細な細孔径が少なくなることによって，
平均細孔径は大きくなり，細孔表面積が小さくなることが確認された．また，104 nm 以下の
細孔空隙の変化は，緻密化する領域と粗大化する領域があることが確認された． 
 
表- 7.5.2 DoC 区分によるコンクリート表層部塩分浸透パターン 
項目 区 分 
部材 スラブ 壁状 
経年数 
10 年 
未満 
20 年 
未満 
20 年 
以上 
10 年 
未満 
20 年 
未満 
20 年 
以上 
表層部の
塩分浸透
パターン 
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図- 7.5.3 20 年未満スラブ構造物(コア I) 
 
 
図- 7.5.4 20 年未満壁構造物(コア D) 
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図- 7.5.5 20 年未満壁構造物(コア E) 
 
 
図- 7.5.6 20 年未満壁構造物(コア F) 
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7.5.3 SAE における細孔空隙の評価について 
毛細管空隙（3≦D<104 nm）は，その空隙の連続性により細孔溶液の連続性を保ち，コンク
リートの導電率に大きく影響を与える要因のひとつである．本検討にて，実構造物よりコアを
採取して細孔径を確認したところ，炭酸化の進行に伴い 104 nm 以下の細孔容積が変化するこ
とを確認した． 
図- 7.5.7 は，毛細管空隙の範囲として今回取り扱った 3～104 nm の細孔径の大きさの比を
模式図で示したものである．なお，水の分子の大きさは 0.38 nm となり，イオンを溶解した水
溶液が空隙中を透過する場合はそれ以上の径が必要になると考えられる．図- 7.5.7 より，細孔
直径が 1 桁小さくなると，径の大きさとしては大きな差となり，毛細管空隙が大小異なる空隙
で構成されていることが確認できる．SAE の主たるインプットデータとなる電磁波レーダの反
射強度は，この毛細管空隙中に存在する毛管水の導電率の影響を受けて変化する．この時，大
きな空隙が数多くあるほど，物質移動性が大きくなり，導電率の値も大きくなることが考えら
れる．しかし，炭酸化が生じた場合，毛細管空隙中のもっとも大きな 103≦D<104 nm の細孔
容積が減少することから，物質移動抵抗性は高くなり，毛管水中の導電率が小さくなる可能性
が考えられる．なお，炭酸化によって物質移動抵抗性が高くなることについては，既往の研究
1)と同様の傾向となる． 
以上より，実構造物で SAE により塩化物イオン量を推定する際に，表- 7.5.2 の DoC 区分に
おいて炭酸化の影響が生じている想定される場合は，表層付近の導電率が減少する可能性を視
野に入れてシミュレーションを行うこととした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 7.5.7 毛細管空隙領域の細孔直径の比較（3～104 nm） 
 
  
103≦D<104 nm 102≦D<103 nm 10≦D<102 nm 3≦D<10 nm 
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7.6 まとめ 
 
本章では，細孔空隙が電磁波減衰に及ぼす影響評価に関する検討を実施して，以下の知見を
得た． 
(1) 電磁波減衰に影響を及ぼすコンクリートの電気的定数のひとつである導電率は，細孔
空隙のうち毛細管空隙（3≦D<104 nm）中の細孔溶液の連続性や絶対量の影響を受けて
変化する． 
(2) 実構造物より採取したコアを表層から 1 cm 単位でスライスして水銀圧入式ポロシメ
ータを用いて細孔空隙を確認した結果，炭酸化の影響を受けて 104 nm 以下の細孔空隙が
変化することが確認された． 
(3) 炭酸化によって微細な細孔径が少なくなることによって，平均細孔径は大きくなり，
細孔表面積が小さくなることが確認された．また，104 nm 以下の細孔空隙の変化は，緻
密化する領域と粗大化する領域があることが確認された．具体的には，1≦D<10 nm およ
び 103≦D<104 nm の細孔容積が減少し，102≦D<103 nm の細孔容積が増加する傾向が確
認された． 
(4) SAE の主たるインプットデータとなる電磁波レーダの反射強度は，この毛細管空隙中
に存在する毛管水の導電率の影響を受けて変化する．この時，大きな空隙が数多くあるほ
ど，物質移動性が大きくなり，導電率の値も大きくなることが考えられる．しかし，炭酸
化が生じた場合，毛細管空隙中のもっとも大きな 103≦D<104 nm の細孔容積が減少する
ことから，物質移動抵抗性は高くなり，毛管水中の導電率が小さくなる可能性が考えられ
る．なお，炭酸化によって物質移動抵抗性が高くなることについては，既往の研究 1)と同
様の傾向となる． 
(5) 実構造物で SAE により塩化物イオン量を推定する際に，表- 7.5.2 の DoC 区分におい
て炭酸化の影響が生じている想定される場合は，表層付近の導電率が減少する可能性を視
野に入れてシミュレーションを行うこととした． 
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 実構造物における実証実験 
 
8.1 概要 
 
本章では，実構造物における実証実験として，2011 年度から 2014 年度で実施した海洋コン
クリート構造物の調査について，取得したデータについて整理を行うとともに，電磁波を用い
た塩化物イオン量の推定と従来手法であるコア化学分析結果を比較検証した． 
その結果，SAE と DoC を用いることによって，多様な環境下ならびに部材においても，非
破壊で塩化物イオン量を推定できることが確認された．また，調査にかかる時間と費用につい
ても，従来手法と比較することにより，同手法の有効性を確認した． 
 
  
第８章 実構造物における実証試験 
- 162 - 
8.2 調査対象構造物 
 
電磁波を用いたコンクリート中の塩化物イオン量推定の適用性を検討するため，2011 年度
から 4 年間，実構造物を対象としたフィールド調査を実施してデータの蓄積を行った．表- 8.2.1
に現場調査実施構造物の配合および施工年の一覧を示す．また，調査項目一覧を表- 8.2.2 に示
す． 
 
表- 8.2.1 調査対象構造物 配合・施工年 一覧 
2011 2012 2013 2014
新スラブ
新護岸
旧スラブ
旧護岸
護岸Ａ 1974 － 〇 〇
護岸Ｂ 1984 53.7 〇 〇
桟橋、脚柱 1986 55 〇 〇 〇 〇
放水口
発電所内 〇 〇
地下発電所 〇 〇 〇
調査年度
地点 部材 竣工年 セメント種 水セメント比(％)
－ 〇 － 〇
海上デッキ 1998 FB 45 〇
〇
火力発電所
(神奈川)
火力発電所
(広島) 物揚場 1960 N －
〇 〇 〇
北桟橋 1966 H
事業所
(福岡)
2010
FC
- - - 〇
1959 - - - - 〇
-
〇 〇 〇
火力発電所
(沖縄)
水力発電所
(沖縄) 1996 N 60
火力発電所
(長崎) 物揚場 1978 FB 53
N
 
 
表- 8.2.2 調査項目 一覧 
調査項目 調査年度 試料採取方法 使用機材
2011 コア(φ50mm)ドリル削孔採取
塩化物イオン量
面的推定 2011-2014 －
電磁波測定器
HANDYSEARCH
塩化物イオン量
測定
 コアドリル電位差滴定装置
2012-2014 コア(φ75mm)
 
  
第８章 実構造物における実証試験 
- 163 - 
 火力発電所(沖縄県) 
火力発電所(沖縄県)における調査年度毎の試料採取および電磁波測定面の試験数を表- 8.2.3
に示す．また，調査対象部材の概要および位置図を図- 8.2.1～図- 8.2.3 および写真- 8.2.1 に示
す.電磁波測定面の概要を図- 8.2.4 および写真- 8.2.2，写真- 8.2.3 に示す． 
 
表- 8.2.3 火力発電所(沖縄県)の試験数 
コア ドリル
2011 桟橋、護岸 5 6 12
2012 桟橋、護岸 6 - 9
2013 桟橋 6 - 9
2014 桟橋 6 - 11
火力発電所(沖縄)
電磁波測定面数地点 調査年度 測定箇所 試料採取数
 
 
 
図- 8.2.1 火力発電所(沖縄県) 概略図 
 
 
図- 8.2.2 桟橋上面 平面図 
スラブ上面 調査範囲 
桟橋 
護岸コンクリート
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図- 8.2.3 桟橋下面 断面図 
 
 
写真- 8.2.1 桟橋 
 
スラブ上面
柱/主桁/横桁 
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図- 8.2.4 スラブ上面 測定面概要(赤字：コア採取面)  
 
 
写真- 8.2.2 桟橋(柱/主桁/横桁) 
 
写真- 8.2.3 右：桟橋スラブ(スラブ 2-5) 左：護岸(護岸 A/護岸 B) 
 
主
桁 
横桁 
柱 
護岸 B 
護岸 A 
 
 
スラブ 2-5 
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 水力発電所(沖縄県) 
水力発電所(沖縄県)における調査年度毎の試料採取および電磁波測定面の試験数を表- 8.2.3
に示す．また，調査対象部材の概要および位置図を図- 8.2.5 に示す.電磁波測定面の概要を写
真- 8.2.4 および図- 8.2.6，図- 8.2.7 に示す． 
 
表- 8.2.4 水力発電所(沖縄県)の試験数 
コア ドリル
2011 放水口，地下発 11 - 18
2012 放水口，地下発 6 - 11
2013 地下発電所 4 - 3
水力発電所(沖縄)
電磁波測定面数地点 調査年度 測定箇所 試料採取数
 
 
 
図- 8.2.5 水力発電所(沖縄県) 概略図 
 
 
写真- 8.2.4 左：地下発電所(地下発 2)   右：放水口(放水口 2-6) 
 
地下発 2 
放水口 2-6 
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図- 8.2.6 放水口 測定面概要 
 
 
図- 8.2.7 地下発電所 測定面概要 
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  火力発電所(神奈川県) 
火力発電所(神奈川県)における調査年度毎の試料採取および電磁波測定面の試験数を表- 
8.2.3 に示す．また，調査対象部材の概要および位置図を写真- 8.2.5 および写真- 8.2.6 に示す.
電磁波測定面の概要を図- 8.2.8 および写真- 8.2.7 に示す． 
 
表- 8.2.5 火力発電所(神奈川県)の試験数 
コア ドリル
2011 スラブ，桟橋 5 - 12
2012 スラブ 3 - 9
2013 スラブ，桟橋 6 - 6
2014 スラブ 5 - 5
火力発電所
(神奈川)
電磁波測定面数地点 調査年度 測定箇所 試料採取数
 
 
 
 
写真- 8.2.5 スラブ測定位置 
海上デッキ 
スラブ 
測定実施範囲 
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写真- 8.2.6 北桟橋 測定位置 
 
 
図- 8.2.8 スラブ 測定面概要 
 
 
 
  
北桟橋 
測定実施箇所 
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写真- 8.2.7 北桟橋 測定面概要 
 
  
スラブ
壁 3 壁 2
壁 3 対面に壁 1 
●コア採取箇所 
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 火力発電所(長崎県) 
火力発電所(長崎県)における調査年度毎の試料採取および電磁波測定面の試験数を表- 8.2.3
に示す．また，調査対象部材の概要および位置図を図- 8.2.9 に示す.電磁波測定面の概要を写
真- 8.2.8 に示す． 
 
表- 8.2.6 火力発電所(長崎県)の試験数 
コア ドリル
2012 物揚場 3 - 4
2013 物揚場，桟橋 7 - 4
2014 物揚場 5 - 4
火力発電所
(長崎)
電磁波測定面数地点 調査年度 測定箇所 試料採取数
 
 
 
図- 8.2.9 火力発電所(長崎県) 測定位置 
 
 
写真- 8.2.8 左：物揚場(天端/側面) 右：桟橋 
側面 
天端 
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 事業所(福岡県) 
事業所(福岡県)における試料採取および電磁波測定面の試験数を表- 8.2.3 に示す．また，調
査対象部材の概要および位置図を図- 8.2.10 に示す.電磁波測定面の概要を写真- 8.2.9 に示す． 
 
表- 8.2.7 事業所(福岡県)の試験数 
コア ドリル
事業所(福岡) 2013 新旧護岸/スラブ 5 - 3
電磁波測定面数地点 調査年度 測定箇所 試料採取数
 
 
 
図- 8.2.10 事業所(福岡県) 測定位置 
 
 
写真- 8.2.9 取水口 調査範囲概要 
調査範囲
護岸 新スラブ 
旧スラブ 
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 火力発電所(広島県) 
火力発電所(広島県)における試料採取および電磁波測定面の試験数を表- 8.2.8 に示す．また，
調査対象部材の概要および位置図を図- 8.2.11 に示す.電磁波測定面の概要を写真- 8.2.10 に示
す． 
表- 8.2.8 火力発電所(広島県)の試験数 
コア ドリル
火力発電所(広島) 2014 物揚場 5 - 3
電磁波測定面数地点 調査年度 測定箇所 試料採取数
 
 
 
図- 8.2.11 火力発電所(広島県) 測定位置 
 
 
写真- 8.2.10 物揚場 測定面概要 
 
調査範囲 
（物揚場） 
物揚場 
第８章 実構造物における実証試験 
- 174 - 
8.3 調査項目と手順 
 
調査では，電磁波を用いて実構造物のコンクリート中の塩化物イオン量推定を行うことを目
的とし，日本無線株式会社「HANDY SEARCH NJJ-105」を使用した．波形データ解析には，
株式会社計測技術サービス「RC レポートメーカー」を使用した． 
写真- 8.3.1 に調査時の様子を示す． 
 
[フィールド調査] 
手順① 電磁波レーダを用いて鉄筋位置の探査を行い，配筋位置を確認する． 
手順② 測定面を決定し，鉄筋を直角に横断する方向で電磁波測定を行う． 
手順③ 塩化物イオン量推定値の精度を確認するために，実構造物からコアを採取する． 
 
[データ解析・分析] 
手順④ 波形解析を行い，測定面の全鉄筋のかぶりおよび振幅値を算出する．この際，湿気移
動解析より求まる湿度データから求めた比誘電率を用いて，かぶりを推定する． 
手順④ SAE を用いてかぶりの平均塩化物イオン量を推定する．また，DoC により鉄筋位置
の塩化物イオン量を推定する． 
手順⑤ 採取したコアは，表面から 10mm ずつドライカッターで切断し，電位差滴定試験（JIS 
A 1154）を行い，各層のコンクリートに含まれる塩化物イオン量を求める． 
 
 
写真- 8.3.1 左：コア採取の様子 右：電磁波測定の様子 
  
第８章 実構造物における実証試験 
- 175 - 
8.4 調査結果 
 
調査結果のとりまとめとして，下記項目を表- 8.4.1～表- 8.4.3 に示す． 
・電磁波レーダより取得できる「かぶり」，「振幅値」 
・温湿度解析の結果より求めたかぶり領域の「平均温度」，「平均湿度」 
・コンクリート表面湿度から求めた「比誘電率」 
・SAE および DoC のインプット情報として必要な「表面粗度」，「調査部材」，「供用年数」，
「セメント種」 
・採取したコアの化学分析より求めた「平均塩化物イオン量」，「鉄筋位置における塩化物
イオン量」 
・SAE より推定した「平均塩化物イオン量」 
・DoC を用いて平均塩化物イオン量を深さ方向に分配して推定した「鉄筋位置における塩
化物イオン量」 
なお，2011 年度の調査データについては，ドリルによる 2cm 単位での粉体試料採取による
塩分滴定結果の箇所があること，またコア採取をしている箇所においても電磁波レーダの暖機
運転の検討（第４章 4.3 項参照）実施前で電源投入後直ぐの計測値であった．したがって，そ
れ以降の年度と比較して，化学分析結果ならびに電磁波測定値の信頼性が低くなる．よって，
8.5 項以降の検討で実施する用いる調査結果は，2012 年度以降のものを対象とした． 
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表- 8.4.1 調査結果一覧（1/3） 
かぶり 温度 湿度 比誘電率 振幅値
d(mm) t(℃) RH(%) εr(F/m) Wout 実測値 推定値 実測値 推定値
14-スラブA1(縦) 小 スラブ上面 16 127.8 16.78 83.32 6.20 169.50 0.07 2.25 3.17 0.00 0.26
14-スラブA1(横) 小 スラブ上面 16 152.0 16.78 83.32 6.20 102.50 0.08 1.89 3.44 0.00 0.16
14-スラブA2(縦) 小 スラブ上面 16 133.0 16.78 83.32 6.20 197.80 0.06 1.40 2.13 0.10 0.18
14-スラブA2(横) 小 スラブ上面 16 152.0 16.78 83.32 6.20 126.60 0.07 1.23 2.66 0.00 0.13
14-スラブA3(縦) 小 スラブ上面 16 126.8 16.78 83.32 6.20 205.00 0.06 1.55 2.39 0.00 0.20
14-スラブA3(横) 小 スラブ上面 16 148.3 16.78 83.32 6.20 120.90 0.07 1.33 3.10 0.00 0.15
14-スラブA4(縦) 小 スラブ上面 16 138.5 16.78 83.32 6.20 149.50 0.07 1.07 2.89 0.00 0.26
14-スラブA4(横) 小 スラブ上面 16 158.5 16.78 83.32 6.20 115.10 0.07 0.94 2.57 0.00 0.13
14-スラブA5(縦) 小 スラブ上面 16 136.5 16.78 83.32 6.20 148.50 0.07 1.08 3.06 0.00 0.27
14-スラブA5(横) 小 スラブ上面 16 158.5 16.78 83.32 6.20 114.60 0.07 0.93 2.59 0.00 0.13
14－スラブ1(縦) 中 スラブ上面 54 148.3 27.4 86.2 6.40 29.80 0.07 5.008 3.203 3.00 1.20
14－スラブ1(横) 中 スラブ上面 54 172.2 27.4 86.2 6.40 35.10 0.06 4.696 1.684 2.50 0.68
14－スラブ4(縦) 中 スラブ上面 54 134.7 27.4 86.2 6.40 36.70 0.08 5.379 3.720 3.20 1.27
14－スラブ4(横) 中 スラブ上面 54 157.7 27.4 86.2 6.40 41.40 0.06 5.038 2.100 3.00 0.82
14－スラブ6(縦) 中 スラブ上面 54 150.3 27.4 86.2 6.40 43.50 0.06 5.720 2.448 3.50 0.91
14-天端①(縦) 大 スラブ上面 36 136.0 26.4 88.1 6.50 74.70 0.07 9.416 2.655 1.96 0.95
13-天端①(横) 大 スラブ上面 36 113.8 26.4 88.1 6.50 88.30 0.08 10.872 3.831 1.96 1.60
14-天端②(縦) 大 スラブ上面 36 130.0 26.4 88.1 6.50 79.00 0.07 4.523 2.916 1.78 0.99
14-天端②(横) 大 スラブ上面 36 105.0 26.4 88.1 6.50 115.70 0.08 5.177 3.755 1.75 1.57
14-天端③(縦) 大 スラブ上面 36 101.2 26.4 88.1 6.50 99.50 0.09 10.798 4.651 4.06 2.15
14-天端③(横) 大 スラブ上面 36 80.0 26.4 88.1 6.50 215.10 0.08 12.509 4.157 2.10 2.11
14-側面①(縦) 中 壁状部材他 36 144.7 26.4 88.1 6.50 50.40 0.08 3.818 3.721 0.35 0.93
14-側面①(横) 中 壁状部材他 36 125.2 26.4 88.1 6.50 79.20 0.08 4.343 3.965 0.69 1.10
14-側面②(縦) 中 壁状部材他 36 143.0 26.4 88.1 6.50 35.70 0.09 10.064 4.635 0.40 0.29
14-側面②(横) 中 壁状部材他 36 127.0 26.4 88.1 6.50 45.70 0.09 11.232 5.367 0.84 0.65
14-スラブ2-1(縦) 中 スラブ上面 28 93.0 26.80 88.40 6.50 354.00 0.04 2.00 0.32 0.29 0.15
14-スラブ2-1(横) 中 スラブ上面 28 70.0 26.80 88.40 6.50 475.00 0.04 2.56 0.26 0.48 0.13
14-スラブ4-1(縦) 中 スラブ上面 28 115.0 26.80 88.40 6.50 139.00 0.07 1.14 2.76 1.00 1.18
14-スラブ4-1(横) 中 スラブ上面 28 95.0 26.80 88.40 6.50 278.00 0.05 2.46 1.35 1.41 0.63
14-スラブ4-2(縦) 中 スラブ上面 28 100.5 26.80 88.40 6.50 141.00 0.08 1.80 3.87 0.79 1.82
14-スラブ4-2(横) 中 スラブ上面 28 71.0 26.80 88.40 6.50 415.00 0.05 2.19 1.06 1.19 0.53
14-スラブ4-3(縦) 中 スラブ上面 28 92.5 26.80 88.40 6.50 288.00 0.05 0.90 1.33 0.48 0.62
14-スラブ4-3(横) 中 スラブ上面 28 66.5 26.80 88.40 6.50 446.00 0.05 1.05 0.96 0.62 0.48
14-柱(縦) 小 壁状部材他 28 137.0 26.80 88.40 6.50 98.00 0.07 3.56 3.06 0.50 0.77
14-柱(横) 小 壁状部材他 28 107.3 26.80 88.40 6.50 188.00 0.07 4.37 2.64 0.93 0.69
導電率
σ(S/m)
平均塩化物イオン量(kg/m3) 鉄筋位置における塩化物イオン量(kg/m3)供用年数
フライアッシュB種
火力発電所
(沖縄)
14.6.26
調査年度 現場名調査日 試料名（配筋種） 表面粗度 部材
2014
火力発電所
(神奈川)
14.10.27
フライアッシュB種
火力発電所
(広島)
14.7.23
普通ポルトランド
火力発電所
（長崎)
14.8.26
普通ポルトランド
セメント種類
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表- 8.4.2 調査結果一覧（2/3） 
かぶり 温度 湿度 比誘電率 振幅値
d(mm) t(℃) RH(%) εr(F/m) Wout 実測値 推定値 実測値 推定値
13-スラブA1(縦) 小 スラブ上面 15 151.5 14.20 82.80 6.20 140.67 0.07 2.09 2.57 0.00 0.12
13-スラブA1(横) 小 スラブ上面 15 128.5 14.20 82.80 6.20 211.50 0.06 2.46 2.42 0.00 0.20
13-スラブA2(縦) 小 スラブ上面 15 157.0 14.20 82.80 6.20 128.33 0.07 0.52 2.60 0.00 0.13
13-スラブA2(横) 小 スラブ上面 15 140.5 14.20 82.80 6.20 139.17 0.07 0.58 3.37 0.00 0.30
13-桟橋壁①(縦) 中 壁状部材他 47 120.0 14.20 82.80 6.20 147.00 0.07 2.30 3.42 0.29 1.21
14-桟橋壁②(縦) 中 壁状部材他 47 138.0 14.20 82.80 6.20 160.50 0.06 0.76 1.77 0.29 0.61
13-天端①(縦) 大 スラブ上面 35 156.5 26.50 87.90 6.50 38.00 0.07 4.43 2.69 0.15 1.04
13-天端①(横) 大 スラブ上面 35 130.8 26.50 87.90 6.50 50.00 0.08 5.27 3.91 0.15 1.33
13-天端②(縦) 大 スラブ上面 35 121.8 26.50 87.90 6.50 59.00 0.08 3.75 4.26 0.84 1.71
13-天端②(横) 大 スラブ上面 35 96.7 26.50 87.90 6.50 77.00 0.10 4.50 6.04 1.06 2.79
13-天端③(縦) 大 スラブ上面 35 131.2 26.50 87.90 6.50 62.00 0.08 4.87 3.45 0.70 1.17
13-天端③(横) 大 スラブ上面 35 152.5 26.50 87.90 6.50 34.00 0.08 4.26 4.05 0.35 1.62
13-側面①(縦) 中 壁状部材他 35 88.5 26.50 87.90 6.50 107.00 0.11 7.53 6.65 0.80 1.46
13-側面①(横) 中 壁状部材他 35 109.5 26.50 87.90 6.50 48.00 0.11 6.22 7.02 0.69 1.06
13-側面②(縦) 中 壁状部材他 35 112.3 26.50 87.90 6.50 87.00 0.09 7.98 4.83 0.98 0.73
13-側面②(横) 中 壁状部材他 35 130.5 26.50 87.90 6.50 51.00 0.09 7.06 4.77 0.84 0.58
13-スラブ2-3(縦) 中 スラブ上面 27 53.2 28.50 85.70 6.40 568.67 0.05 2.33 0.99 0.61 0.63
13-スラブ2-3(横) 中 スラブ上面 27 76.3 28.50 85.70 6.40 467.33 0.04 1.70 0.27 0.35 0.12
13-スラブ2-4(横) 中 スラブ上面 27 103.5 28.50 85.70 6.40 258.00 0.05 3.14 1.42 0.78 0.67
13-スラブ4-1(縦) 中 スラブ上面 27 102.0 28.50 85.70 6.40 264.33 0.05 1.66 1.45 0.15 0.68
13-スラブ4-1(横) 中 スラブ上面 27 127.0 28.50 85.70 6.40 175.50 0.05 1.34 1.45 0.00 0.49
13-柱(縦) 小 壁状部材他 27 135.7 28.50 85.70 6.40 180.17 0.05 1.26 1.25 0.07 0.31
13-柱(横) 小 壁状部材他 27 106.3 28.50 85.70 6.40 241.17 0.06 1.58 1.95 0.15 0.51
13-主桁(縦) 小 壁状部材他 27 133.2 28.50 85.70 6.40 42.17 0.11 7.54 6.83 1.50 0.83
13-主桁(横) 小 壁状部材他 27 152.3 28.50 85.70 6.40 48.00 0.09 6.70 4.70 0.50 0.32
13-横桁(縦) 小 壁状部材他 27 130.0 28.50 85.70 6.40 76.17 0.09 7.85 4.89 1.00 0.59
13-横桁(横) 小 壁状部材他 27 153.0 28.50 85.70 6.40 54.33 0.08 6.78 4.23 0.50 0.29
普通ポルトランド
セメント種類 導電率σ(S/m) 平均塩化物イオン量(kg/m
3) 鉄筋位置における塩化物イオン量(kg/m3)
2013
火力発電所
(神奈川)
13.11.19
フライアッシュB種
普通ポルトランド
火力発電所
（長崎)
13.7.23
フライアッシュB種
調査年度 現場名調査日 試料名（配筋種） 表面粗度 部材 供用年数
火力発電所
(沖縄)
13.8.22
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表- 8.4.3 調査結果一覧（3/3） 
かぶり 温度 湿度 比誘電率 振幅値
d(mm) t(℃) RH(%) εr(F/m) Wout 実測値 推定値 実測値 推定値
12-スラブA1(縦) 小 スラブ上面 14 151.0 19.10 84.20 6.30 118.70 0.07 0.90 2.69 0.00 0.13
12-スラブA1(横) 小 スラブ上面 14 128.7 19.10 84.20 6.30 178.80 0.07 1.06 2.56 0.00 0.21
12-スラブA2(縦) 小 スラブ上面 14 156.7 19.10 84.20 6.30 125.00 0.06 0.68 2.16 0.00 0.11
12-スラブA2(横) 小 スラブ上面 14 135.0 19.10 84.20 6.30 175.10 0.06 0.79 2.24 0.00 0.20
12-スラブA3(縦) 小 スラブ上面 14 151.5 19.10 84.20 6.30 149.40 0.06 0.91 1.82 0.00 0.10
12-スラブA3(横) 小 スラブ上面 14 129.7 19.10 84.20 6.30 184.50 0.06 1.06 2.36 0.00 0.20
12-天端①(縦) 大 スラブ上面 34 123.0 28.80 85.00 6.30 75.50 0.08 2.76 4.22 0.02 1.69
12-天端①(横) 大 スラブ上面 34 141.0 28.80 85.00 6.30 50.00 0.08 2.41 3.72 0.02 1.33
12-天端②(縦) 大 スラブ上面 34 104.0 28.50 85.00 6.30 71.00 0.11 4.61 6.41 0.16 2.96
12-側面(縦) 中 壁状部材他 34 133.0 28.50 85.00 6.30 69.00 0.08 5.25 4.39 0.11 0.53
12-側面(横) 中 壁状部材他 34 107.0 28.50 85.00 6.30 108.00 0.09 6.44 5.35 0.71 0.81
12-スラブ2-3(縦) 中 スラブ上面 26 78.5 28.50 85.00 6.40 466.80 0.04 1.53 0.41 0.34 0.18
12-スラブ2-3(横) 中 スラブ上面 26 102.7 28.50 85.00 6.40 239.20 0.06 1.23 2.15 0.15 1.01
12-柱(縦) 小 壁状部材他 26 98.8 28.50 85.00 6.40 283.78 0.06 2.27 1.81 0.31 0.44
12-柱(横) 小 壁状部材他 26 131.0 28.50 85.00 6.40 174.30 0.06 1.76 1.75 0.10 0.48
12-護岸A(縦) 小 壁状部材他 38 118.7 28.70 86.00 6.40 93.90 0.07 1.00 3.33 0.34 0.87
12-護岸B(縦) 小 壁状部材他 28 143.0 28.70 86.00 6.40 117.80 0.05 0.97 1.16 0.12 0.29
12-護岸B(横) 小 壁状部材他 28 166.7 28.70 86.00 6.40 74.30 0.05 0.84 1.20 0.05 0.29
12-放水口1(縦) 中 壁状部材他 16 150.0 28.50 85.20 6.30 70.00 0.06 1.69 1.66 0.37 0.49
12-放水口1(横) 中 壁状部材他 16 155.0 28.50 85.20 6.30 104.00 0.05 1.65 0.61 0.37 0.17
12-放水口7(縦) 小 壁状部材他 16 167.0 28.50 85.20 6.30 29.80 0.07 3.20 3.44 0.91 0.87
2-放水口1裏(縦 小 壁状部材他 16 158.0 28.50 85.20 6.30 43.00 0.07 1.95 3.09 0.70 0.75
2-放水口1裏(横 小 壁状部材他 16 177.0 28.50 85.20 6.30 44.00 0.06 1.80 2.05 0.50 0.00
平均塩化物イオン量(kg/m3) 鉄筋位置における塩化物イオン量(kg/m3)
2012
火力発電所
(神奈川)
12.10.22
フライアッシュB種
火力発電所
(長崎)
12.8.23
フライアッシュB種
火力発電所
(沖縄)
12.7.26
調査年度 現場名調査日 試料名（配筋種） 表面粗度 部材 供用年数
水力発電所
(沖縄)
12.7.24 普通ポルトランド
セメント種類
普通ポルトランド
導電率σ(S/m)
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8.5 ブランクテストによる塩分量推定精度の検証 
 
実構造物で採取したコアの電位差滴定法(JIS A 1154)による全塩化物イオン量の分析結果を
Appendix 1 に整理した． 
コアの採取位置は，鉄筋に当たらないように位置を決定している．図- 8.5.1 に示すとおり，
ブランクテストとして，コア採取位置を平面的に囲む四方の鉄筋に対し，直交する形で電磁波
レーダを走査して鉄筋反射波の「振幅値」ならびに「反射時間(ns)」を取得している． 
また，SAE で平均塩化物イオン量を求めるため，調査地点近傍の過去 1 ヶ月の気象データ
を気象庁 HP(http://www.jma.go.jp/jma/index.html)より取得し，温湿度解析によりコンクリー
ト内部の温湿度分布を 1mm 単位で求め，図- 4.5.1 に準じて平均塩化物イオン量の推定を行っ
た．平均塩化物イオン量の推定に際しては，対象構造物の配合や状況などに応じて，表面粗度
の評価（第４章参照），フライアッシュコンクリートの評価（第５章参照），細孔空隙による影
響（第６章参照）を考慮して SAE によるシミュレーションを実施した．なお，細孔空隙によ
る影響評価方法は，DoC 区分を利用して中性化進行の有無を推定し，中性化が疑われるコンク
リート構造物の場合，表層 1cm の導電率をそれ以深に対して 0.5 倍の導電率となるように予め
設定した上で，SAE を実施することとした． 
最後に，鉄筋位置での塩化物イオン量を求めるため，DoC を用いて平均塩化物イオン量をコ
ンクリート深さ方向に分配し，採取したコアの化学分析結果と比較して精度検証を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 8.5.1 ブランクテストにおけるコア採取位置と振幅値取得位置 
 
  
振幅値取得位置 
コア採取位置 
鉄筋 
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 SAE による平均塩化物イオン量の推定 
2014 年度の測定結果でブランクテストを実施するため，2012～2013 年度のコア採取箇所周
辺の鉄筋反射波を用いて，SAE により導電率ߪ௖ା௔௡௜௢௡を算定した．求めた導電率とコアの化学
分析結果から求まる平均塩化物イオン量の関係を図- 8.5.2 に示す． 
図- 8.5.2 より，両者は相関係数 0.77 と良好な相関関係があるといえる．両者の関係式を，
式(8.1)に示す． 
 
ܥ݈ି ൌ 	99.98 ∗ ߪ௖ା௔௡௜௢௡ െ 	4.0154 (8.1) 
ここで，ܥ݈ି：塩化物イオン量推定値（kg/m3），	ߪ௖ା௔௡௜௢௡：導電率（S/m） 
 
式(8.1)より，塩化物イオン量が多く含まれる程，導電率も高くなることとなり，イオン伝導
現象を表す式となっている． 
次に，式(8.1)を適用した 2012～2013 年度の SAE で，2012～2013 年度の平均塩化物イオン
と 2014 年度の平均塩化物イオン量を推定した．SAE で推定した平均塩化物イオン量とコア化
学分析から求めた実測平均塩化物イオン量の関係を図- 8.5.3 に示す．図- 8.5.3 より，2012～
2013 年度の平均塩化物イオン量は，推定値と実測値でほぼ直線関係にあり良好な推定結果と
なった．しかし，2014 年度の推定結果のうち，グラフ中の左上に位置する破線円マークのデ
ータが，実測値に対して低い推定値を示した．この破線円マークのデータを詳細に確認したと
ころ，現地調査前日に数 10mm の降雨があり，湿気移動解析にて再現した計算結果でも表層
1cm 領域の相対湿度が 95%を超える値となっていた．破線円マーク以外の地点の実構造物調査
結果では良好な推定結果となっていたことから，表層付近の相対湿度が 90%を上回る場合は式
(5.3)ならびに式(6.3)の適用範囲外となり，SAE による平均塩化物イオン量の推定ができない
ことが考えられる． 
なお，電磁波レーダによる塩化物イオン量の推定は，可溶性塩物を推定しているものである．
横関による実験結果 1)では，塩化物イオン濃度に係わらず，全塩化物イオン量に対して可溶性
塩化物量の割合は約 72％であったことが示されている．コア化学分析により求められる塩化
物イオン量は全塩分であることから，電磁波レーダより推定される塩化物イオン量と異なる者
と想定されるが，両者の違いは式(8.1)に内包される形で SAE を構成したことから，図- 8.5.3
において電磁波推定塩化物イオン量と実測塩化物イオン量の関係が傾き 1 で示されている． 
以上より，SAE を適用することによって，非破壊にて平均塩化物イオン量を推定できるもの
と考える． 
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図- 8.5.2 実測平均塩化物イオン量と導電率の関係（2012～2013 年度） 
 
 
図- 8.5.3 2014 年度調査結果のブランクテスト結果  
Cl-= 99.98ߪܿ+ܽ݊݅݋݊ - 4.0154
R = 0.77
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 DoC による鉄筋位置における塩化物イオン量の推定 
SAE から求まる平均塩化物イオン量を，第６章で検討した分配則 DoC を用いて，鉄筋位置
での塩化物イオン量を推定した．また，その結果を採取したコアの電位差滴定結果および同分
析結果から求まる fick2)の拡散方程式と比較した． 
鉄筋位置での塩化物イオン推定値の SAE+fick と SAE+DoC の残差ヒストグラムを図- 8.5.4
に示す．さらに，SAE+fick と SAE+DoC のかぶり方向の分配例を図- 8.5.5 に示す． 
図- 8.5.5 より，SAE+fick では鉄筋位置での塩化物イオン量が 0 値となってしまう現象が確
認され，実測値に対して小さめの評価となる傾向が確認された．一方，SAE+DoC では，図- 8.5.4
のヒストグラムの残差分布が 0 値を中心とした山形になっている．鉄筋位置での実測塩化物イ
オン量と両者の推定値を散布図を，図- 8.5.6 および図- 8.5.7 に示す．SAE+DoC は若干安全側
の評価となるものの，SAE+fick とほぼ同等の推定結果となっていた．これにより，コアを採
取しない完全非破壊調査でも，鉄筋位置での塩化物イオン量を推定できる可能性を示すことが
できた． 
なお，電磁波を用いた塩化物イオン量の推定において，誤差要因として考えられるものは幾
つかあると考えられるが，ここでは塩化物イオン量浸透の局所性について筆者らが確認した事
例を示す．図- 8.5.8 は，同一地点にてコア採取距離が短いにも係わらず，塩化物イオン量の浸
透程度が異なる事例である．また，図- 8.5.9 は，ブランクテストで採取しているコア位置と電
磁波レーダ走査位置での表面塩化物イオン量を，蛍光 X 線分析機にて観測した結果である．図
- 8.5.9 より，コア採取位置と約 20mm しか離れていないにも係わらず，表面の塩化物イオン
量が異なること，さらに SAE から求まる導電率と蛍光 X 線分析機から求まる Cl－量が概ね比
例関係にあることが確認された．以上より，今回比較対象とした，コア化学分析結果でも，鉄
筋位置での塩化物イオン量を正しく表していない可能性があり，これが SAE および DoC によ
る推定値の誤差要因のひとつになっていることも考えられる． 
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図- 8.5.4 鉄筋位置における塩化物イオン量残差（左：fick 右：DoC ） 
 
 
図- 8.5.5 fick および DoC による塩化物イオン量分布の比較（13-天端②縦） 
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図- 8.5.6 鉄筋位置における塩化物イオン量と SAE+fick による推定値の関係 
 
図- 8.5.7 鉄筋位置における塩化物イオン量と SAE+DoC による推定値の関係 
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図- 8.5.8 塩化物イオン量の局所性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 8.5.9 コア採取位置と電磁波走査位置の表面塩化物イオン量の違い 
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8.6 試料採取法に対する本手法の効率評価 
 
実構造物調査を行った探査フィールドのひとつを，図- 8.6.1 に示す．同範囲の調査を実施す
るためには，表- 8.6.1 の左側に示す工数が必要であった．また，比較として右側に従来手法で
あるコア採取による微破壊調査での調査工数を示す． 
表- 8.6.1 より電磁波レーダによる非破壊調査では，従来手法に比べて約 30 倍の時間効率で
調査可能であると考えられる．また，電磁波による非破壊調査の「④あと解析」については，
機器と合わせたプログラム化により瞬時に求めることも可能である．なお，従来手法では，採
取したコアが産業廃棄物扱いとなることならびに同一箇所で経年後の再調査ができないこと
などの欠点が挙げられる．以上より，電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術は，従来手法（コ
ア採取）と比較して，調査時間の短縮ならびに同一箇所での経年のデータ蓄積が可能であり，
インフラの維持管理に対して有用性があると考える． 
 
表- 8.6.1 従来法との調査時間の比較 
電磁波レーダによる非破壊調査 コア採取による微破壊調査 
①温度解析，相対湿度解析     ：1ｈ
②電磁波測定（鉄筋位置出し）   ：2ｈ
③電磁波測定（振幅値取得）    ：1ｈ
④あと解析（塩化物イオン量算出等） ：6ｈ
①電磁波測定（鉄筋位置出し）：0.25ｈ/1 本 
②コア採取        ：0.5ｈ/1 本 
③削孔穴修復       ：0.25ｈ/1 本 
④電位差滴定分析      ：2ｈ/1 本 
計 10ｈ/1,089 本 計 3ｈ/本
 
 
 
図- 8.6.1 調査範囲例  
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8.7 実構造物における振幅値の感度分析 
 
実構造物で確認された振幅値を用いて，SAE について基本シナリオを各要因における平均値
とした感度分析を実施した．図- 8.7.1 に分析結果を示す．かぶりの次に導電率による影響が大
きく，塩化物イオン量推定の際に有意な影響を及ぼしていると考えられる．また，次いで表面
粗度による影響が大きいことから，表面粗度の定量的な評価および電磁波への影響をさらに追
及することにより，一層の精度向上が図れると考えられる． 
なお，相対湿度分布と温度分布の感度が，他の要因に比べて小さい結果となっているが，こ
れはかぶり全体の平均的な変化量を再現したことによるものである．表層付近の温湿度変化量
をシミュレートした場合の感度は，これよりも大きくなることが想定される． 
 
 
図- 8.7.1 各要因の振幅値に対する感度分析結果 
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8.8 まとめ 
 
本章では，実構造物における実証試験を行い，以下の知見を得た． 
(1) SAE で推定した平均塩化物イオン量は，コア化学分析結果とほぼ直線関係を示す良好
な推定結果となった． 
(2) SAE では，コンクリート表層の相対湿度が 90%を大きく超える場合，適用できない
可能性が考えられる． 
(3) SAE＋DoC を用いることにより，非破壊で鉄筋位置の塩化物イオン量を概ね推定する
ことが可能であった．また，DoC による深さ方向の分配精度は，Fick の法則を用いた場
合よりも安全側の評価となり，推定精度もほぼ同じ程度であった． 
(4) SAE および DoC による推定値の誤差要因のひとつとして，塩化物イオン量浸透の局
所性が考えられる．同手法の精度を厳密に確認するためには，鉄筋直上でのコア採取によ
る分析が必要である． 
(5) 電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術は，非破壊検査であることから，従来手法と
比較して十分なコストダウンが達成でき，かつ維持管理に必要となる劣化予測に資するデ
ータを容易に取得することができると考える． 
(6) 実構造物で確認された振幅値を用いて，SAE について感度分析を実施した．その結果，
かぶり，導電率，表面粗度，セメント種，相対湿度分布，温度分布，中性化による細孔構
造の変化の順となった． 
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 適用範囲拡大のための壁面自走ロボットの開発検討 
 
9.1 概要 
 
本研究で使用している汎用型電磁波レーダは，ハンディタイプで取り扱いが容易であるが，
基本的に機器が接触可能なコンクリート面のみが調査対象範囲となる．しかし，実構造物にお
いてすべての面がアクセス容易なところに位置している状況ではなく，高所等難条件下の構造
物で調査が必要な場合は調査実施のために足場や特殊高所作業車を用いなくてはならない箇
所もある．その場合，本手法の長所ひとつである調査の容易さが失われてしまい，構造物の調
査機会が失われてしまう場合もある．近年のインフラにおける事故事例を鑑みると，見るべき
ところは調査する必要があり，可能な範囲で構造物の劣化状況把握を行うことが望ましい． 
本章では，高所等難条件下においても電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術の調査適用範
囲の拡大を目的として，壁面自走ロボットの開発検討を行うものである． 
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9.2 概念設計 
 
9.2.1 基本構想 
電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術の調査適用範囲を拡大することを目的として，真空
吸着パッドを活用した壁面自走ロボット（ALPinist）の開発検討を実施した． 
ALPinistは真空吸着式パッドを用いて，基本的に橋梁形式や材料を問わずに壁面を自走し，
電磁波レーダによる非破壊検査（塩化物イオン量の推定）の他に，カメラによる近接目視，小
型打音装置による打音診断とその評価が可能となるロボットシステムである． 
取得した検査データは，位置座標を含め客観的定量データであり，熟練技術者でなくとも現
地で容易に評価ができるリアルタイム診断結果表示システムとレポート作成のための検査結
果自動図化システムを備えている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 9.2.1 ALPinist 搭載計測機器位置図 
 
9.2.2 ロボットの主要材料 
ALPinist の主構成材料はアルミとステンレスである．図- 9.2.2 に示す様に、炭素繊維や PP
ハニカムを使用して 20～30 ㎏に収まるよう軽量化を図っている．  
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図- 9.2.2 ALPinist の主要材料 
 
9.2.3 壁面等移動に関する機構 
走行面に障害物がある場合，またはロボットのパッド真空度が確保できない場合，良好な壁
面吸着を得るため，X 方向（上下）或いは Y 方向（左右）に移動しなければならない． 
走行一般図を図- 9.2.3，図- 9.2.4 に示す．X・Y 方向走行とも尺取虫方式で，X 方向（上下）
は吸着パッドが上下に移動することで，Y 方向（左右）はロボットの枠体が左右に分割・移動
することにより行う． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 9.2.3 ALPinist 走行一般図（縦走行）  
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図- 9.2.4 ALPinist 走行一般図（横走行）  
フレームは左右分割構
成。横方向のフレーム伸
縮挙動を繰り返すこと
により、横移動を行う。
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壁面の段差に対応できる，15cm の長ストロークのリンク伸縮式真空吸着パッド（図- 9.2.5）
を開発した．これにより段差 15cm の乗り越えが可能（図- 9.2.6）であり，不陸を越えて自
走することが可能となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 9.2.5 リンク伸縮式真空吸着パッドの機構図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 9.2.6 段差乗り越え機構 
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9.2.4 診断システムの特徴 
① 橋梁等の構造物に対し、真空吸着パッドを用いたロボットで調査対象面に対して遠隔操
作にて縦・横方向に自走し、搭載する検査機器類によって「近接目視」「打音検査」「非
破壊検査」が可能である．ロボットの走行面は，鋼材・コンクリート面を問わず，各種
診断に影響を及ぼさないような安定した走行が可能である．コンクリートの壁状部材の
うち，雨がかりがあり，建設後数十年経過している場合，風化により表層透気量が多い
場合が見受けられる．従来型パッドでは吸着することができなかったが，開発した真空
吸着パッド（写真- 9.2.1 参照）ではゴムシールパッドの周囲にスポンジを配置して，不
陸対応ならびに透気経路が長くなるように改良し，パッド吸着可能壁面を拡大すること
に成功した． 
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写真- 9.2.1 真空吸着パッド吸着可能壁面 
  
コンクリート面(エフロ) 
コンクリート面(表層劣化) 
建屋目地凹凸面 鋼材塗膜面
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② 搭載する検査機器類については，「電磁波レーダ」「ビデオカメラ」「打音装置」を基本と
するが，アタッチメントを変更することにより超音波板厚計等の機器を搭載して他の検
査への拡張も可能である． 
 
③ 診断結果は全て局所座標を持ったデジタルデータである．現地での損傷状況の把握，評
価が効率的且つ正確となるよう，調査時に手元で前回点検結果との比較が可能となるタ
ブレット等でのリアルタイム診断状況表示システムを有する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 9.2.7 リアルタイム診断結果表示システム（手元タブレット） 
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④ 「ビデオカメラの画角」と「ロボット座標」から，局所座標を付した連続平面画像を生
成し，電子画像データを得ることができ，点検履歴として活用するこができる．また，
ロボットで得られた診断結果（局所座標が付与されたデジタルデータ）は，設備点検結
果の全国データベース化を指向したアウトプット方式で保存可能とする．検査データは，
位置座標を含め客観的定量データで取得することにより，熟練技術者でなくとも現地で
容易に，既往のデータとの対比も含め，リアルタイムで簡易診断評価を行うことができ
る． 
 
⑤ コンクリート構造物については，以下に列記する項目の診断も可能とする． 
・画像解析による 0.2mm 以上のひび割れ幅の自動計測（図- 9.2.8） 
・コンクリート構造物の劣化時期や余寿命を診断するための鉄筋位置およびかぶり深さ 
・打音装置で判定不能なコンクリート深部（50mm 以深）のうきや内部空洞等の有無 
（写真- 9.2.2，図- 9.2.10） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 9.2.8 画像処理の原理 
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ALPinist の診断項目一覧を表- 9.2.1 に示す． 
電磁波レーダやその他計測機器類について，遠隔操作にて状況を確認するためには無線化が
必要である．しかし，近年の無線化技術の進展により，1 ㎞でのデータ伝送が可能なものや，
1 つの小型無線局で 1 ㎞四方に Wi-Fi 環境を構築する技術もでてきている． 
 
表- 9.2.1 ALPinist の診断項目 
分類 点検項目 診断装置他 備考 
近接 
目視 
鋼橋 
腐食※ ビデオカメラ  
亀裂※ ビデオカメラ  
ゆるみ※ ビデオカメラ  
脱落※ ビデオカメラ  
破断※ ビデオカメラ  
防食機能の劣化※ ビデオカメラ  
コンクリ
ート橋 
ひび割れ※ 
ビデオカメラ 
＋画像解析 0.2mm 以上のひび割れ幅を自動検出 
剥離※ ビデオカメラ  
鉄筋露出※ ビデオカメラ  
漏水※ ビデオカメラ  
遊離石灰※ ビデオカメラ  
うき※ ビデオカメラ  
床版の抜け落ち※ ビデオカメラ  
打音 
検査 
鋼橋 
(ボルト・
リベット) 
ゆるみ※ 打音装置  
脱落※ 打音装置  
破断※ 打音装置  
コンクリ
ート橋 うき
※ 
打音装置 
＋電磁波レーダ 
深さ 50mm までを打音装置、深さ
50mm 以深を電磁波レーダで実施 
非破壊
検査 
コンクリ
ート橋 
鉄筋位置 電磁波レーダ  
鉄筋かぶり深さ 電磁波レーダ  
塩化物イオン浸透量 電磁波レーダ 電磁波による塩分量推定技術を適用 
 ※「橋梁定期点検要領」1)より引用 
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9.2.5 電磁波レーダを用いた非破壊検査の概要 
電磁波を用いた塩分量推定研究を援用し，非破壊でコンクリート中の塩化物イオン量を推定
する技術を ALPinist に搭載する． 
併せて，搭載する電磁波レーダによって，鉄筋位置やかぶり深さの定量データを自動取得す
るプログラムも作成する． 
電磁波レーダによる塩化物イオン量推定技術については，技術内容に関する新たな研究開発
は必要とはしないが，ALPinist に搭載予定の電磁波レーダは本研究で用いていた機種の後継
機型となる．これは，Wi-Fi 通信による無線操作が可能なタイプであるが，電磁波を用いた塩
化物イオン量推定技術を同機種で実施するためには，基準供試体での確認実験が必要となる． 
また，コンクリート中の塩化物イオン量推定値の演算に加え，リアルタイム診断結果のアウ
トプットとして鉄筋かぶりや内部空洞の自動算出プログラムの開発を行う．また点検者が，経
年の劣化進行有無の判断を容易且つ正確にするために，差分解析プログラムの開発も実施する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 9.2.9 ALPinist の診断項目とコンクリートの塩害劣化ステージ 2) 
 
これにより，近接目視点検に定量的なデータを自動で組み込め，コンクリート劣化要因の中
で進行速度が速い塩害については潜伏期からのモニタリングが行えることとなる．また，イン
フラ維持管理にかかるライフサイクルコストを最小化もしくは平準化するため，設備の余寿命
診断が必要となるが，それに必要なかぶりデータも併せて取得することができる． 
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打音診断は，ハンマーの打撃反射音を点検者が聴力により，対象部位の「うき」などの異常
の有無を判断する．しかし，道路橋梁など騒音が酷い構造物や，点検者の技量によって判断が
分かれ，調査精度に限界がある． 
そこで，打音装置（チェスピー；シスミック社）を改良して用いることにより，定量的な良
否判定を得ることを目的として研究開発を行っている． 
チェスピーと電磁波レーダを組み合わせることによって，表層から深部（0～20cm）範囲の
コンクリートにおける非破壊検査が可能となる． 
良否判定の対象は，コンクリートおよびボルト・リベットのうきや破断とし，打音装置の異
常検知限界を検証するための供試体を用いた確認実験により検証することとし，それら結果を
踏まえて打音波形の解析コードの開発も必要となる． 
また，騒音箇所や粗面コンクリート等の環境下での実証試験において，同一範囲の複数回打
撃における再現性を確認して打音診断装置としての性能を確認する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真- 9.2.2 移動式打音機と移動計測記録 
 
  
健全部 不良部
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② 空洞箇所(1cm)        ④ 空洞箇所(3cm)       ⑥ 空洞箇所(5cm) 
   
 
 
 
 
 
測定第１波は 50us（半波長）程度の明瞭に高い音。測定第１波に 50us（半波長）程度のレベルの小さい高音が重畳。 
③ 健全箇所           ⑤ 健全箇所         ⑦ 健全箇所 
 
 
 
 
 
 
測定第１波は約 250us（半波長） 
図- 9.2.10 打音波形と疑似空洞深さの関係 
 
 
 
  
深さ 1 ㎝に疑似
空洞を設置 
深さ 3 ㎝に疑似
空洞を設置 
深さ 5 ㎝に疑似
空洞を設置 
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9.2.6 インフラ(橋梁)における診断イメージ 
ALPinist のインフラ(橋梁)における診断イメージを、図- 9.2.11，図- 9.2.12 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図- 9.2.11 ALPinist の診断イメージ(近接目視・打音検査) 
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図- 9.2.12 ALPinist の診断イメージ(非破壊検査) 
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図- 9.2.13 ALPinist の診断イメージ  
橋脚垂直壁面のほかに、走行親綱等の落下防
止装置があれば桁下の診断も走行可能 
交通量が多い道路等でも、桁下調査の近接目
視を安全に実施可能 
ロボット位置情報とビデオカメラ画角情報で 
近傍のひび割れ幅自動抽出も可能 
遠隔操作でビデオカメラの画角を 360°操作
でき、接触面以外の近接目視点検も可能 
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9.3 まとめ 
 
本章では，電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定技術の適用範囲拡大のため，壁面自走
ロボットの開発検討を行い，以下の知見を得た． 
(1) 非破壊検査では，取得される結果が定量的数値データである場合が多い．それにより，
点検者の技量を問わず，個人差も少なくできると考えられる．したがって，人口減少なら
びに少子高齢化により，点検技術者も維持管理に充てる予算も少なくなっていくなか，社
会インフラ点検用ロボット技術に有用性はあると考える． 
(2) コンクリートの壁状部材のうち，雨がかりがあり，建設後数十年経過している場合，
風化により表層透気や凹凸が多い地点が存在する．従来型パッドでは吸着することができ
なかったが，パッドの素材の工夫や透気経路を長くすることにより，パッドが吸着可能な
壁面を拡大することを実験により確認した． 
(3) 電磁波レーダやその他計測機器類を組み合わせることにより，コンクリート構造物の
維持管理に必要な劣化状況を効率的に取得できることを示した． 
(4) ロボットに搭載する Wi-Fi 通信による無線操作が可能な電磁波レーダは，本研究で用
いていた機種の後継機型となる．したがって，電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術を
同機種で実施するためには，基準供試体でのシミュレーションによる各種補正係数の再設
定が必要となる． 
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 結論 
10.1  
「第１章 序論」 
本章では，本研究の背景を述べるとともに，コンクリートの電気的特性に関する調査研究事
例ならびに電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術に関するこれまでの先行研究事例を整理
した． 
既往の研究より，電磁波を用いた塩化物イオン量の推定（以下，電磁波測定法）についての
可能性が見いだされているが，同技術を実構造物に適用するためには解決すべき課題がいくつ
かあった． 
そのため，実用化にあたっての目標を定め，併せて挙げる課題に対して研究を行うことを目
的とした． 
〔実用化にあたっての目標〕 
①汎用型電磁波レーダで塩化物イオン量の推定ができること 
②変化する屋外環境下での調査においても塩化物イオン量の推定ができること 
③多様なコンクリート構造物においても塩化物イオン量の推定ができること 
④鉄筋付近の塩化物イオン量の推定ができ，鉄筋腐食環境下で有るか否かの判断ができ
ること 
〔実用化に際しての主な課題〕 
○理論の構築 
①塩化物イオン量による電磁波減衰現象の解明 
②電磁波減衰に与える電気的定数の変動要因および同関係式の設定 
③電磁波減衰シミュレーションの構築 
○測定手法の確立 
①電磁波測定法による推定精度の向上 
②電磁波測定法の適用範囲の確認 
③電磁波法の実施手順確立 
 
「第２章 電磁波の減衰方程式」 
本章では，電磁波の理論方程式ならびに減衰理論について，電磁気学の観点で整理を行った． 
(1) 電磁波は，空気中は無損失で伝搬する． 
(2) 電磁波が伝搬する媒質を電波的に分類すると，①抵抗体，②誘電体，③磁性体の 3 種
類に分けられる． 
(3) コンクリートは誘電体に分類され，電気的定数である誘電率，透磁率は複素数となり，
複素誘電率 ε．r，複素透磁率 μ
．
r で表される．また，これら数値は，電磁波の周波数によっ
て変化する． 
(4) 9.4GHz で測定されたモルタルの複素比誘電率実験結果によると，モルタル中の水分
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の逸散に伴い複素誘電率は小さくなる． 
(5) 電磁波の減衰方程式は指数関数で表され，減衰定数ߙ が大きいほど短い伝搬距離で電
磁波は大きく減衰する．なお，減衰定数ߙ は，媒質の電気的定数（ε，μ，σ）や電磁
波の角速度（ω）で決定される． 
 
「第３章 コンクリートにおける電磁波減衰理論」 
本章では，コンクリートを媒質とした場合の電磁波減衰現象について整理を行った． 
(1) 誘電体を透過する電磁波は，減衰定数ߙの式(2.24)より，媒質の電気的定数「導電率ߪ」
「誘電率ߝ」「透磁率ߤ」の影響を受けることとなる．ただし，コンクリートの「透磁率ߤ」
は一定値であり，電磁波の減衰に影響はない． 
(2) 「導電率ߪ」「誘電率ߝ」は，温度依存性がある．また，コンクリート内部の含水率の
影響も受けて「導電率ߪ」「誘電率ߝ」は変化するものと考えられる． 
(3) 海水により「導電率ߪ」は変化するが，「誘電率ߝ」は大きく変化しないと考えられる． 
(4) 塩化物イオンの影響を受けて電磁波が減衰する現象は，イオン伝導により「導電率ߪ」
が上昇しているためと考えられる． 
(5) コンクリート中の水酸化カルシウムは溶解度が低いため，細孔溶液中では飽和状態と
なり，導電率の変化への影響は小さいことが推定される．一方，塩化ナトリウムについて
は，溶解度が高く，塩化物イオン量の増加に伴い導電率に大きな影響を与えると考えられ
る． 
(6) 電磁波は，空気中から他の媒質に入射するとともに，異なる媒質との境界面では反射
が起こり，一部が透過する．また，金属に対しては，電磁波が金属中に入射されるときに
発生する振動電界の影響で，全反射現象が生じる． 
 
「第４章 電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定手法の提案」 
本章では，電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定手法について検討を行い，以下の知見
を得た． 
(1) 電磁波レーダを用いて塩化物イオン量を推定するために，取得値の一つである振幅値
を用いることとし，温度・湿度等の周囲環境の影響を加味できる電磁波減衰シミュレーシ
ョンの SAE（Simulation of Attenuation Electromagnetic waves）を適用することとし
た． 
(2) 電磁波レーダで振幅値を精度よく測定するために，経時変化測定による検証実験結果
より，測定開始前 20 分以上前に電源を入れ，十分に周囲温度に馴染んだ後に測定を開始
することが望ましいことが確認された． 
(3) 過去の実構造物調査で得られた振幅値とかぶりの関係式より，適用範囲を 50 ～180 
mm とした． 
(4) コンクリートの表面粗度の影響を受けて，振幅値が小さくなる傾向が確認された．実
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構造物調査において表面に骨材が出る程度の凹凸が確認される場合，その程度に応じて電
磁波レーダで取得される振幅値に 20 もしくは 40 を加算して評価することとした．  
(5) コンクリート表面被覆材の影響を確認するため，供試体実験を行った．その結果，エ
ポキシ樹脂塗装の影響は，塩化物イオン量推定のための振幅値取得において，ほとんど影
響がない変化量であった． 
(6) エポキシ樹脂塗装鉄筋と通常異形鉄筋をコンクリートに埋設し，振幅値測定を実施し
た．その結果，水和反応が十分に進行した後であれば，両者の振幅値に差異は生じないこ
とが確認された． 
(7) 電磁波レーダを用いたコンクリート中の塩化物イオン量推定手法について，その手順
を示した．本手法は，大きく分けて 2 ステップの手順で行う．最初に，電磁波レーダによ
る鉄筋反射波測と温湿度解析のアウトプットデータで，SAE を用いて平均塩化物イオン
量を求めることとし，次に，求めた平均塩化物イオン量を，DoC を用いてコンクリート
深さ方向に分配し，鉄筋位置での塩化物イオン量を求めることとする．なお，詳細な設定
根拠ならびに精度検証については，次章以降で行う． 
 
「第５章 室内供試体による SAE パラメータ係数の設定」 
本章では，電磁波を用いた塩分量推定技術の精度向上に向け，第４章で構築した SAE に用
いる電気的定数ならびに各種補正係数を確認するためのコンクリート供試体での検証実験を
行い，以下の知見を得た． 
(1) SAE 構成式の電気的定数のうち導電率は，塩化物イオン量が含まれないコンクリート
供試体において 0.08 S/m が最も式に適合する結果となった．また，塩化物イオン量が含
まれている供試体において普通コンクリートの振幅値は，フライアッシュコンクリートに
比べて約 0.7 倍となっていた．これは，細孔溶液中のイオンが，水和の進行したフライア
ッシュの物理的・化学的な吸着作用によって減少し，導電率が小さくなったことによるも
のと考えられる． 
(2) SAE 構成式の電気的定数のうち比誘電率は，電磁波レーダの補正により既知の鉄筋位
置に合致する値を求めた．結果，今回室内実験範囲となる相対湿度 75～90％において，
比誘電率の値は概ね 5.5～8.0 の間で分布することを確認した． 
(3) SAE 構成式の補正係数等について，下式のとおり設定した． 
ߞ ൌ ൬ଷ଻଻∗ඥଵ/ఌೝାଷ଻଻ଷ଻଻∗ඥଵ/ఌೝିଷ଻଻ ൅ 1൰ 	
ଶ ∗ ሺെ2.7 ൈ 10ିଷ ∗ ݀ ൅ 1.1769ሻ (5.1) 
ߞ：合成透過散乱係数，ߝ௥：コンクリートの比誘電率，݀：かぶり(mm) 
ߦ௧ ൌ 	1.0442 ൈ 10ିଶ ∗ ݐ	 ൅ 	0.77431	 (5.2)	
ߦ௧：温度によるコンクリート導電率補正係数，ݐ：コンクリートの温度（℃） 
ߢ௪ ൌ 	7.1782 ൈ 10ିସ ∗ ܴܪଶ 	െ 	7.9521 ൈ 10ିଶ ∗ ܴܪ ൅ 3.1872（60≦ܴܪ≦90） (5.3) 
ߢ௪：相対湿度によるコンクリート導電率補正係数，ܴ ܪ：コンクリートの相対湿度（％） 
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(4) 室内コンクリート供試体実験より求まる導電率と塩化物イオン量の関係式は，下式に
より推定を行うこととした． 
ߪ௖ା௔௡௜௢௡ ൌ 	0.0062 ∗ ܥ݈ି ൅ 	0.0802 (5.4) 
ߪ௖ା௔௡௜௢௡：導電率（S/m），ܥ݈ି：塩化物イオン量推定値（kg/m3） 
(5) 選定した補正係数による SAE を適用することにより，かぶり，温度，湿度の変化に
対して，振幅値の推定値は相関係数が 0.99，塩化物イオン量の相関係数が 0.84 となり，
良好な推定を行えることが確認された． 
 
「第６章 実構造物調査における与条件の設定方法に関する検討」 
本章では，実構造物調査における与条件の設定方法に関する検討として，以下に示す知見を
得た． 
(1) 実構造物環境でのコンクリート内部の温湿度分布を推定するために，温湿度解析の適
用を提案した．なお，解析期間は 1 か月とすることにより，外気温湿度を反映した結果を
得ることができると考えられる． 
(2) 温度分布は外気温度の変化量に比例して，コンクリート温度の位相差が大きくなる傾
向が見受けられた．また，温度分布の特徴として，1 か月の解析によって深さ 170mm ま
での領域では一様に温度変化する傾向が確認された． 
(3) コンクリート内部の湿度変化は，表層のみが外気相対湿度に追従するような動きを示
し，90mm 以深になるとほぼ初期設定値と変わらない傾向となった． 
(4) 沖縄県火力発電所での SAE による塩分量推定において，コンクリート温度分布と相
対湿度分布を神奈川県火力発電所コンクリートの調査時の値に置き換えた場合，コンクリ
ート導電率ߪୡା௔௡௜௢௡で 0.024 S/m，推定塩化物イオン量で 3.55 kg/m3の違いが生じること
となる．したがって，電磁波を用いて振幅値を測定する場合，調査時点でのコンクリート
内部の温度・相対湿度を反映することが重要であるといえる． 
(5) コンクリート供試体において，周囲環境温度の変化測定時の電磁波レーダと既知のか
ぶりを利用した比誘電率を算出したところ，比誘電率に明確な温度依存性はなかった． 
(6) コンクリート供試体において，相対湿度の増加に伴い比誘電率は増加することが確認
され，相対湿度から比誘電率を求める式を設定した． 
ߝఊ ൌ 0.0015488 ∗ ܴܪ2 െ 0.20822 ∗ ܴܪ൅ 12.84  
ここで，ܴܪ は相対湿度(%)，但し 60≦ ߝఊ ≦90 に適用 
(7) 電磁波測定による SAE で求まる平均塩化物イオン量を元に，鉄筋位置での塩化物イ
オン量を求めるために実構造物での塩分浸透量を条件別平均モデルとして適用すること
とした．塩化物イオン量の分配則を DoC とし，以後調査によってさらなる塩化物イオン
量分布データが蓄積されることにより，分配則がより実モデルに近づくことが可能である
と考える． 
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「第７章 細孔空隙が電磁波減衰に及ぼす影響評価」 
本章では，細孔空隙が電磁波減衰に及ぼす影響評価に関する検討を実施して，以下の知見を
得た． 
(1) 電磁波減衰に影響を及ぼすコンクリートの電気的定数のひとつである導電率は，細孔
空隙のうち毛細管空隙（3≦D<104 nm）中の細孔溶液の連続性や絶対量の影響を受けて
変化する． 
(2) 実構造物より採取したコアを表層から 1 cm 単位でスライスして水銀圧入式ポロシメ
ータを用いて細孔空隙を確認した結果，炭酸化の影響を受けて 104 nm 以下の細孔空隙が
変化することが確認された． 
(3) 炭酸化によって微細な細孔径が少なくなることによって，平均細孔径は大きくなり，
細孔表面積が小さくなることが確認された．また，104 nm 以下の細孔空隙の変化は，緻
密化する領域と粗大化する領域があることが確認された．具体的には，1≦D<10 nm およ
び 103≦D<104 nm の細孔容積が減少し，102≦D<103 nm の細孔容積が増加する傾向が確
認された． 
(4) SAE の主たるインプットデータとなる電磁波レーダの反射強度は，この毛細管空隙中
に存在する毛管水の導電率の影響を受けて変化する．この時，大きな空隙が数多くあるほ
ど，物質移動性が大きくなり，導電率の値も大きくなることが考えられる．しかし，炭酸
化が生じた場合，毛細管空隙中のもっとも大きな 103≦D<104 nm の細孔容積が減少する
ことから，物質移動抵抗性は高くなり，毛管水中の導電率が小さくなる可能性が考えられ
る．なお，炭酸化によって物質移動抵抗性が高くなることについては，既往の研究 1)と同
様の傾向となる． 
(5) 実構造物で SAE により塩化物イオン量を推定する際に，表- 7.5.2 の DoC 区分におい
て炭酸化の影響が生じている想定される場合は，表層付近の導電率が減少する可能性を視
野に入れてシミュレーションを行うこととした． 
 
「第８章 実構造物における実証実験」 
本章では，実構造物における実証試験を行い，以下の知見を得た． 
(1) SAE で推定した平均塩化物イオン量は，コア化学分析結果とほぼ直線関係を示す良好
な推定結果となった． 
(2) SAE では，コンクリート表層の相対湿度が 90%を大きく超える場合，適用できない
可能性が考えられる． 
(3) SAE＋DoC を用いることにより，非破壊で鉄筋位置の塩化物イオン量を概ね推定する
ことが可能であった．また，DoC による深さ方向の分配精度は，Fick の法則を用いた場
合よりも安全側の評価となり，推定精度もほぼ同じ程度であった． 
(4) SAE および DoC による推定値の誤差要因のひとつとして，塩化物イオン量浸透の局
所性が考えられる．同手法の精度を厳密に確認するためには，鉄筋直上でのコア採取によ
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る分析が必要である． 
(5) 電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術は，非破壊検査であることから，従来手法と
比較して十分なコストダウンが達成でき，かつ維持管理に必要となる劣化予測に資するデ
ータを容易に取得することができると考える． 
(6) 実構造物で確認された振幅値を用いて，SAE について感度分析を実施した．その結果，
かぶり，導電率，表面粗度，セメント種，相対湿度分布，温度分布，中性化による細孔構
造の変化の順となった． 
 
「第９章 適用範囲拡大のための壁面自走ロボットの開発検討」 
本章では，電磁波レーダを用いた塩化物イオン量推定技術の適用範囲拡大のため，壁面自走
ロボットの開発検討を行い，以下の知見を得た． 
(1) 非破壊検査では，取得される結果が定量的数値データである場合が多い．それにより，
点検者の技量を問わず，個人差も少なくできると考えられる．したがって，人口減少なら
びに少子高齢化により，点検技術者も維持管理に充てる予算も少なくなっていくなか，社
会インフラ点検用ロボット技術に有用性はあると考える． 
(2) コンクリートの壁状部材のうち，雨がかりがあり，建設後数十年経過している場合，
風化により表層透気や凹凸が多い地点が存在する．従来型パッドでは吸着することができ
なかったが，パッドの素材の工夫や透気経路を長くすることにより，パッドが吸着可能な
壁面を拡大することを実験により確認した． 
(3) 電磁波レーダやその他計測機器類を組み合わせることにより，コンクリート構造物の
維持管理に必要な劣化状況を効率的に取得できることを示した． 
(4) ロボットに搭載する Wi-Fi 通信による無線操作が可能な電磁波レーダは，本研究で用
いていた機種の後継機型となる．したがって，電磁波を用いた塩化物イオン量推定技術を
同機種で実施するためには，基準供試体でのシミュレーションによる各種補正係数の再設
定が必要となる． 
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以上の検討により，電磁波の減衰理論を基本とした理論式の設定，コンクリート供試体によ
る電気的定数ならびに補正係数の設定による SAE の確立，平均塩化物イオン量を深さ方向に
分配する DoC を提案した．本研究で得られた成果は，これまで電磁波を用いた塩化物イオン
量の推定では，各構造物で採取したコアを元に重回帰分析でパラメータ設定が必要であった手
法を，ブラインドによりさまざまな環境下に置かれた実構造物に適用させることを可能とした．
これは，理論式において温度補正と相対湿度補正を始め，汎用型電磁波レーダの電磁波伝搬経
路を考慮して，電磁波が減衰し得る可能性を理論式により補正を掛けた成果によるものと考え
る． 
本研究成果で提案した，電磁波レーダを用いたかぶりの平均塩化物イオン量を推定する SAE
の与条件と適用範囲を，それぞれ表- 10.1.1 と表- 10.1.2 に示す． 
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表- 10.1.1 電磁波レーダによる平均塩化物イオン量推定式 SAE の与条件 
項目 備考 
出力振幅値 鉄筋反射波より専用ソフトにて取得 
※測定前に調査環境温度での 20～30 分程度の暖機運転と，鉄筋
と直交した走査により安定した振幅値取得に努める 
入力振幅値 基準供試体で測定 
コンクリート内部の温度分布 
調査前 1 ヶ月間の調査対象構造物周辺の温度データを
元に，温度解析で求める 
コンクリート内部の相対湿度分布 
調査前 1 ヶ月間の調査対象構造物周辺の温度・湿度デ
ータを元に，湿気移動解析により求める 
かぶり 比誘電率を用いて鉄筋反射時間(ns)から精度良く算出 
 
表- 10.1.2 電磁波レーダによる平均塩化物イオン量推定式 SAE の適用範囲 
項目 内容 
使用機器 NJJ-105 (日本無線株式会社) 
適用かぶり 50 mm ～ 180 mm 
温度分布（平均） 5 ℃ ～ 30 ℃ 
相対湿度分布（平均） 75 RH％ ～ 90 RH％ 
導電率 0.04 S/m ～ 0.11 S/m 
平均塩化物イオン量 0 kg/m3 ～ 8.0 kg/m3 
セメント種 
普通ポルトランドセメント（N），高炉スラグセメント（BB），
フライアッシュセメント（FA，FB，FC） 
複合劣化 塩害と中性化 
表面粗度 
小（平滑面），中（細骨材が見える程度）， 
大（粗骨材が見える程度） 
対象塩害ステージ 
潜伏期（鋼材が腐食してコンクリートにひび割れ等が発生
している場合は調査不可） 
※コンクリート中に空気層を想定していない 
耐候性 
・雨の場合，電磁波レーダが防水加工されていないことか
ら調査不可 
・降雨後，コンクリート表面が水溜まりとなっていなけれ
ば調査可（ただし，表層 1cm の相対湿度が 90％以下である
こと） 
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表- 10.1.1 より，SAE の実施については，電磁波レーダでの鉄筋反射波の振幅値取得が必要
となる．この振幅値とは，電磁波レーダの出力比を示すものであり，暖機運転と鉄筋と直交し
た走査により安定したデータの取得を心がける必要がある．また，電磁波レーダ固有の出力に
ついては，温湿度一定とした基準供試体で逆算により求める．さらに，温湿度解析により，調
査対象のコンクリート内部の温湿度分布を求め，その値を用いて比誘電率を求めてかぶりの正
確な把握を行うこととしている． 
表- 10.1.2 より，SAE の適用範囲として，特定の電磁波レーダでの調査となること．雨によ
って調査ができないことなどが挙げられる．実構造物調査でのかぶりは，海洋構造物を基本と
してデータを取得していたことから，深いものが多くなっている．しかし，構造物の塩害は，
融雪剤の散布で道路橋においても劣化進行が報告されている．一般的に，道路橋などの構造物
のかぶりは，50mm 以下となるものも多く，本手法の適用対象外となる． 
今後は，実用化拡大に向けた他の汎用型電磁波レーダへの SAE の適用と，プログラム開発
が必要になると考える．また，アンテナ間隔を狭めて，より高周波となる電磁波レーダによる
かぶり 50mm 対応，表面粗度の定量的影響評価，鉄筋径の違いによる反射波の違いなどにつ
いて検討を進め，より一層の理論構築と適用範囲の拡大が必要になると考える． 
コンクリートの劣化因子として，塩化物イオンの影響は大きく，海岸沿いならびに融雪剤を
使用する道路を含め，国内外において社会インフラに与えるダメージは大きい．非破壊で簡便
に鉄筋位置での塩化物イオン量が推定できることにより，点検頻度が増え，適切な時期に補
修・補強対策を講じることができれば，社会インフラの安全・安心に繋がり，維持管理に掛か
るコストを削減できるものと考える．本研究成果の一部が，これに寄与することができること
を期待して本論文のまとめとする． 
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また，本論文の執筆にあたり貴重な示唆を頂いた法政大学デザイン工学部満木泰郎名誉教授，
多大なるご協力及び助言を頂きましたコンクリート材料研究室技術嘱託の大川裕氏，法政大学
大学院博士課程後期の新井淳一氏に厚く御礼申し上げます． 
本研究は，溝渕先生が鹿島建設にご在籍であった頃から開始されたテーマであり，2009 年
に株式会社開発設計コンサルタント取締役嶋田善多氏（現電源開発株式会社土木建築部長）の
勧めで，私は本研究テーマに委託研究という形で係わることとなりました．この様な貴重なテ
ーマを与えて頂いた嶋田善多氏には，心から感謝の意を申し上げます．また，委託研究の中で
貴重なフィールドを提供して頂いた，電源開発株式会社火力発電部の西代耕氏（現竹原火力発
電所調査役），出田和弘氏，各火力発電所の皆様には大変感謝しております． 
私の 2012 年からの博士後期課程への進学に対し，私の所属する会社は快く背中を押してく
れました．当時代表取締役社長でおられた堀正幸氏，取締役松本克彦氏，土木事業本部水力・
河川部長木村忠則氏，土木事業本部火力原子力・技術部長吉元義隆氏（現土木事業本部長代理），
同部長代理中川哲志氏（現火力原子力・技術部長）には心から感謝しております．そして進学
後も仕事と研究の両立に色々とご配慮して頂いた，代表取締役社長平井武氏，事業企画部長河
田暢亮氏（現電源開発株式会社土木建築部企画業務室室長），事業企画部部長林直人氏（現電
源開発株式会社北海道支店土木グループリーダー），土木事業本部設備保全技術開発センター
所長新井正己氏には深く感謝しております．また，フィールド調査や室内分析等で本研究に多
大なるご協力をして頂いた，株式会社開発設計コンサルタントの荻原政行氏，安田幸弘氏，日
下部勝久氏，下屋敷覚弘氏，佐藤孝史氏，内田貴美子氏，株式会社シーテックの原孝志氏，鈴
木世二氏，相澤雅俊氏，青木一彰氏には，大変感謝しております． 
博士後期課程では，溝渕先生のご配慮で私のテーマを含むコンクリートの耐久性に関するテ
ーマを受け持つ班を編成して頂きました．初年度のリーダーとして大学院生池田大樹氏（現東
海旅客鉄道株式会社）が，後に大学院に進学する学部生内田真未氏，高徳類氏，仙場亮太氏の
３名をとりまとめ，まだ研究に慣れない私の手助けをして頂きました．私の研究テーマの基本
となる部分を一緒に作り上げてくれたこと，深く感謝いたします．特に，内田真未氏は３年間
一緒の研究テーマに携わって貰い，数多くの私からの無茶なお願いを快く受けてくれました．
本研究の骨格となる SAE の構築で，私が四苦八苦して心折れそうになった時に，数多くの解
析ケースを自発的にこなしてくれて，勇気付けられたことを忘れません．お陰様で無事に課題
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解決に向かうことができたと考えています．心よりお礼申し上げます．また，電磁波レーダに
対し素人同然であった私に対し，測定の原理と機器の構造について様々なご教示とアドバイス
をして頂いた，株式会社計測技術サービス代表取締役清良平氏，同技術部長松田吉人氏（現株
式会社松田エンジニアリング代表取締役社長）に感謝しております．そして，本技術の適用範
囲拡大のための壁面自走ロボットの開発検討において多大なる技術的アドバイスを頂いた，岡
山大学大学院環境生命科学研究科教授西山哲氏，ステラ技研株式会社代表取締役林健治氏，株
式会社シスミック代表取締役岸村雄平氏に深く感謝申し上げます． 
電磁波を用いた非破壊塩化物イオン量推定技術の研究は，鹿島建設株式会社の技術者の方々，
法政大学溝渕研究室の歴代の大学院生，学部生の方々が，これまで数多くの研究成果をあげて
おられました．これら貴重な先行研究なしには，本論文は完成しなかったと考えます．本研究
テーマに関係されてきたすべての皆様に，深く感謝申し上げます． 
最後に，健康な体を授けてくれた両親，常に明るく見守ってくれた最愛なる家族，妻・奈美，
小さいながらもパパと遊ぶのを一生懸命我慢してくれた娘・乃都に感謝します． 
 
２０１５年３月 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Appendix 1 
 
実構造物コア 
電位差滴定法による塩化物イオン量調査結果 
 
1. 2012 年度調査結果…………………………………………………………………………...221 
2. 2013 年度調査結果…………………………………………………………………………...237 
3. 2014 年度調査結果…………………………………………………………………………...260 
 
 
 
 
 
 
- 221 - 
1. 2012 年度調査結果 
1.1 火力発電所（神奈川県） 
地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2012/10/22 
試料名： 12-スラブ A1  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 151.5，128.7（mm） 供用年数： 14（年） 
平均温度： 19.1（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 84.2（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
 
  
 
図- 1 塩化物イオン量分布(12-スラブ A1)  
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経過年数：15年
写真- 1 コア採取箇(12-スラブ A1) 写真- 2 コア詳細(12-スラブ A1)
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2012/10/22 
試料名： 12-スラブ A2 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 156.7，135（mm） 供用年数： 14（年） 
平均温度： 19.1（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 84.2（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
 
 
 
 
図- 2 塩化物イオン量分布(12-スラブ A2)  
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写真- 3 コア採取箇(12-スラブ A2) 写真- 4 コア詳細(12-スラブ A2)
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2012/10/22 
試料名： 12-スラブ A3 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 151.5，129.7（mm） 供用年数： 14（年） 
平均温度： 19.1（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 84.2（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
 
 
 
 
図- 3 塩化物イオン量分布(12-スラブ A3)  
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写真- 5 コア採取箇(12-スラブ A3) 写真- 6 コア詳細(12-スラブ A3)
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1.2 火力発電所（長崎県） 
地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2012/8/23 
試料名： 12-天端①  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 123.0，141.0（mm） 供用年数： 34（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.0（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
   
 
 
図- 4 塩化物イオン量分布(12-天端①)  
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写真- 7 コア採取箇(12-天端①) 写真- 8 コア詳細(12-天端①)
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2012/8/23 
試料名： 12-天端②  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 104.0（mm） 供用年数： 34（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.0（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.3 備考：縦筋のみ 
 
   
 
 
 
図- 5 塩化物イオン量分布(12-天端②)  
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写真- 9 コア採取箇(12-天端②) 写真- 10 コア詳細(12-天端②) 
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2012/8/23 
試料名： 12-側面  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 133.0，107.0（mm） 供用年数： 34（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.0（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
   
 
 
 
図- 6 塩化物イオン量分布(12-側面)  
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写真- 11 コア採取箇(12-側面) 写真- 12 コア詳細(12-側面)
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2012/8/23 
試料名： 12-防波堤  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 無筋 供用年数： 34（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 85.0（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.3 備考：無筋 
 
   
 
 
 
図- 7 塩化物イオン量分布(12-防波堤)  
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写真- 13 コア採取箇(12-防波堤) 写真- 14 コア詳細(12-防波堤)
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1.3 火力発電所（沖縄県） 
地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/26 
試料名： 12-スラブ 2-5 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 78.5，102.7（mm） 供用年数： 26（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
  
 
 
図- 8 塩化物イオン量分布(12-スラブ 2-5)  
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写真- 15 コア採取箇(12-スラブ 2-5) 写真- 16 コア詳細(12-スラブ 2-5) 
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/26 
試料名： 12-スラブ 1’-3,4 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり：14.6（mm） 供用年数： 26（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考：6.0ｃｍまでアスファルト 
 
   
  
 
図- 9 塩化物イオン量分布(12-スラブ 1’-3,4)  
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写真- 17 コア採取箇(12-スラブ 1’-3,4) 写真- 18 コア詳細(12-スラブ 1’-3,4) 
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/26 
試料名： 12-スラブ 1’-1 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり：15.4（mm） 供用年数： 26（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考：7.0ｃｍまでアスファルト 
 
    
    
 
 
図- 10 塩化物イオン量分布(12-スラブ 1’-1)  
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写真- 19 コア採取箇(12-スラブ 1’-1) 写真- 20 コア詳細(12-スラブ 1’-1) 
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/26 
試料名： 12-柱  使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 98.8，131.0（mm） 供用年数： 26（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 85（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
 
    
     
 
図- 11 塩化物イオン量分布(12-柱)  
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写真- 21 コア採取箇(12-柱) 写真- 22 コア詳細(12-柱) 
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/2 
試料名： 12-護岸 A  使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 118.7（mm） 供用年数： 38（年） 
平均温度： 28.7（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 86（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
 
  
     
 
 
図- 12 塩化物イオン量分布(12-護岸 A)  
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写真- 23 コア採取箇(12-護岸 A) 写真- 24 コア詳細(12-護岸 A) 
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/2 
試料名： 12-護岸 B 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 143.0．166.7（mm） 供用年数： 28（年） 
平均温度： 28.7（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 86（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
 
  
     
 
 
図- 13 塩化物イオン量分布(12-護岸 B)  
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写真- 25 コア採取箇(12-護岸 B) 写真- 26 コア詳細(12-護岸 B) 
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1.4 水力発電所（沖縄県） 
地点： 水力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/24 
試料名： 12-放水口 1 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 150，155（mm） 供用年数： 16（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 85.2（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.3 備考：  
 
  
     
 
 
図- 14 塩化物イオン量分布(12-放水口 1)  
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写真- 27 コア採取箇(12-放水口 1) 写真- 28 コア詳細(12-放水口 1) 
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地点： 水力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/24 
試料名： 12-放水口 7 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 167（mm） 供用年数： 16（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 85.2（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.3 備考：  
 
  
     
 
図- 15 塩化物イオン量分布(12-放水口 7)  
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写真- 29 コア採取箇(12-放水口 7) 写真- 30 コア詳細(12-放水口 7) 
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地点： 水力発電所（沖縄県） 調査日： 2012/7/24 
試料名： 12-放水口 1 裏 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 158，177（mm） 供用年数： 16（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 85.2（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.3 備考：  
 
  
   
 
図- 16 塩化物イオン量分布(12-放水口 1 裏)  
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写真- 31 コア採取箇(12-放水口 1 裏) 写真- 32 コア詳細(12-放水口 1 裏) 
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2. 2013 年度調査結果 
2.1 火力発電所（神奈川県） 
地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2013/11/19 
試料名： 13-スラブ A1  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 151.5，128.5（mm） 供用年数： 15（年） 
平均温度： 14.2（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 82.8（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
 
 
 
図- 17 塩化物イオン量分布(13-スラブ A1)  
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写真- 33 コア採取箇(13-スラブ A1) 写真- 34 コア詳細(13-スラブ A1)
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2013/11/19 
試料名： 13-スラブ A2 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 157.0，140.5（mm） 供用年数： 15（年） 
平均温度： 14.2（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 82.8（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
 
 
 
 
図- 18 塩化物イオン量分布(13-スラブ A2)  
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写真- 35 コア採取箇(13-スラブ A2) 写真- 36 コア詳細(13-スラブ A2)
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2013/11/19 
試料名： 13-スラブ B2 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 9.5，9.8（mm） 供用年数： 15（年） 
平均温度： 14.2（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 82.8（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
 
 
 
図- 19 塩化物イオン量分布(13-スラブ B2)  
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写真- 37 コア採取箇(13-スラブ B2) 写真- 38 コア詳細(13-スラブ B2)
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2013/11/19 
試料名： 13-桟橋壁① 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 120（mm） 供用年数： 47（年） 
平均温度： 14.2（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 82.8（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
   
     
 
 
図- 20 塩化物イオン量分布(13-桟橋壁①)  
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写真- 39 コア採取箇(13-桟橋壁①) 写真- 40 コア詳細(13-桟橋壁①) 
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2013/11/19 
試料名： 13-桟橋壁② 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 138（mm） 供用年数： 47（年） 
平均温度： 14.2（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 82.8（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
  
     
 
 
図- 21 塩化物イオン量分布(13-桟橋壁②)  
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写真- 41 コア採取箇(13-桟橋壁②) 写真- 42 コア詳細(13-桟橋壁②) 
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2.2 火力発電所（長崎県） 
地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2013/7/23 
試料名： 13-天端①  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 156.5，130.8（mm） 供用年数： 35（年） 
平均温度： 26.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 87.9（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
    
 
 
図- 22 塩化物イオン量分布(13-天端①)  
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写真- 43 コア採取箇(13-天端①) 写真- 44 コア詳細(13-天端①)
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2013/7/23 
試料名： 13-天端②  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 121.8，96.7（mm） 供用年数： 35（年） 
平均温度： 26.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 87.9（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
    
     
 
図- 23 塩化物イオン量分布(13-天端②)  
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写真- 45 コア採取箇(13-天端②) 写真- 46 コア詳細(13-天端②)
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2013/7/23 
試料名： 13-天端③ 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 131.2，152.5（mm） 供用年数： 35（年） 
平均温度： 26.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 87.9（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
    
   
 
図- 24 塩化物イオン量分布(13-天端③)  
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写真- 47 コア採取箇(13-天端③)   写真- 48 コア詳細(13-天端③)
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2013/7/23 
試料名： 13-側面① 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 131.2，152.5（mm） 供用年数： 35（年） 
平均温度： 26.5（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 87.9（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
   
    
 
図- 25 塩化物イオン量分布(13-側面①)  
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写真- 49 コア採取箇(13-側面①) 写真- 50 コア詳細(13-側面①) 
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2013/7/23 
試料名： 13-側面② 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 112.3，130.5（mm） 供用年数： 35（年） 
平均温度： 26.5（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 87.9（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
   
    
 
図- 26 塩化物イオン量分布(13-側面②) 
 
0
5
10
15
20
25
30
35
40
0 2 4 6 8 10 12
塩
化
物
イ
オ
ン
量
(k
g/
m
3 )
表面からの距離(cm)
13-側面②
拡散係数：0.20cm2/年
平均塩化物イオン量：5.83kg/m3
供用年数：35年
写真- 51 コア採取箇(13-側面②) 写真- 52 コア詳細(13-側面②) 
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2.3 事業所（福岡県） 
地点： 事業所（福岡県） 調査日： 2013/7/25 
試料名： 13-旧スラブ海側 使用セメント： フライアッシュ C 種 
かぶり： 140，130（mm） 供用年数： 54（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 84.6（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
    
  
 
 
図- 27 塩化物イオン量分布(13-旧スラブ海側)  
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写真- 53 コア採取箇(13-旧スラブ海側) 写真- 54 コア詳細(13-旧スラブ海側) 
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地点： 事業所（福岡県） 調査日： 2013/7/25 
試料名： 13-旧スラブ陸側 使用セメント： フライアッシュ C 種 
かぶり： 測定不可（mm） 供用年数： 54（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 84.6（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
    
   
 
 
図- 28 塩化物イオン量分布(13-旧スラブ陸側)  
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写真- 55 コア採取箇(13-旧スラブ陸側) 写真- 56 コア詳細(13-旧スラブ陸側)
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地点： 事業所（福岡県） 調査日： 2013/7/25 
試料名： 13-旧護岸 使用セメント： フライアッシュ C 種 
かぶり： 測定不可（mm） 供用年数： 54（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 84.6（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
    
     
 
 
図- 29 塩化物イオン量分布(13-旧護岸)  
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写真- 57 コア採取箇(13-旧護岸) 写真- 58 コア詳細(13-旧護岸)
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地点： 事業所（福岡県） 調査日： 2013/7/25 
試料名： 13-新スラブ海側 使用セメント： フライアッシュ C 種 
かぶり： 151.2，137.3（mm） 供用年数： 3（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 84.6（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
    
 
 
 
図- 30 塩化物イオン量分布(13-新スラブ海側)  
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写真- 59 コア採取箇(13-新スラブ海側) 写真- 60 コア詳細(13-新スラブ海側)
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地点： 事業所（福岡県） 調査日： 2013/7/25 
試料名： 13-新スラブ陸側 使用セメント： フライアッシュ C 種 
かぶり： 140.0，121.5（mm） 供用年数： 3（年） 
平均温度： 28.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 84.6（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.3 備考： 
 
    
 
 
 
図- 31 塩化物イオン量分布(13-新スラブ陸側)  
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写真- 61 コア採取箇(13-新スラブ陸側) 写真- 62 コア詳細(13-新スラブ陸側)
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2.4 火力発電所（長崎県） 
地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2013/7/23 
試料名： 13-桟橋① 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 無筋 供用年数： 35（年） 
平均温度： 26.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 87.9（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考：無筋コンクリート 
 
   
    
 
 
図- 32 塩化物イオン量分布(13-桟橋①)  
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写真- 63 コア採取箇(13-桟橋①) 写真- 64 コア詳細(13-桟橋①) 
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2013/7/23 
試料名： 13-桟橋② 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 無筋 供用年数： 35（年） 
平均温度： 26.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 87.9（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考：無筋コンクリート 
 
   
    
 
 
図- 33 塩化物イオン量分布(13-桟橋②)  
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写真- 65 コア採取箇(13-桟橋②) 写真- 66 コア詳細(13-桟橋②) 
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2.5 火力発電所（沖縄県） 
地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2013/8/22 
試料名： 13-スラブ 2-3 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 53.2，76.3（mm） 供用年数： 27（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.7（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
     
   
 
図- 34 塩化物イオン量分布(13-スラブ 2-3)  
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2013/8/22 
試料名： 13-スラブ 2-4 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 77.2，103.5（mm） 供用年数： 27（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.7（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
     
   
 
図- 35 塩化物イオン量分布(13-スラブ 2-4)  
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2013/8/22 
試料名： 13-スラブ 4-1 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 102，127（mm） 供用年数： 27（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.7（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
     
   
 
図- 36 塩化物イオン量分布(13-スラブ 4-1)  
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2013/8/22 
試料名： 13-柱 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 135.7，106.3（mm） 供用年数： 27（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.7（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.4 備考：  
   
 
 
図- 37 塩化物イオン量分布(13-柱)  
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2013/8/22 
試料名： 13 主桁 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 133.2，152.3（mm） 供用年数： 27（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.7（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.4 備考：  
 
   
 
 
 
図- 38 塩化物イオン量分布(13-主桁)  
0
5
10
15
20
25
30
35
0 2 4 6 8 10 12
塩
化
物
イ
オ
ン
量
(k
g/
m
3 )
表面からの距離(cm)
13-主桁
拡散係数：0.60cm2/年
中性化深さ：0.96cm
平均塩化物イオン量：10.81kg/m3
供用年数：27年
14-主桁 
13-主桁
10-主桁 
11-主桁 
写真- 75 コア採取箇所(13-主桁) 写真- 76 コア詳細(13-主桁) 
- 259 - 
地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2013/8/22 
試料名： 13-横桁 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 133.2，152.3（mm） 供用年数： 27（年） 
平均温度： 28.5（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 85.7（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.4 備考：  
 
   
 
 
図- 39 塩化物イオン量分布(13-横桁)  
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3. 2014 年度調査結果 
3.1 火力発電所（神奈川県） 
地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2014/10/27 
試料名： 14-スラブ A1  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 127.8，152.0（mm） 供用年数： 16（年） 
平均温度： 16.78（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 83.3（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
 
 
 
図- 40 塩化物イオン量分布(14-スラブ A1)  
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2014/10/27 
試料名： 14-スラブ A2  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 133.0，152.0（mm） 供用年数： 16（年） 
平均温度： 16.78（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 83.3（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
 
 
 
図- 41 塩化物イオン量分布(14-スラブ A2)  
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2014/10/27 
試料名： 14-スラブ A3 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 126.8，148.3（mm） 供用年数： 16（年） 
平均温度： 16.78（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 83.3（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
 
 
 
 
図- 42 塩化物イオン量分布(14-スラブ A3) 
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2014/10/27 
試料名： 14-スラブ A4 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 138.5，158.5（mm） 供用年数： 16（年） 
平均温度： 16.78（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 83.3（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
 
 
 
 
図- 43 塩化物イオン量分布(14-スラブ A4)  
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地点： 火力発電所（神奈川県） 調査日： 2014/10/27 
試料名： 14-スラブ A5 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 136.5，158.5（mm） 供用年数： 16（年） 
平均温度： 16.78（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 83.3（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.2 備考： 
 
 
 
 
 
図- 44 塩化物イオン量分布(14-スラブ A5)  
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3.2 火力発電所（長崎県） 
地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2014/8/26 
試料名： 14-天端①  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 136.0，113.8（mm） 供用年数： 36（年） 
平均温度： 26.4（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 88.1（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
  
    
 
図- 45 塩化物イオン量分布(14-天端①)  
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2014/8/26 
試料名： 14-天端②  使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 130.0，105.0（mm） 供用年数： 36（年） 
平均温度： 26.4（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 88.1（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
    
     
 
 
図- 46 塩化物イオン量分布(14-天端②)  
0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
0 2 4 6 8 10 12 14
塩
化
物
イ
オ
ン
量
(k
g/
m3
)
表面からの距離(cm)
14-天端②
拡散係数：0.17cm2/年
供用年数：37年
写真- 91 コア採取箇(14-天端②) 写真- 92 コア詳細(14-天端②)
- 267 - 
地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2014/8/26 
試料名： 14-天端③ 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 101.2，80.0（mm） 供用年数： 36（年） 
平均温度： 26.4（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 88.1（%） 表面粗度： 大 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
   
     
 
 
図- 47 塩化物イオン量分布(14-天端③)  
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2014/8/26 
試料名： 14-側面① 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 144.7，125.2（mm） 供用年数： 36（年） 
平均温度： 26.4（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 88.1（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
  
     
 
 
図- 48 塩化物イオン量分布(14-側面①)   
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地点： 火力発電所（長崎県） 調査日： 2014/8/26 
試料名： 14-側面② 使用セメント： フライアッシュ B 種 
かぶり： 143.0，127.0（mm） 供用年数： 36（年） 
平均温度： 26.4（℃） 部材： 壁状 
平均相対湿度： 88.1（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
 
  
     
 
 
図- 49 塩化物イオン量分布(14-側面②) 
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3.3 火力発電所（広島県） 
地点： 火力発電所（広島県） 調査日： 2014/7/23 
試料名： 14-スラブ 1 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 148.3，172.2（mm） 供用年数： 54（年） 
平均温度： 27.4（℃） 部材： 上面スラブ 
平均相対湿度： 86.2（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
 
  
     
 
 
図- 50 塩化物イオン量分布(14-スラブ 1)   
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地点： 火力発電所（広島県） 調査日： 2014/7/23 
試料名： 14-スラブ 4 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 134.7，157.7（mm） 供用年数： 54（年） 
平均温度： 27.4（℃） 部材： 上面スラブ 
平均相対湿度： 86.2（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
 
  
     
 
 
図- 51 塩化物イオン量分布(14-スラブ 4)   
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地点： 火力発電所（広島県） 調査日： 2014/7/23 
試料名： 14-スラブ 6 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 150.3，（mm） 供用年数： 54（年） 
平均温度： 27.4（℃） 部材： 上面スラブ 
平均相対湿度： 86.2（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.4 備考： 
 
 
     
 
 
図- 52 塩化物イオン量分布(14-スラブ 6) 
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3.4 火力発電所（沖縄県） 
地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2014/6/26 
試料名： 14-スラブ 4-1 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 115，94（mm） 供用年数： 28（年） 
平均温度： 26.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 88.4（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
    
  
 
図- 53 塩化物イオン量分布(14-スラブ 4-1)  
0
2
4
6
8
10
12
14
0 2 4 6 8 10 12
塩
化
物
イ
オ
ン
量
(k
g/
m
3 )
表面からの距離(cm)
14-スラブ4-1
拡散係数：0.90cm2/年
供用年数：28年
14-スラブ 4-1 
13-スラブ 4-1 
写真- 105 コア詳細(14-スラブ 4-1) 写真- 106 コア採取箇(14-スラブ 4-1) 
- 274 - 
地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2014/6/26 
試料名： 14-スラブ 4-2 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 100，71（mm） 供用年数： 28（年） 
平均温度： 26.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 88.4（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
    
   
 
図- 54 塩化物イオン量分布(14-スラブ 4-2)  
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2014/6/26 
試料名： 14-スラブ 4-3 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 91，66（mm） 供用年数： 28（年） 
平均温度： 26.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 88.4（%） 表面粗度： 中 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
    
 
 
図- 55 塩化物イオン量分布(14-スラブ 4-3)  
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2014/6/26 
試料名： 14-柱 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 137，107（mm） 供用年数： 28（年） 
平均温度： 26.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 88.4（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.5 備考： 
    
 
 
 
図- 56 塩化物イオン量分布(14-柱)  
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地点： 火力発電所（沖縄県） 調査日： 2014/6/26 
試料名： 14-主桁 使用セメント： 普通ポルトランド 
かぶり： 93，47（mm） 供用年数： 28（年） 
平均温度： 26.8（℃） 部材： スラブ上面 
平均相対湿度： 88.4（%） 表面粗度： 小 
平均比誘電率： 6.5 備考： 12cm まで補修モルタル部 
 
   
 
 
 
 
図- 57 塩化物イオン量分布(14-主桁) 
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 各コアの累積細孔容積 
  2012 年度測定結果 
 
図- 1 累積細孔容積(コア A) 
 
図- 2 累積細孔容積(コア B) 
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図- 3 累積細孔容積(コア C) 
 
 
図- 4 累積細孔容積(コア D) 
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図- 5 累積細孔容積(コア E) 
 
 
図- 6 累積細孔容積(コア F) 
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図- 7 累積細孔容積(コア G) 
 
 
図- 8 累積細孔容積(コア H) 
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図- 9 累積細孔容積(コア I) 
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  2013 年度測定結果 
 
 
図- 10 累積細孔容積(コア J) 
 
 
図- 11 累積細孔容積(コア K) 
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図- 12 累積細孔容積(コア L) 
 
 
 
 
図- 13 累積細孔容積(コア M) 
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図- 14 累積細孔容積(コア N) 
 
 
 
 
図- 15 累積細孔容積(コア O)  
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 各層の塩化物イオン量と細孔容積との比較 
 
 
   
 
   
 
   
図- 16 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア A) 
- 288 - 
 
 
   
 
   
 
   
図- 17 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア B) 
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図- 18 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア C) 
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図- 19 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア D) 
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図- 20 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア E) 
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図- 21 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア F) 
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図- 22 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア G) 
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図- 23 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア H) 
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図- 24 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア I) 
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図- 25 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア J) 
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図- 26 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア K) 
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図- 27 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア L) 
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図- 28 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア M) 
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図- 29 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア N) 
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図- 30 塩化物イオン量と総細孔容積及び区分細孔容積との比較(コア O) 
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 各層の塩化物イオン量と平均細孔径との比較 
  
図- 31 コア A              図- 32 コア B 
 
       図- 33 コア C 
  
    図- 34 コア D              図- 35 コア E 
 
       図- 36 コア F 
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   図- 37 コア G              図- 38 コア H 
 
       図- 39 コア I 
   
  図- 40 コア J             図- 41 コア K 
 
       図- 42 コア L 
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  図- 43 コア M             図- 44 コア N 
 
       図- 45 コア O 
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 各層の塩化物イオン量と総細孔表面積との比較 
   
 図- 46 コア A             図- 47 コア B 
 
       図- 48 コア C 
   
 図- 49 コア D             図- 50 コア E 
 
       図- 51 コア F 
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 図- 52 コア G             図- 53 コア H 
 
       図- 54 コア I 
   
 図- 55 コア J             図- 56 コア K 
 
       図- 57 コア L 
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 図- 58 コア M             図- 59 コア N 
 
       図- 60 コア O 
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 各コアの塩化物イオン量と各種データとの相関係数 
   
(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)            (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 61 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア A) 
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       (g)総細孔容積              (i)総細孔表面積 
図- 62 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア A)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 63 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア B) 
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       (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 64 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア B)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
   
      (g)総細孔容積              (i)総細孔表面積 
図- 65 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア C)  
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 66 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア D) 
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       (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 67 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア D)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 68 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア E) 
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       (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 69 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア E)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 70 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア F) 
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      (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 71 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア F)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 72 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア G) 
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      (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 73 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア G)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
   
       (g)総細孔容積              (i)総細孔表面積 
図- 74 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア H)  
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
   
       (g)総細孔容積              (i)総細孔表面積 
図- 75 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア I) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
(c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 76 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア J) 
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      (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
   
(i)総細孔表面積 
図- 77 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア J)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 78 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア K) 
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      (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 79 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア K)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 80 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア L) 
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      (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 81 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア L)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 82 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア M) 
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      (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 83 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア M)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 84 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア N) 
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      (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 85 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア N)(続き) 
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(a)細孔容積(1≦D＜10)           (b)細孔容積(10≦D＜102) 
   
     (c)細孔容積(102≦D＜103)         (d)細孔容積(103≦D＜104) 
   
    (e)細孔容積(104≦D＜105)            (f)細孔容積(105≦D) 
図- 86 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア O) 
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      (g)総細孔容積               (h)平均細孔径 
 
(i)総細孔表面積 
図- 87 塩化物イオン量と各種データとの関係及び相関係数(コア O)(続き) 
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 各コアの深度による細孔容積の違い 
 
 
図- 88 コア A 
 
 
図- 89 コア B 
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図- 90 コア C 
 
 
図- 91 コア D 
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図- 92 コア E 
 
 
図- 93 コア F 
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図- 94 コア G 
 
 
図- 95 コア H 
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図- 96 コア I 
 
 
図- 97 コア J 
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図- 98 コア K 
 
 
図- 99 コア L 
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図- 100 コア M 
 
 
図- 101 コア N 
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図- 102 コア O 
